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　ヨーロッパにおける農業環境事業 (Agri-environmental schemes) は、農業者がみずからの農

地で行う環境の向上に資する行為にたいして、当該農業者に報酬を支給する環境支払いの一つで

ある。EU加盟の 27ヶ国だけでなく、EU離脱後のイギリスや非加盟国のスイスやノルウェーでも

実施されているので、農業環境事業は、ヨーロッパにおける広範囲な農業景観の生物多様性を保

つ重要な政策手段となっている。農地は EU全面積の 42％を占めるため、農地での生物多様性の

保全は、EU全土における生物多様性の保全にも結びつく。このことから、農業環境事業は、EU

全域における生物多様性を保全するうえでも重要な役割を果たす。事業が導入されたのは 1992

年である。第２次世界大戦後に急速に拡がった化学肥料や殺虫剤・枯草剤などの多投入と家畜の

多頭飼育は農業の集約化を招き、農村の景観の美しさや生物多様性を喪失させただけでなく、農

業起源の深刻な地下水汚染を引き起こした。これが農業にたいする危惧と厳しい世論をまきおこ

し、EUの共通農業政策（CAP）に対する一大改革であったマクシャリー改革（1992 年）に、現在

につらなる農業環境事業が取り入れる圧力となった。事業は、農業景観とそこでの生物多様性

の保全にくわえて、硝酸塩窒素による水系汚染の防止を EU共通の主要な目標としている。一方、

農業環境事業の実施設計は加盟国に任されているので、実施される内容や重点は加盟国によって

様々である。北西ヨーロッパの加盟国の農業環境事業の共通点は、農業者が広く参加できるオプ

ションと、対象となる環境や目的を絞った、より高度なオプションの２層から構成されているこ

とである。ただイギリスの構成国の一つであるイングランドが生物多様性を前面に出しているの

に対して、北西ヨーロッパの大陸諸国は農業の粗放化が前面に出ているという違いがある。イン

グランドでは多くの農家が参加できる第１層から生物多様性への対策を細かく規定するのに対し

て、大陸の諸国では第１層での生物多様性への対策は、粗放化による間接的なものが多いという

点で蓋然的であり、より具体的には第２層が担う。農業環境事業には莫大な予算が投じられてい
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１ 始めに

　EU（ヨーロッパ連合）における農業環境事業は、マク

シャリー改革と呼ばれる 1992 年におきた欧州共通農業

政策（CAP Common Agriculture Policy）の一大転換にと

もなって導入された。みずからの農地で行う環境の向上

に資する行為にたいして、当該農業者に報酬を支給する

環境支払いの制度である（注１）。農業者にとって農業

環境事業にとりくむことは、収入の向上だけでなく、事

業によって豊かになった生物群集による、病害生物や害

虫の抑制、作物の受粉率の向上といった生態系サービス

を手に入れることができる（Rey Benayas and Bullock 

2012; Pywell ら 2015）。いっぽう納税者は、伝統的で美

しい農業景観と、そこにおける高い生物多様性、良質な

水環境といった公共財を得ることができる。農業環境事

業は EU加盟国が履行すべき義務となっていることから、

2023 年 3月現在 EU加盟全 27カ国で実施されている。さ

らに EUを離脱したイギリスでも、EU 未加盟のスイス、

ノルウェーでも実施されているので、いまや農業環境

事業は、農地景観での生物多様性の保全をはかるヨー

ロッパにおける中心的な政策的手段となっている（和泉 

2013; Batáry ら 2015）。

　第二次世界大戦後に急激に広がった集約的な農業によ

る農地景観や生物多様性の破壊に対して、1980 年代にな

ると日増しに非難が高まった。農村景観の破壊がそれほ

どまでに大きな問題となったのは、ヨーロッパに暮らす

人々が農業の作り出した景観やそこにすむ生物に強い愛

着を持つためである（和泉 1989; Batáry ら 2015）。ま

た、農業景観での生物多様性の喪失がヨーロッパで大き

な問題となるのは、農地が EU全面積の 42％を占め、全

種数の 50％を持つため、農地での生物多様性の大きな喪

失が、EU、ひいてはヨーロッパの全域における生物多様

性の大きな喪失に直結するからである（欧州環境政策研

究所 2008）。日本におけるような里山や奥地での高い生

物多様性を多くは期待できないため、日本人が農地景観

での深刻な生物多様性の喪失にやや鈍感なことと比べる

と、ヨーロッパに暮らす人びとは農地景観での生物多様

性の喪失には敏感にならざるをえない（ヨーロッパにお

て、その成否が欧州の生物多様性を守る上で極めて重要であることから、その有効性が厳しく問

われている。このことを受けて、有機農業もしくは農業環境事業の有効性をメタアナリシスとい

う分析手法によって総合的に検討した５つの論文は、有機農業であれ農業環境事業であれ、いず

れも生物の種数もしくは存在量（個体数や質量）を有意に高めていることを確認した。

キーワード：CAP　マクシャリー改革　クロス・コンプライアンス　環境支払い　有機農業
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いて、農地における生物多様性の消失が最初に気づかれ

たので鳥類であるので、そのことを報告したいくつかの

論文を注２で紹介する）。

　ラッカムは、「The history of the countryside - The 

classic history of Britain's landscape, flora and 

fauna」（Rackham 1986）の日本語版（「イギリスのカン

トリーサイド　人と自然の景観形成史」ラッカム 2012）

への追加で次のように述べた。「1945 年以降の変化に関

して私は（補注　1986 年の原著で）憂鬱に論評した。（中

略）しかしそれは誤りであった。その後の数年で状況は

劇的に好転した。第一に、破壊の二大要因である近代農

業と植林事業がともに冬の時代を迎えたことである。第

二に、土地所有者と一般の人びとがともに農村地域につ

いてより正しい情報を得るようになり、その生態的価値

や歴史的構造の価値を理解したことである。第三に、保

護団体、とくにボランタリーな団体が次第に力をつけて

きたことである（注 3）。（中略）由緒ある樹林地で 1985

年以降に破壊されたものはほとんどない。生垣（hedge 

ヘッジ）の破壊は 1980 年代にはほとんどなくなった」。

ラッカムが言う、劇的な好転をもたらした原動力となっ

たのは、農地の景観や生物多様性にかんする北西ヨー

ロッパを中心とする関心の高まりである。そしてそれが

力となり、EU農政における一大改革であるマクシャリー

改革において、EU全域での農業環境事業の導入につら

なった。

　マクシャリーの改革が開始された 1992 年には、農地

における農業環境事業と並んで、EUにおける自然保護の

もう一つの根幹となる生息地指令（habitat directive）

が採択された（「指令」については 5.2節を参照のこと）。

この指令では 250タイプの生態系のほか、動物約 200種

と植物 500種以上が保護対象とされた。EUでは、この生

息地指令を手始めに、Natura 2000 による広大な保護地

の指定と保護地間のネットワークの構築が始まった。生

息地指令や Natura 2000 が保護地の指定による自然保護

を目指すものであるならば（八巻 2005; Maiorano ら . 

2015）、農業環境事業は指定された保護地の外での自然

保護をめざすものと言えるだろう。EUはこの二つの仕組

みによって、都市を除くほぼ全土が何らかの保全の仕組

みを持つことになった。農業環境事業が持つ資金は莫大

であり、他の自然保護事業の資金規模を上回る（Batáry

ら 2015）。それは営農を続けながら自然に配慮するとい

う範囲を超えて、農業をやめてみずからの農地を自然に

復元することにもイギリスでは使われている（トゥリー, 

2020）。ただし、このような自然保護政策の実施にもか

かわらず、ヨーロッパでの生物多様性は減少し続けてい

て、増加への反転が引き続き模索されている。

　日本においても、農業景観下の生物多様性は様々な原

因によって減少し続けている。農地改善事業がもたらし

た水田畦畔における植物相（Matumura and Takeda 2010; 

Uematsu ら 2010; 丑丸 2012; 松村ら 2014; Uchida and 

Ushimaru 2014）やチョウ類、植食性昆虫類の貧困化

（Uchida and Ushimaru 2014）、水田の中干しや新たな農

薬の使用によるトンボ類の減少（Kiritani 2000; 宇根 

2001; 桐谷 2004; 神宮字ら 2009; Jinguuji ら 2012; 

上田と神宮字 2013）、農地放棄や管理不行き届きによ

る里山や草原の遷移の進行による植物やチョウ類や植

食性昆虫類の貧困化（須賀 2012; Uchida and Ushimaru 

2014）がおき、2009 年から 2020 年までの日本における

鳥類の個体数は、森林の鳥が 7％増加したのに対して、

里の鳥が 17％減少し、農地草地の鳥が 27％減少した（こ

の値は Katayama ら（2023）をもとに、日本自然保護協

会が計算したものである（日本自然保護協会（2023））。

都市化や農地拡大による森林や湿地などの生育地の消失

（Konno 2002）もおきている。

　日本における農業環境事業は、2007 年に導入された「農

地・水・環境保全向上対策事業」が最初であり、これよ

り分離して 2014 年に多面的機能支払と 2015 年に環境保

全型農業直接支払交付金の二つができた。これらは農地

における生物多様性の減少を防ぐための重要な政策手段

になりうるものである。農業環境事業ともいえる現行の

環境保全型農業直接支払交付金が支援をしている「冬水

田んぼ」事業は、水鳥の越冬地を提供するという新たな

生物の生育地を創出した。ただ、このような例はあるも

のの、環境保全型農業直接支払交付金は生物多様性の保
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全に十分生かされているとは言えないのが現状である。

　2021 年に策定された「みどりの食糧戦略」では、2050

年までに化学農薬の使用料を 50％削減し、化学肥料の割

合を 30％削減することを目指している。また、国際水

準に達している有機農業の取り組みが耕地に占める面積

割合を 2050 年までに 25％に拡大する野心的な目標も定

めていて、これらの目標が達せられれば、農地における

生物多様性だけでなく生態系サービスの向上も期待され

る。有機農業的な耕作は、減農薬や無農薬をつうじて害

虫の捕食者であるクモ類を増加させることができるから

である（桐谷 2004; Takada ら 2014）。しかし、どんな

に政策目標が良くても、農業者が納得しなくては効果が

上がらない。農業環境の保全をめざす直接支払いは、政

策的な配慮があれば農地の生き物の賑わいを守り、育て

ようとする農業者のやる気を引き出すことができるとい

う（宇根 2001）。

　さらに、このような直接的な効果だけでなく、農地は

農村地域に残存する林や河川などの残存自然を包含する

基質（マトリックス）をなしており、農地の生物多様性

や生態系サービスが全般的に高ければ、間接的な効果

として面積の小さい残存自然地においても豊かな生物

多様性を保つことが出来る（山浦・森 2011; Kuroe ら 

2011）。したがって、農地における生物多様性や生態系

サービスを高めることは、直接的、間接的に農地景観レ

ベルの生物多様性や生態系サービスを高め、その農地を

含む景観が、近年重要視されている「指定地外有効保全

地」（紺野訳）（OECM）（道家 2022）となることにもつな

がる（OECM: Other Effective area-based Conservation 

Measures. 指定された保全地域ではないが、効果的な生

物多様性保全が行われている場所、「自然共生サイト」

とも呼ばれる）。

　これらのことから、現在、農業景観における生物多様

性や生態系サービスを向上させる、実効性が高く、費用

対効果が大きい、日本に即した農業環境事業が必要とさ

れている。それは日本人の多くに支持され、参加する農

業者が多く、かつ農業収入の向上にも資する使い勝手の

よいものでなくてはならない。さらには個々の農家だけ

ではなく、地域としての農村の文化的・経済的な豊かさ

を増進させるものでもあって欲しい。そこで、そのよう

な日本的農業環境事業を考えるさいの参考になることを

願って、先進地であるヨーロッパにおける農業環境事業

について紹介することとする。はじめにマクシャリー改

革で事業が導入されるまでの経緯を紹介し、続いて、そ

の後の変遷、事業の内容、事業の効果について紹介する。

本稿では 2015 年までを扱うことにし、イギリスの EU離

脱以降のことは参考程度に触れる。

（注１）農業を営む経営体には様々なものがあるので、

農業者に統一した。欧州での多くの経営体は個人経営で

あり、企業体が多いフランスでもその実態は個人である。

（注２）ヨーロッパの農地に生育する鳥類は、数千年に

わたる粗放的な農業に適応しており、鳥類の種数の減少

や分布域の縮小は農業の放棄によっても （Queiroz ら . 

2014）、近年の集約化の進行によっても起こる（Tucker 

1997; Chamberlain ら 2000; Donald ら 2001; Newton 

2004, 2017）。この注ではヨーロッパにおける鳥類の減

少や、農業の集約化の進行と鳥類の減少との関係を扱っ

た報告について個別に紹介する。

　Fuller ら（1995）は、イギリスの鳥類調査・保護団体

である British Trust for Ornithology（BTO）が主催す

る二つの長期鳥類調査のデータにもとづいて、1962 年以

来、農地で起きている鳥類の分布と個体数の変化を示し

た。その長期鳥類調査の一つである Atlas of Breeding 

Birds（ABB）は、分布調査である。イギリスとアイル

ランドを 10km 四方に分け、ごく一部を除いた全域で

種ごとの鳥の有無を調べていて、Fuller らはそのうち

の 1968-1972 年と 1988 年 -1991 年の 2 回の調査結果を

用いている。もう一つの長期調査である Common Birds 

Census（CBC）は個体数センサスであり、固定されたプ

ロットで 1962 年以来毎年調べられている。Fuller らの

まとめによれば、ABB のデータから、農地鳥 28 種のう

ち 24種（86％）の分布範囲が縮小していたことが分かっ

た。いっぽう非農地鳥 174種で分布範囲が縮小したのは
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89種（51％）であった。もう一つの長期調査である CBC

のデータから経年的個体数変化を推定できたのは農地

鳥で 18種あり、そのうち 15種（83％）で個体数が減少

し、その減少した種のうち 7種（39%）が 50％以上の減

少をしていた。農地と非農地鳥の両方に生息し、いずれ

でも経年個体数変化を推定できた 30種では、農地で平

均 10.9％の個体数減少があった一方、非農地では逆に平

均 6.5％の個体数増加をしていた。以上の結果は、いず

れも農地での鳥類の減少が激しいことを示している（ABB

と CBCの調査について、詳しくは９.１ 注１を参照され

たい）。

　Siriwardena ら（1998）も 1968 年から 1995 年までの

CBC センサスデータを用いて、農地のみに出現する鳥

（specialist）13 種では減少が顕著（平均 30％の減）な

のに対して、広い範囲に出てくる鳥（generalist）29種

では逆に増えていて（平均 23％の増）、これも農地での

鳥類の減少が激しいことを示した。その減少が開始する

時期を検討したところ、1970 年代に多くおきていること

が分かった。

　Krebs ら（1999）は現在起きている農地鳥の減少につ

いて、Nature に「第２の沈黙の春？」というタイトル

で論文を掲載した。第１の沈黙の春の原因が有機塩素系

殺虫剤であったのに対して、第２の沈黙の春の原因は農

業の集約化と工業化であるとした。農地鳥全体の減少

については Siriwardena ら（1998）の結果を引用し、論

文中に示した減少の激しいいくつかの鳥には個別の研

究を引用している。さらに当時 CAPが進めようとしてい

る Agenda2000 農業政策や CAP における Environmentally 

Sensitive Area、当時のイギリスの農業環境政策で

あった田園スチュワードシップ事業（Countryside 

Stewardship Scheme）を紹介している。掲載誌が Nature

なのでしばしば引用されてきた。また、報道関係が注目

するであろう論文タイトルであることもあいまって、研

究者だけでなく一般の人びとが、農業の集約化や農地鳥

の減少について関心を持つことにも貢献したものと思わ

れる。

　Chamberlain ら（2000）は、イギリスにおける農業の

集約化と農地鳥の個体数の変化との関係を検討した。農

業データは作目、家畜、草地、休耕地、肥料、農薬など

31項目からなり、経年変化を知るため、これらに関す

る 1962-1995 年の値を用いた。対する農地鳥にかんする

個体数データは、1962-1996 年の農地鳥 29種にかんする

CBC センサスの値を用いた。この２つのデータから農地

の集約化が進むと、農地鳥の個体数が減少することが図

示された。ただ農業の集約化と農地鳥の減少の開始時期

には数年のずれがあり、農業の集約化がすでに 1971 年

に始まり 1988 年まで進行したのに対して、鳥類の減少

は遅れて 1977 から始まり 1988 年以降も続いた。この開

始期のずれの原因については推測するしかないが、彼ら

は個体群の密度依存性と餌を食うさいの機能的反応にそ

の理由を求めた。

　Donald ら（2001）は、ヨーロッパ 29ヶ国における 20

年間（1970-1990 年）の鳥類の個体数と分布の変化を国

別にえた。その結果によれば、個体数が増えている国は

なく、その減少は 1993 年における穀物生産量が大きい

国ほど激しかった。そこで、問題にした 20年間の各々

の国の鳥類の個体数の平均変化（負値）を、1993 年の各々

の国の面積あたり穀物生産量に対して回帰してみたとこ

ろ、負の傾きと決定係数 r2 = 0.29（p = 0.002）をえた。

穀物生産量の多い国ほど鳥類の個体数が減少していて、

国家間の減少の大きさの違いは、穀物生産量の違いだけ

でかなりの部分を説明できてしまうという結果である。

このことは穀物生産量を、乳牛あたり牛乳生産量や農業

就労者あたりトラクター数に変えても同じであり、農業

の集約化が進んでいる国ほど、農地鳥の減少が大きいこ

とが分かった。Fuller ら（1995）や Siriwardena ら（1998）

が疑い、Chamberlain ら（2000）がイギリスで示した農

地鳥の減少と農業の集約化の相関は、ヨーロッパ各国を

比べても示されたのである。

　Robinson と Sutherland（2002）は、農業の集約化を

項目毎に分かり易く図化していて、Newton（2017）にも

その図がいくつか使われている。種子食の農地鳥の減少

については、非繁殖期の餌となる種子の供給が減ったこ

とによる可能性が高いと指摘した。
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　Newton（2004）は、それまでに発表された農地鳥の減

少原因について調べた多数の報告を整理し、広範な農地

鳥を深刻な減少に追い込んだ主要な原因を４つ、それほ

ど広範ではないが農地鳥を減少に追い込んだ原因を２つ

挙げた。４つの主要な原因とは、（A1）殺生物剤（とく

に除草剤）、（A2）晩夏の畑起こしと播種（春まきから秋

まきへの穀物栽培の仕方の変化）、（A3）平地における草

地の排水とその後の集約管理、（A4）平地ではウシ、丘

陵地ではヒツジの放牧家畜数の増加であり、２つのそれ

ほど広範ではない農地鳥を減少に追い込んだ原因とは 、

（B1）生垣の除去、（B2）耕地、草地の収穫の早期化であ

る。これら 6つの原因のうち、（A1）の除草剤の適用は、

雑草を減らすことで雑草種子を減らすだけでなく、雑草

に付く無脊椎動物も減らすことで、二重に鳥類の餌を減

らす。（A2） の晩夏の畑起こしでは、冬期に雑草が育たず、

深刻な餌不足となる冬期に種子餌がなくなる。また、す

ぐ播種して秋まき作物を育てることで翌春に密生した植

生が出現し、春まき作物には存在した、疎生した、地上

営巣性鳥類の営巣に適した植生がなくなった。秋まき栽

培への転換は、(B2) でいうところの収穫の早期化もおこ

し、繁殖中の鳥類の巣を破壊することになる。ヒバリや

ウズラクイナ（Corncrake）は、秋まきへの転換が急激

に進んだことで個体数を減少させた。（A3）はそれまで

粗放管理がなされていたことで多くの鳥類が生息地とし

ていた、湿性草地の排水である。ほとんどの場合、その

あと鋤で起こし、生産性の高い牧草種の種子をまき施肥

をするなどの集約管理をする。これにより湿性放牧地に

いた水鳥が消え、それまで１回しか草刈りしなかったの

が早くから多数回草刈りをするようになって、新たな鳥

が繁殖地とするのもむずかしくなった。（A４）の家畜数

の増加が起きると、鳥の巣が踏みつぶされたり、短い草

丈の一様な草地となり捕食者に見つかりやすくなったり

する。（B1）生垣の除去は、生垣の密度が低いほど鳥類

の数は少なくなるので、鳥類の減少に結びつく（５.５

節注参照）。（B2）耕地、草地の収穫の早期化につてはす

でに触れた。

（注 3）1889 年に設立された英国鳥類保護協会（RSPB）

の会員数の変化を以下に示す。

　1960 年 1万人超

　1969 年 5万人超

　1972 年 10 万人超

　1975/76 年 20 万人超

　1979/80 年 30 万人超

　1986 年 40 万人超

　1989 年 50 万人超

　1994 年 86 万人超 

　1996 年 92.5 万人超 

　2023 年現在 120 万人

　イギリスの人びとの環境への関心は、次のことからも

うかがわれる。「1982 年に行われた世論調査では、53％

の回答者が『環境を保護するためならば所得税を 1％余

計に支払っても良い』と答え、また 31％の回答者が過去

1年のうちに何らかの環境保護団体に寄付を行ったと答

えた」（和泉 1989）という。ちなみに日本野鳥の会の会

員数は 2023 年現在で 3.5 万人、日本自然保護協会の会

員数は同じく 2023 年現在で 9.2万人である。

２ EU にける直接支払いと

農業環境事業の簡単な紹介

　詳しくは後にゆずるとして、ここでは 2017 年までに

行われた EUにける直接支払いの受給要件と農業環境事

業を一瞥する。EUにける直接支払いの歴史とその内容は、

石井（2014）が手際よく解説している。

　CAPは二つの柱からなり、その予算の 80％が第 1の柱

に当てられる。第１の柱の中心は基礎的支払いと呼ばれ

る農業者への直接支払いであり、EUにおける農業の主要

な保護手段となる。基礎的支払いは、マクシャリー改革

で農産物の価格を低下させたことによる農業者の収入減

を補填することを目的として始まった。一方、農業環境

事業への支払いは、農村振興や環境などの社会的支払い

をおこなう第２の柱にある。第 1の柱に対する配分額は
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2007-2013 年の 7年間で 2､945 億ユーロであり、そこか

ら支払われる基礎的支払いは農業者所得の、畑作農業者

で 45％、畜産農業者で 30％を占める（和泉 2013）。第 2

の柱では、CAP からの配分に各国が加算することで同じ

7年間で 1,440 億ユーロとなり、第 1の柱のほぼ 1/2 の

額となる。主要な予算は農村地域の改善に用いられ、ソ

フト事業が主である。

　農業環境事業は、この第 2の柱の予算の 46％を占める

第 2軸に含まれる。第 2軸は環境と農村空間の改善をめ

ざすものであり、農業者に対する農業環境事業での支払

いの他に、森林環境にかんする支払いや、Natura 2000

による指定地内の農地への支払いも存在する。ただし、

加盟国によって第 2の柱に占める第 2軸の割合は大きく

異なり、フィンランド、アイルランド、英国、オースト

リア、スェーデン、デンマークで 60％以上を占めるのに

対して、ブルガリア、ルーマニア、マルタでは CAPによ

る義務的水準である25％にとどまる。全ヨーロッパのレ

ベルで見れば、このように配分される農業環境事業の予

算が、EU地域の自然保護にかかわる全予算と匹敵するほ

どの大きさをもち、「始めに」でも述べたように、脱退

したイギリスや EU非加盟国であるスイスやノルゥエー

でも行われていることから、ヨーロッパ全体を覆う規模

の地理的範囲を持っている。農業環境事業が、それが持

つ予算規模とそれが覆う地理的範囲からみて、ヨーロッ

パにおける環境と生物多様性を守る重要な政策手段と

なっていることがわかる（Batáry ら 2015）（注）。

　農業者は第 1の柱にもとづいて基礎的支払いを受ける

が、無条件で受給できるわけではない。受給には 1992

年の開始時点からセット・アサイドと呼ばれる減反が条

件として付与され、1999 年からはクロス・コンプライア

ンス（交差要件）が加わり、これらの遵守が受給条件と

なった（2008 年にエネルギー作物などの農産物の増産の

必要が生じ、義務的セット・アサイドの中止があった）。

クロス・コンプライアンスの採用ははじめ加盟国に任さ

れていたが、2003 年に加盟国の義務となり、今では全て

の加盟国で行われている。クロス・コンプライアンスを

守ることはけっして難しいことではなく、通常の営農に

心配りを持てば達成できるものであって、農業が外部に

およぼす環境負荷や生物多様性の消失を抑制し、持続可

能な農業を行うために守るべき最低線とされる。

　クロス・コンプライアンスの要件は、法定管理要件

（Statutory Management Requirements, SMRs）と農業およ

び環境の適正条件（Good Agriculture and Environmental 

Condition, GAEC）の二群からなり、法定管理要件は環境

保護、食糧安全性、家畜と作物の健康、家畜福祉にかん

する 18の EU法令（規制および指令）で構成され、一方、

農業および環境の適正条件は、土壌保護、土壌有機物と

構造の維持、動植物生育地の悪化回避、水質管理にかん

する義務条項から構成される。法定管理要件が全ての加

盟国に一律に適応されるのとは違って、農業および環境

の適正条件は、国によっておかれる重点が異なる。通常

の営農に心配りを持てば要件を達成できると上で書いた

が、水質汚染に関わる項目の遵守には他の要件と比べて

より丁寧さを求められる。

　2013 年になるとクロス・コンプライアンスとは独立し

た範疇として、グリーン条項による要件が新たに基礎的

支払いに加わった。グリーン条項については７.４節で

解説する。

（注） 名古屋で 2010 年に行われた生物多様性条約 COP10

では、それまで対価を払うことなく採集できた開発途上

国の遺伝資源に経済的価値を与えた。また、生態系が行っ

ているさまざまな人間に対するめぐみを経済的に評価す

る生態系サービスの考え方も広まっている。これらは生

物多様性を経済活動の中に組み込む試みである。一方、

EUにおける農業環境政策は支払いを伴うため、COP10 が

開催されるずっと以前から生物多様性が農業経済の一部

となっていて、したがって長く農業経済学の研究対象と

なっている（和泉 1989；フェネル 1997；石井 2001；

荘林 2012；平澤 2014；Hodge 2014；石倉・藤井 2021）。
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３ EU における農業政策

―マクシャリー改革まで

　 ヨ ー ロ ッ パ 連 合（EU） 加 盟 国 は、CAP（Common 

Agriculture Policy　共通農業政策）に大枠を規定され、

そのもとで自国の農業事情に応じた農業政策を行ってい

る。CAP には、域内単一市場、共同体優先、財政の連帯

の三つの原則がある。そのうち、域内単一市場は域内の

共通価格設定によって実現され、共同体優先は輸入課徴

金を課すことによる域外からの農産物輸入の障壁を設け

ることによって実現され、財政の連帯は CAPの運用にか

かわる費用を EUが負担することよって実現される（豊 

2016）。共通価格は域内で最も高い価格であったドイツ

の価格に近い値に設定され、余剰が生じても無制限に買

い上げられる仕組みになっていたので、農業者は生産量

の拡大をひたすらにめざした。CAP 自体も農業の近代化

や規模拡大を支援する補助金政策をとったことから、大

型機械を用いた農地の大規模化や、耕地や草地への化学

肥料や薬剤の多投入、家畜の多頭飼育などによる農業の

集約化が進み、結果として後に EUが苦しむことになる

域内農産物の過剰を招いた。過剰に直面した EUは、そ

の過剰分を輸出補助金によるダンピングで域外輸出を

行い、このことによって世界市場を混乱させたとして、

WTO の GAT ウルグアイラウンド貿易交渉においてアメリ

カやオーストリアなどの既存の農業輸出国から厳しく追

及されるまでになった。1980年代になると過剰抑制のた

めいくつかの政策がなされたが、その根本原因である価

格政策に手を付けなかったため、いずれもうまくいかな

かった（フェネル 1997）。

　しかし、これだけ厚い保護を一見受けながら、この間

の農業者収入が順調だったわけではない。1973-1992 年

に農産物の体積は35％増えた。年率1.5％の増加であり、

一方この間の人口の増加は年率 0.29％にすぎなかった。

やがて現れた農産物の過剰により、農産物の価格は保証

価格のもとでも年率 3％で下降し、農業部門の収入も年

率 2.5-2.8％下降した。機械化や農薬の多投入により、

時間あたりの生産量が 2倍に増えたにもかかわらず、農

業労働者の収入はいっこうに向上しなかったのである。

ちなみに、この間の全産業での平均収入は年 1.5-1.6％

上昇している。増えない収入に対して、農業者は生産調

整ではなく一層の集約化による生産量の増大で対抗しよ

うとした（Robson 1997）。CAP が設定した保証価格は農

業者規模にかかわらず一律であるので大規模農業者には

大きな純益をもたらしたが、設定補償価格の低下は、多

くの小規模農業者や土地生産性の低い農地で耕作をして

いる農業者にとって経営の継続を困難にした。CAP に規

模の違いを考慮した特別な助成策があったわけではな

く、豊（2016）は最近に至るまで改善はいちじるしく不

十分であるとした。土地生産性の低いイギリス南部の農

業者の苦境はトゥリー（2018）により語られている（付

記 2020 年の CAP 改革では、2013 年の改革で導入された

小規模農業者への配慮がいっそう強められた。欧州議会

の権限が大きくなり EU市民の声が CAP に反映しやすく

なったことと、EU市民の EU離反の動きに CAP の政策策

定部門である欧州委員会がいだいた危機感のためと推測

される）。

４ マクシャリー改革とは

　すでに１節、２節で述べたように、1992 年にマクシャ

リー改革と呼ばれる、それまでの農業政策を 180度変え

るとも言ってよいほどの大きな変革が CAPにもたらされ

た。全 EU農地での農業環境事業の適用は、その変革が

もたらした大きなものの一つであるので、マクシャリー

改革のあらましを歴史的経緯とともに紹介する。

4.1 マクシャリー改革の背景

　CAPは 1980 年代の後半になると、その内と外で大きな

困難に直面していた。内側では、補償価格による全量買

い上げや、余剰農産物の解消のための輸出補助金の支出

からくる CAP 予算の肥大化が急速に進んでいた。EU財

政に占める CAP の予算の割合は、1970 年には 70％まで

ふくれあがっていたのである。その後、新たに EUに加
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盟した国々への財政支出の必要による圧力を受けて低下

したとは言え、1992 年には依然として CAP予算の割合は

50％あった（図１に CAP 予算の総額の変化と、CAP 予算

が EUの GDP に占める割合の変化を示す）。一方、CAP の

外側では、前節で述べたように WTO の GATT ウルグアイ

ランドによる貿易交渉で、補助金つきの輸出がそれまで

の農産物輸出国であるアメリカやオーストラリアなどか

ら強く非難されるようになっていた。そのうえ農業部門

の外側からは農業に対して厳しい目が向けられるように

なり、農業がおよぼす環境や景観、生物多様性の破壊が

さかんに問題にされるようになった。これらに加えて、

EU全土のおける農業を起源とする硝酸態窒素による地下

水汚染が深刻な問題となり、地下水の汚染を防ぐための

「硝酸塩指令」がマクシャリー改革の前年となる 1991 年

に発布された。指令は農業に対して厳しい肥料制限を要

請し、加盟国はその対応に迫られた（５.３節）。このこ

ともマクシャリー改革で環境の改善を取り込まねばなら

ない強力な理由となった。

4.2 マクシャリー改革

　このような状況の下、当時の欧州委員会の農業部門担

当委員であったマクシャリーは、CAP が直面していた予

算の肥大化、貿易摩擦、環境問題の三つの問題を、一挙

に解決しようとした。まず１）国際価格の 2倍程度あっ

た農産物補償価格の漸次的な大幅引き下げを行い、２）

これにともなう農業者収入の減少を補うために個々の農

業者へ直接補償を行い（基礎的支払い）、さらに３）農

業環境の改善をめざす農業環境事業の拡大と強化をおこ

なった（環境支払い）。EUは農業以外の分野でもアメリ

カとの貿易摩擦を解消せざるをえなかったのであり、こ

の外患をてこ
4 4

にして、マクシャリーは農業閣僚理事会な

どの抵抗勢力の強い内患を解決しようとしたのだと言っ

図 1. EU における CAP予算の変遷

Export refund: 輸出補助金、Other market refund: マーケットに関する他の補助金、Coupled Direct Payment: 生産奨励的直接支払い、

Decoupled Direct Payment: 生産から切り離された直接支払い、Greening: グリーン支払い、 Total Rural Development: 全農村開発支出、

RD Environmental/Climate: 環境 /気候支出

https://ec.europa.eu/info/sites/default/files/food-farming-fisheries/farming/documents/cap-expenditure-graph3_en.pdf
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てよいだろう。農産物の補償価格は最初の 3カ年で穀物

について 29％、牛肉について 15％引き下げられた。WTO

交渉においては、直接補償を含め農業補助金は生産にた

いして刺激的であってはならないとされており、また生

じている過剰生産を抑制する上でも生産刺激的な政策は

とれなかった。そのことは農地の一部をセット・アサイ

ド（休耕）することを、基礎的支払いの受給要件とした

事にも表れている。耕地農業者の受給額も生産を刺激し

ないように、次のように決められた。まず当該農業者（も

しくは地域）の、作目ごとの面積あたり基準生産額を過

去のある時点の値に固定する（A）。次に、作物ごとに固

定した値（A）に、その農業者のその年の作目栽培面積（B）

をかけて、その作目による受給額を決める（A× B）。そ

れを農業者がその年に栽培した全作目について合計した

もの（Σ (A× B)）が農業者の受給額となる。畜産農業

者については当該農業者の家畜種別の飼育基準頭数にも

とづいて計算される。頭数は過去のある時点の値に固定

されているので、その後の飼育頭数の増減とは独立に補

償額が決まる。このように受給する額がその年の農業者

の生産とは無関係になるので、生産から切り離された補

償という意味で「デカップリング」と呼ばれた。ただし、

マクシャリー改革でのデカップリングは年々の作目面積

に依存しており、農業者の判断による補償金の変動が起

こりえた。単一支払いと呼ばれる、支払いが農地面積だ

けに依存する作目横断的な方式が採用されたデカップ

リングが確立するのは、「中間見直し」改革がなされた

2000 年まで待たねばならなかった。マクシャリー改革

以後も CAPによる保証価格の低下は続き、ダンピングの

ための輸出補助金をつける必要性も小さくなった（注）。

ただし生産刺激的な政策、つまりカップリングが完全に

なくなったわけではなく、部分的ながら各加盟国に残っ

ている。農業者からすると、始まってみると直接補償は

案外良いものであるとして受け入れられたという（クー

ニャとスウィンバンク 2014）。

（注）農産物価格の切り下げにともなう農業者収入の減

少を直接補償で補うのというのは、場合によっては輸出

補助金そのものになりうる。しかし、同様な制度がアメ

リカにもあったために、マクシャリーがこの案をマス

コミにリークするとアメリカはすばやい賛意を寄せた。

2017 年に大枠合意がなされた日欧経済連携協定（EPA）

では、北海道の畜産業が大きな打撃を受けることが予想

されている。交渉の過程で、EU側で大幅な輸出補助金を

実質的にかけているのだという認識が日本側にあったの

か疑問が残る。

　またこの議論とは別に、農業者への直接補償が農業者

収入に占める割合が高いことから、ヨーロッパでは農業

に対して手厚い保護がなされているとの議論がある（鈴

木と木下 2011）。しかし直接補償が高い割合を占めるの

は、農産物の補償価格の切り下げが前提となっているの

であって、これだけをもってヨーロッパの農業保護が手

厚いとは言えない。ヨーロッパでは農業に対して本当に

手厚い保護がなされているのか、それは大農に関してだ

けではないのかという批判もある（豊 2016）ので、よ

り分析的、より総合的な研究による評価に接してみたい。

4.3 導入された農業環境事業

　マクシャリー改革で始まった農業環境事業は、すで

に 1985 年より環境保全特別地域（ESA Environmentally 

Special Area）においてその原型が導入されていた。し

かし、環境保全特別地域が占める割合は、EU農地の 4％

未満にすぎなかった。マクシャリー改革は、特定の地域

に限定されていたこの事業の対象を、EU内の全農地に

拡げたのである。CAPから支出される資金援助の割合も、

環境保全特別地域で 25％であったのを、マクシャリー改

革による農業環境事業では50％に高めた。事業設計が加

盟国の裁量に大きく任されたことと、事業への参加が農

業者の自由意志であることから、環境事業を重視する加

盟国はより大きな効果をめざすと同時に、より多くの農

業者が参加する制度を、自国の農業や環境問題にあわせ

て作ろうとした。

　Hodge （2014）は、マクシャリー改革で導入された農

業環境にかんする目標を、おおよそ次の 7つを実現する

ものとした。それらは
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（１）肥料や作物保護薬剤の使用量削減

（２）放牧地での家畜頭数密度の削減

（３）環境や野生生物の保護と両立する農法

（４）絶滅危機にある地域的品種の栽培および飼育

（５）放棄された農地の維持と管理

（６）セット・アサイド（休耕）（20年以上）

（７）�農地立ち入り権（徒歩や乗馬による公衆の農地横

断権）やレクレーションとして利用可能にするた

めの農地の管理と維持

である。これらのなかには、その後に基礎的支払いの要

件として課されたクロス・コンプライアンスと重複する

ところもあり、どちらに入れるかについてその後の変化

をともないながらも、おおむね農業環境事業に取り込ま

れた。ことに、（３）の 環境や自然資源の保護と両立す

る農法や、（４）の 絶滅危機にある地域的品種の栽培お

よび飼育、（７）の 農地立ち入り権（徒歩や乗馬による

公衆の農地横断権）やレクレーションとして利用可能に

するための農地の管理と維持は、もっぱら農業環境事業

が関わる。農業環境事業に関する農業者との契約は 5年

もしくはそれ以上である。

　農業環境事業の具体的な実施の方法は加盟国に任され

たため、その中身は各々の国の農業が抱える問題によっ

て様々である。1995 年の実施割合も、草地が多く事業に

よる農作業への影響が少ないオーストリアでの 91％、農

業がきわめて集約的であり、その農法に基づいた農産物

の輸出に農業の存在そのものが依存しているオランダで

の 3.3％と加盟国間で大きな開きがあった（注）。

　価格補償から直接補償への転換は、農業補助を消費者

負担から納税者負担へ転換することを意味する。農産物

は過剰なのであり、個々の農業者に大きな税金をそのも

とで投入し保護することには、納税者を納得させる十分

な理由が必要となる。農業環境事業は、納税者の理解を

えるための手段の意味も込められていたという（石井 

2014）。

（注）オランダにおける、マクシャリー改革以降の CAP

政策の受け入れがどのようであったかは、日本における

直接支払いを考えるさいの参考になると思われるが、邦

文の紹介記事に接しなかった。

５ 農業環境事業導入までの道のり

　前節でマクシャリー改革とそれによって導入された農

業環境事業を説明した。ここでは農業環境事業が導入さ

れるまでの、CAPの外と内での歴史を述べる。

5.1 農業の近代化がおよぼした、自然環境や生物多様

性への影響

　農業の大型化や集約化がすすむことにより、農業地

帯における景観の質の低下や生物多様性の消失だけで

なく、農業を起源とする水系の汚染を広く引き起こし

た。このことが農業環境事業を生み出したもとには、

ヨーロッパにおける人々の自然観が存在している。和泉

（1989）はマクシャリー改革直前までの EUの農業政策や

農業環境政策の歴史を、イギリスの内側からの視点で詳

しく記述している。その中に「イギリス人が土・自然を

愛することは、わたしたちの想像の範囲を超えているの

ではないか、と思う」と述べた一文がある。

　ただ、ここでいう人々が愛している土や自然は、人間、

なかんずく農業によって作られた半自然であり、原生的

な自然を意味するものではない。農業が放棄された土地

に樹木が侵入するのはヨーロッパ人には自然の回復とは

みなされず、しばしば好ましくない事態の発生とみなさ

れるのである（Batáry 2015）。このような自然観をもた

らしたのは、牧畜をともなう農業がおよぼした自然への

影響がそもそも甚大であったからに他ならない。ヨー

ロッパは、人間活動の影響を 1万年以上の期間受けてき

ていて、現在では、そのなだらかな地形を反映して、自

然のままの生育地が残るのは北部ヨーロッパと山岳地域

の一部でしかない。ヨーロッパ人は、このようにして拡

がる農村景観を彼らの原風景として、美しい緑ある自然

と見なすようになった。

　人間活動が卓越する前のヨーロッパの植生について
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は、もっか議論のさなかにある。ほとんどが森林に覆わ

れていたとする伝統的な見かたに対して、Vera が開放的

な環境が広く拡がっていたとする主張を 2000 年に発表

したからである（Vera 2000）。伝統的な見方は大型哺乳

類の活動を考慮に入れておらず、それを考慮すれば開放

的な環境が拡がっていたと考えるのが自然だというわけ

である。果たして伝統的な見方のようにヨーロッパのほ

とんどが森林に覆われていたのか、それとも Vera が言

うように開放的な環境が広く拡がっていたのかについて

は、いまだ決着がついていない（Newton 2017; トゥリー 

2020）。しかし、いずれにせよ、その後の人間活動によっ

て、ヒースや低木林、草原、林間放牧地、それに粗放的

な耕地など開放的な環境がいっそう広がったことには間

違いない（Tukker 1997）。かつて生け垣や小さな林地、

池、湿地、休耕地に囲まれた小区画で、さまざまな作目

を粗放的に栽培していたときには（ラッカム 2012）、半

自然的なモザイク環境に適応した生物による、高い多

様性が保たれていたはずである（Tukker 1997, Newton 

2017）。すでに国土の多くの部分を占めていた農地景観

が人びとの自然観を作り、それは人びとが育った地域や

時代によって何が愛すべき景観なのかは違うのであるけ

れど（Newton 2017）、彼らの多くは農業こそが愛する大

地や自然を作ったと感ずるようになった。そして、この

ような景観を失うことの人びとの喪失感も、「わたした

ちの想像の範囲を超えているのではないか」と思われる

のである。

　しかし、開放地を含む半自然的なモザイク環境と近代

化前の農法に適応した生物による農地の豊かな生物多様

性は、1950 年以降の近代化によって大きな打撃を受け

た。粗放的農業から、大規模で多投入多産出の集約農業

へと農業のあり方にこれまでにない勢いで変貌したから

である（図２に 1970 年以降の鳥類の個体数変化を示す。

1960 年代の初めにあった極端に厳しい冬のため鳥の個

体数が激減し、1970 年代中ほどまで回復を続けていた。

1970 年代後半からは、どの生育地でも個体数が減少して

いるが、とくに農地の減少がはげしい）。耕畜混合農業

からの専業化と地域による分業化（イギリスでは東部で

の畑作専業化、西部での畜産専業化）や、多作物栽培か

らの単一作物栽培化がすすみ、化学肥料の投与はそれま

で耕作ができないと思われていたところでも耕作を可能

にした。そして、多くの半自然的環境が失われた。

　和泉（1989）はイギリスにおける近代農業の環境や景

観に与える影響について次の 5点を挙げている。それら

は、

図 2. イギリスにおける鳥類の、1970 年から 2014 年までの生育地別個体数

変化。農地における減少が最も激しい。Hayhow ら（2015）より。
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　（１）生垣（ヘッジ）や林の減少

　（２）排水事業による湿性環境の消失

　（３）原野の減少と草地の改良

　（４）農薬・化学肥料の散布

　（５）伝統的な農業用建造物の消失

である。以下、それぞれについて説明する。

　（１）ここでいう生垣は日本の民家周辺の生垣とは異

なるものであり、農地の境界を示すだけでなく、農地へ

の家畜の侵入を防ぐ目的で設置され、イギリスの農業

景観を特徴づける地物（landscape features）である。

1962 年時点で長さ約 100万キロメートルを数えていたそ

の生垣が、機械の大型化や農地の大規模化により 1945

年から 1970 年の間に年率約 1％（約 8000 キロメート

ル）、全体として 22.5 万キロメートルが失われた。その

後も減少が続き、1960 年から 1998 年のあいだの減少は

年間 13000 キロメートルであったという（Robinson and 

Sutherland 2002）。田園地帯に古くから点在している広

葉樹林も失われ、30～ 50％が農地に転用されたり、商

業的価値は高いが環境的価値の低い針葉樹林へ転用され

たりした（和泉 1989）。同様なことはフランスでも起き

ており、ブルターニュ地方やノルマンディ地方で生垣や

萌芽再生林（copse）、並木が 1960 年以降大きく失われ

ていった（Baldoc 1990）。

　（２）でいう排水事業により、1949 年以来イギリス

の湿原地帯の約半分が排水され、主に耕地に転換され

ている。同じ 35年間にイギリス平野部に散在するボッ

グ（ミズゴケで覆われ、樹木が生育していない酸性湿

地）の 60％が失われたという（和泉 1989）。排水事業は

ケンブリッジシャ県のフェン地方でとくに大規模で行わ

れ、この地域に大きく広がる標高が海抜未満の地域の存

在は、排水による地盤沈下が大きく関わっているものと

思われる（フェン：ボッグと同じく樹木が生育していな

い酸性湿地であるが、ミズゴケに覆われていないものを

いう）。イギリス以外でも、1960 年代から 1970 年代に排

水事業はベルギーで年 1000 ヘクタールの規模で行われ、

オランダでは同時期に湿地の 55％が失われた（Potter 

1997）。Newton （2017）は、イギリスの排水事業について、

多くの反対運動が起きたが、1件を除いて排水をしよう

とする側の勝利に終わったと述べている。

　20世紀におけるイギリス農業のもう一つの大きな変

化は、（３）でいう原野が低地から失われたことである。

原野はほとんどが半自然的な粗放放牧地であり、耕起さ

れることがなかったか、もしくは長いことなかったとい

う意味で永年草地 （old grassland） とも呼ばれる。そ

の消失のピークは第二次世界大戦中と 1970 年からの 20

年間の２回である。永年草地であった土地は、必要で

あれば排水し、すき起こした後にならし、一部は生産

性の高い牧草種が播種され、一部は耕地に転換された。

1970 年代からはそこに大量の肥料が与えられた（Newton 

2017）。第二次大戦中の食糧増産に迫られた永久草地の

耕地化の具体例については、自らの土地についてトゥ

リー（2018）が残念さをこめて紹介している。1949 年以

来の原野の変化について、イギリス自然保護協会によれ

ば、平野部にある 95％のハーブ植物の多い草地、平野

部のチョーク地にある 80％の放牧地 ､平野部にある 50-

60％のヒース原野 ､国立公園にある 10％のムーア地が、

耕地などに転換されたという（和泉 1989）。

　（４）でいう化学肥料や殺虫剤・殺草剤の使用は、

1960 年代から急激に増えた。たとえばフランスでは殺

生物剤が 1971 年の 2.5 万トンから 1992 年の 10 万トン

に増え（Potter 1997）、イギリスでは 1980 年までの半

世紀に、肥料としての窒素が 20倍に、リンが 2.5倍に、

カリウムが 6倍に増えた（Newton 2017）。

　農薬や肥料の使用の増大は、平野部の河川の窒素濃度

を上げるなど、環境に対して負の効果をもたらしている

だけでなく、農法を変化させることを通じて景観や生物

多様性へも悪い影響を与えている。以前は生垣や立木を

要する混合農業を行っていた地域が、農薬や化学肥料の

利用により単一経営に移行できるようになり、とくに畑

作に専業化したイングランドの東部などで家畜がいな

くなったため、不要となった生垣の除去がすすんでい

る（和泉 1989）。生垣の減少は当然ながら鳥類の減少を

もたらした（５.５節注）。かつての混合農業であれば、

鳥類は 1年のうちどこかで餌をとることが可能であった
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が、専業化により餌が不足する季節があらわれるように

なった（Newton 2017）。近代化農業以前、つまり有機肥

料が与えられ、殺虫剤や枯草剤がなかった時代には、農

地の土壌に餌となる無脊椎動物も豊富であった（Newton 

2017）。当時は作物を春まきすることが普通で、生育初

期には畑が作物に密に覆われていないため、ヒバリなど

の営巣も可能であった。つまり餌場としても、営巣場所

としても耕地そのものが鳥類にとって重要な生育環境

だったのである（Newton 2017）。作物を栽培している農

地内そのものが鳥類とっての重要な生育環境であったの

は、改良される以前の草地でも同じである。

　（５）でいう農業用建造物についても、自然素材によっ

て作られた伝統的な建造物は野生生物、たとえばツバメ

やイエスズメ、メンフクロウなどによって営巣場所など

として利用されてきたが、近代的な農業用建築物は彼ら

にとってほとんど無価値となった（Newton 2017）。景観

的にも、近代化された農業用建築物は、従来の施設と比

べて規模が大きく、材料も石や材木ではなく、アスベス

トやコンクリートでできていて、それを損ねている（和

泉 1989）。

　厳しいことを言うならば、水や空気の汚染、生物多様

性や美しい景観の喪失といった集約農業の負の部分を、

農業が自分自身によって内部で解決するのではなく、社

会全体に解決のためのコストを負わせているといえる

（Newton 2017）。

　1950 年以降の集約化による、このような環境や生物

多様性、景観の悪化はしだいに顕在化し、人々の注目を

集めるようになった。かつて農業者は「美しい国土を

守る庭師」とみなされていて、1942 年に発表されたイ

ギリス政府の報告書（スコット・レポート）では、「農

業は田園を伝統的な姿に維持する上で最も安価でまさ

に唯一の方法である」とされた（Ministry of Works 

and Planning 1942）。ところが、1978 年に発表された

同様なイギリス政府報告書であるストラッド・レポート

（Advisory Council for Agriculture and Horticulture 

in England and Wales, 1978）では、「農業は景観と自

然保護に悪影響を及ぼしていることは明らかであり、農

業はもはや田園地域の最高のデザイナーとも『庭師』と

も思われない」と述べられるほどになった（和泉 1989）

（いずれも民間の報告書ではないことに注意）。イギリス

におけるストラッド・レポートのような厳しい見方は大

陸にも拡がっていたのであるが、それが EUにおける農

業政策に反映されるまでには様々な経過と時間が必要

であった。以下では、環境や生物多様性をまもる政策

が CAPにどのような過程で取り込まれていったか、その

萌芽からマクシャリー改革に至るまでを概観する。農業

環境事業が 1992 年の時点で導入されたことについては、

リオデジャネイロ会議をめぐる世界の動きや EUの環境

政策の動向だけはなく、当時の EU農業が直面していた

問題と切り離しては理解できない。

5.2 欧州共同体の歴史と CAP の設立

　本論に入る前に、少し長くなるが用語の解説をしてお

く。EUにおいて政策に関わるのは欧州理事会（European 

Commission）、欧州委員会（European Committee）、欧州

議会（European Parliament）の３つである。欧州理事

会は、加盟国の閣僚級の代表がメンバーであり、委員会

が提出した案件を審議し議決する決定機関である。農業

に関することは、加盟国の農業大臣からなる農業閣僚理

事会が担当し、このため出身国や農業サイドの意向が優

先される傾向を持つ。理事会は、欧州委員会に法案の作

成を要請することができる。かたや欧州委員会は法案の

提出と政策の実行をになう。加盟国あたり一人が選ばれ

る欧州委員は、それぞれ担当分野を持ち、出身国とは離

れて EUの目的を実現するために働くことが求められる。

委員会は政策の実行のために多くの職員を擁する。欧州

理事会が政治家の世界で加盟国の利害が反映するものと

すれば、こちらは官僚の世界である。ただし、欧州委

員会は政治家に隷属してはおらず、その意志を通すこと

にかんして相当に粘り強い。残る一つである欧州議会は

1979 年になって初めて設けられ、市民から直接選ばれた

議員から構成される。設立当初は単なる諮問機関であっ

たが、2009 年のリスボン条約により理事会との共同決定

をする権限をえた。欧州委員会をはさんで、閣僚理事会
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が保守的で、欧州議会が革新的である傾向を持つ。

　次に加盟国に対する EUの政策の伝わり方について述

べる。EU における政策には規則（regulation）と指令

（directive）がある。この二つは、加盟国への伝わり方

の違いを表していて、規則は加盟国がそのまま遵守しな

くてはならず、指令は加盟国が国の事情や方針によって、

EUが定めた目標を達成するための方法を選べる。ただ

し規則の中には加盟国の裁量を許す条項を持つものもあ

る。それでは、以下に欧州共同体の歴史と CAPの設立に

かんして述べることにする。

　1957 年、基本条約となるローマ条約を結び、フラン

ス、西ドイツ、イタリア、ベルギー、オランダ、ルクセ

ンブルグの 6カ国（EU6）でもって EEC（欧州経済共同

体）が発足した。ヨーロッパ統合の一つの形である EEC

は、第二次世界大戦を経験し、２度と域内での戦争を起

こしたくないという動機によって結成された。さらに戦

争により受けた甚大な被害からの復興とソ連が主導す

る共産主義東欧世界にたいする共同防衛をはかる意味

もあった（注１）。EEC は「関税同盟、共同市場、共通

通商政策、共通農業政策（CAP）、競争法など、経済分野

全般にわたる協力の促進を目指した組織である」（井上 

2020）。しかし、域内における完全な関税の撤廃と域外

に対する共通関税がすぐ実現したわけではなく、完成を

みたのは1968年になってからである。一方でCAP（Common 

Agriculture Policy 共通農業政策）はローマ条約 39～

42条に根拠が与えられている、EEC開始時点からの存在

であった。1967 年、EEC（欧州経済共同体）と欧州石炭

鉄鋼共同体、欧州原子力共同体が併合し、EC（欧州共同

体）が発足した。現在の呼称は EU（欧州連合）である。

共同体の名称に関して、本稿では、中西（2020）にしたがっ

て1967年までをEEC、1967年のEC発足からマーストリッ

ヒ条約が発行する 1993 年までを EC、発行以降を EUとす

る。また、EEC、EC、EU を総称して EU、共同体、欧州連

合などと呼ぶ。 EEC や ECはあくまで経済の統合に関す

る共同体なのであって、ローマ条約には環境への言及は

なく、当時、社会的にも環境はいまだ視野の外であった。

　1973 年になるとそれまでの加盟 6ヶ国に、イギリス、

アイルランド、デンマークが加わった（EU9）。イギリスは、

加入にあたって過疎化の進行する条件不利地域における

政策の導入を強く求めた。これに CAPが応えたのが条件

不利地域にかんする政策であり、そこには過疎地政策だ

けではなく、農業環境事業の萌芽も含んでいた（詳しく

は５.４節参照のこと）。

　1981年にはさらにギリシャが、1986年にはポルトガル、

スペインが加盟した（EU12）。一人あたりGDPが小さく（一

番豊かであったルクセンブルグと一番貧しいポルトガル

との間では 4.2 倍の開き）、農民が多いこれらの国の加

盟により、地域間格差を是正する必要に迫られた（井上 

2020）。加盟国間の格差の拡大により、EEC 発足当時の、

加盟国の違いを乗り越えて統一した政策をめざすという

理想を持ち続けることが、この時以降簡単とはいえない

状況になってきた。

　1986 年、あらたな基本条約となる単一欧州議定書

（Single European Act 以下単に単一議定書）が調印さ

れ、加盟国の批准を経て翌年発行し、非関税障壁が取り

払われた。すでに 1968 年には域内関税の撤去はなされ

ていたものの、関税によらない障壁が残り、ヨーロッパ

市場の統合は不完全であった。単一議定書でそれが取り

払われたことにより人・物・サービス・資本の移動の自

由が達成され、雇用や域内貿易を目に見えて押し上げ

た。アメリカや日本の企業はヨーロッパ市場からの締め

出しを恐れ、これを期にこぞって EC市場内への投資を

進めた（井上 2020）。単一議定書は、これだけでなく、

構造基金を設けてギリシャ、スペイン、ポルトガルの加

盟により生じた地域間格差をも解消しようとした（井上 

2020）。構造基金の捻出は、肥大する CAP 予算を削減す

る強い圧力となった。さらに、ローマ条約にはなかった

環境が、単一議定書によって初めて共同体の憲法ともい

える基本条約に加わった。

　1992 年、単一議定書から 6年後、通貨統合をめざすマー

ストリッヒ条約が調印され、翌年の 1993 年に批准され、

EUが発足した。これによりイギリスを除く域内通貨が

ユーロに統一された。マーストリッヒ条約は基本条約の

改定である。単一議定書で始まった構造基金は、EUにお
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ける最大の予算規模であった CAPと肩を並べるまで増や

され、さらなる CAP予算の引き下げ圧力となった。マー

ストリッヒ条約では、加えて環境政策が基本条約に取り

込まれ、EUがなすべき目的にまで引き上げられた。そし

て持続可能な成長、世界的な問題に対処することが法的

に定められたのである（注２）。

（注１）東欧共産主義について感想を付録 11.４「その他」

に書いた。

（注２） その後の EUの拡大。1995 年：オーストリア、フィ

ンランド、スェーデン（EU15）。2004年：キプロス、チェコ、，

エストニア，ハンガリー，ラトビア，リトアニア，マルタ，

ポーランド，スロバキア，スロベニア（EU25）。2007 年：

ブルガリア，ルーマニア（EU27）。2013 年：クロアチア

（EU28）。その後の縮小。2020 年：イギリスの離脱（EU27）。

5.3 マクシャリー改革までの、欧州における環境問題

への取り組み

　すでに述べたように 1957 年の共同体の出発当時、環

境は視野の外であった。それが 1970 年代になると、社

会的関心が環境や野生生物保護にも向けられるようにな

るのに伴って関連する国際会議がもたれ、それにもとづ

く宣言がやつぎばやに出されるようになった。イギリス

のストラッド・レポートにもあったように、農業に関し

ても早い時期から環境や景観を悪化させていることが問

題とされた。問題は、はじめ農業分野の外から声があが

り、ゆっくりと、そしてあるときから急速に CAPの中へ

取り込まれて行った。

　これらの変化について、初めに環境にかんする法規的

なことを述べ、次に環境にかんする行動について述べる

こととする。まず法規的なことである。先に述べたよう

に単一欧州議定書の制定（1986 年）により、ローマ条約

にはなかった環境が EUの憲法とでも言うべき共同体の

基本条約に加わった。このことは、その後の CAPにおけ

る農業環境政策の進展を考える上で重要である。議定書

の制定までは、EUにおける環境関連の規則、指令といっ

た法令は、ローマ条約に既存する条項のやや強引な拡張

解釈に根拠を置いていたのだが、その必要がなくなり、

環境がみずからの根拠を持つこととなったからである。

議定書では環境に関連して、

　（１） �環境の保全、保護、改善と人の健康への貢献をな

し、自然資源の分別ある合理的な利用をめざす、

　（２） 未然防止、汚染者負担を原則とする、

　（３） �環境保護の要請は、ECが立てるすべての政策の

構成要素となるべきである、

ことを言明した。とくに（３）は環境統合原則と言われ、

政策横断的な EU環境法の基本となる原則である。

　中西（2021）は、単一議定書におけるこのような環境

の条項は、現在の EU環境法の枠組みを作ったという意

味で、EUの環境法の体系にとって最も重要な変化をもた

らしたと評価している。1970年代になると農業による環

境汚染や生物多様性の破壊に対する問題が取り上げられ

たが、環境が共同体の基本条約であるローマ条約に依拠

しておらず、いっぽう CAPはその設立からしてローマ条

約に依拠していることから、そこには法規的な軽重がお

のずから存在し、単一議定書以前であれば CAP外から言

われる環境問題を CAPは意に介さないことも可能であっ

た。しかし、1986 年の単一議定書の発行以降は、CAPは

環境のことをもはや考慮しないわけにはいかなくなった

のである（フェネル 1997）。

　欧州の環境問題に、欧州議会は先触れとなる役割を果

たしてきた。単一議定書まで議会は諮問的な立場にすぎ

なかったのだが、議定書はその役割を強化して、規則や

指令と言った議案の採択に理事会だけでなく議会の同意

を必要とするように改めた（注１）。CAPは、議定書に環

境条項が加わったことによってだけでなく、環境の問題

をしばしば取りあげて質問する議会からも圧力を受ける

ようになった。

　前節５.２ですでに述べたように 1993 年にマースト

リッヒ条約が批准され、これにより環境が EUの目的と

なり、持続可能な成長に対処することが法的に認識され

た（その後「生長」ではなく「発展」を目指すことこそ

が本質であるとして、持続的な成長は持続的な発展に変
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更され、EUの環境政策の根本概念となった）。環境統合

原則は、「環境保護の要請は、他の共同体政策の策定お

よび実施にあたって統合されなければならない」と改め

られた（中西 2021）（注２）。ここに環境が EUの全ての

政策で考慮されるべき事項となったのである。

　次に環境にかんする行動について述べる。欧州全体の、

そのときどきの環境問題への取り組みの指針は、環境行

動プログラムに示されてきた。その嚆矢となる第 1次環

境行動プログラムが理事会により採択されたのが 1973

年である。1972年にストックホルムで国連人間環境会議

が開かれ、これを受け、EC加盟国首脳が環境についての

行動プログラムを準備するよう欧州委員会に要請したこ

とによる（井上 2020）。

　第 1次環境行動プログラムでは、近代農業が環境に与

える影響を立証する研究の必要性が言明された。立証す

べき近代農業の問題点としてあげられたのは、単一作物

栽培、肥料の大量投入、殺虫剤や枯草剤の過剰使用、集

約的な家畜生産、これらの結果としての水系の汚染であ

る。さらに加えて、湿地の排水による農地化、水の流れ

の改変、生け垣の除去の影響についても問題点としてあ

げられた。1980 年代中盤に入って CAP自身が認めざるを

えなくなり、マクシャリー改革以降その改善に取り組ん

だ問題点のほとんどが、早くもこの時点で欧州委員会の

環境局からなされていたのである（注３）。ただし、そ

のことを論議するための確実なデータは研究の必要性を

うたっていることから見て不十分であったようである。

第 1次環境行動プログラムは、外部の農業を見る目が厳

しくなってきていることや、農業における環境問題の議

論に外部が加わってきていること、そして何が農業の近

代化の問題点がなのかが、明確に認識されていたことを

示している。ただ、このときは CAPに対して問題点を投

げるかけるものではなく、環境問題全般の問題として、

あたかも問題の発生源である CAPは存在しないかのよう

に提出された（フェネル 1997）。

　1977 年には、第 2次環境行動プログラムが採択された。

農業や林業があたえる環境影響について、よりよく理解

し、客観的なデータを集めるという前回の方針が強化さ

れた。また、土地利用対策にたいする言及があった。環

境行動プログラムはその後、第3次（1982年）、第4次（1987

年）、第 5次（1992 年）、第 6次（2002 年）、第 7次（2013 年）

と採択されていて、EUにおける環境に対する取り組みの

重要な指針となっている。1982 年の第 3次においては、

環境を経済活動計画に統合すること、農業において環境

を重視することが述べられた。1987年の第 4次では 3次

での言明がより具体化され、さらに単一議定書で環境を

EUの全ての政策に統合するという統合原則が加わった

ことを受けて、農業を含む産業政策に環境保護を取り入

れることが要請された。その後、1992 年の第 5次では持

続性が、2002 年の第 6次では気候変動が、2013 年の第 7

次では国際的な場面でのイニシャティブが加わった。

　1970 年以降の環境にかんするできごとを生物多様性

に絞ると、1975 年にバルセロナ会議で、汚染からの地

中海の保護について政策が策定され、保護地が指定され

た（地中海諸国と ECが署名）。1979 年には EUにおける

最初の自然保護法である鳥類指令（Bird Directive）が

発布され、渡り鳥の狩猟の制限と保護すべき 180 種を

リストアップし、EEC 域内において保護地を指定して

鳥類を中心とした生物の保護をすることを決めた（八

巻 2005）。このさい保護地内にある農地は始め除いて指

定されたが、後に含むように改められた。現在、EUに

は Natura 2000 の名のもとで域内面積の 18％以上、海

面の 8％以上という広大な面積の保護地が指定されてい

るが（八巻 2005；亘理 2006）、鳥類指令はそのもとと

なった。鳥類指令の保護地と同様に、Natura 2000 の指

定地にも農地が含まれている。鳥類保護指令が出され

たと同じ年の 1979 年にベルン会議（Berne Convention, 

Convention on the Conservation of European Wildlife 

and Natural Habitats）がもたれ、その決定はヨーロッ

パにおける全野生生物と自然生育地の保護を、EU（当時

は EEC）を含む全署名国に求めた。1982 年に環境に関す

る規則の提案 （Proposal for a Council Regulation in 

action by the Community relating to the Environment

（COM 82/849)）(Commission of the Europian 

Communities 1983）がなされ、環境に配慮すべき特定の
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土地ではその環境の保護に予算を配分するとされた。特

定の環境に配慮すべき土地とは、上で述べたバルセロ

ナ条約（1975）での地中海汚染防止関係の土地と鳥類指

令（1979）での保護指定地、ベルン条約（1979）で指定

された野生生物保護地、翌年の EU以外の国を含む国際

条約であるボン条約（Convention on the Conservation 

of Migratory Species of Wild Animals、もしくは単に

Bonn Convention）（1983 年）で指定された移動性野生動

物の生息地である。提案では、保護地での生産活動を制

限する際の補償費を支出可能とした。農業環境事業にお

ける環境支払いの原型の１つがすでに 1983 年に現れて

いたことになる。

　このように自然保護の機運が高まり、農業による生物

多様性の喪失が問題にされるようになるなかで、農業サ

イドには、別の方向からのっぴきならないとも言える大

きな問題が突きつけられた。すでにこれまでも触れてき

た地下水の硝酸態窒素汚染である。降水量が少ないヨー

ロッパでは、農地に与えた肥料の成分が流亡して水系

に入ると、そこに長く留まる。このため農地にたいす

る多用施肥は、EUの上限値である硝酸塩濃度 50mg/l を

上まわる地下水汚染を多くの地域でもたらした（注４）。

この対策として、まさにマクシャリー改革が議論され

ている 1991 年に「農業を起因とする硝酸塩汚染に対す

る水質保全に関する理事会指令」（硝酸塩指令 Nitrate 

Directive）が採択された。案の段階では農業は汚染源

の一つとして挙げられていただけであったのが、案が採

用されたときには、指令のタイトルにあるとおり、その

主因は農業であると名指しされた。化学肥料や家畜の糞

尿が問題とされたのである。それまで及び腰であった農

業分野外から、断乎とした法的な規制が農業分野にかけ

られたことになる。汚染は深刻で地下水にまで及んでい

るので、たとえ発生源で完全に止めても簡単に元に戻る

ことができないやっかいな問題である。施与する化学肥

料や面積あたりの家畜頭数の制限、農家にとっては糞尿

の一時的な貯留施設の設置が必要になる、糞尿の畑還元

の冬期禁止など規制の程度が厳しく、加盟国はすぐには

対応できなかった。その対応の遅れに対して、欧州司法

裁判所より硝酸塩指令違反の判決と、判決に従わないと

きは罰金の支払い（イギリスでは毎年 90億円強）が命

じられ、ようやく加盟国は指令にしたがった対策をとる

こととなった。硝酸塩汚染は、農業者に対して罰則とし

て汚染者負担が求められる事案であり、このことが農業

に対する、逃げることができない粗放化を求める要請と

なった。翌年のマクシャリー改革で環境の改善が取り入

れられた１つの大きな要因であり、後に農業者が直接補

償を受ける際の受給条件となるクロス・コンプライアン

スにおいて、施肥量削減や冬期における厩肥散布の禁止

などの項目があるのはこのためである。クロス・コンプ

ライアンスをこえた環境対策を行う農業環境事業におい

ても、さまざまな粗放化の項目があるのも当然といえる。

じっさい EU加盟国の窒素施用量は、約 20年後の 2008-

2010年になると1990-1992年と比べて10-30％減少した。

この間、日本や韓国はほとんど変化していない（西尾 

2014）。

（注１）さらに議定書は、外交交渉を行い調印する資格

を EUに与えた。それまでは EU全体に関わる外交文書で

も加盟国が個別に調印しなくてはならなかった。後に国

際的な環境会議で EUが中心的な役割を果たすことにな

るが、その基盤がこのとき出来たのである。

（注２）「環境を経済活動に統合する」という全般にわた

る最上位の方針を、日本がお題目ではなく実質をとも

なって持つことは簡単ではないのではないか。環境に対

する意識だけでなく、強い縦割り意識（セクショナリズ

ム）が障害になると思われるからである。

（注３）指摘された問題点が、このとき生物多様性の減

少とどのように結び付いて議論されたかについては分か

らなかった。

（注４）EUよりも施肥量が多い日本でも、畑作地帯を中

心として硝酸塩窒素による地下水汚染が進行している

（日本総研 1997、北海道環境保全局循環型社会推進課水
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環境係 2021）。十勝管内も例外ではない（十勝毎日新聞 

2020 年 12月 27日）。

5.4 CAP の内部における環境問題

　前節では、環境にかんして、CAPの外側から与えられた、

CAP にたいする圧力について述べた。ここでは CAP の内

側から見た環境にかんする取り組みの歴史を概観する。

　CAP は 1962 年の成立以降、その歴史は改革の連続で

あった。 その始めの改革案が、1969 年から 72年に検討

されたマンスホルト計画である。計画では生産性の高い

農業者が残り、そうでない農業者は退場すべきだとする、

農業の近代化を目指したものであった。ただ、急進的で

あったためにほとんど骨抜き状態で農業閣僚理事会によ

り採択された（フェネル 1997）。しかし骨抜きになった

はずが、実際の政策では CAPの予算の多くは大規模で生

産性の高い農業者を優遇するものであったし（フェネル 

1997）、 豊（2016）は最近においても本質的には変わっ

てはいないとしている（注１）。

　マンスホルト計画を生物保全計画の視点から評価した

Robson（1997）は、マンスホルト計画では、農地は近代

農業で営農されるべきで、そこでは環境保護を考える必

要はなく、環境保護は農地から外れたところで考えれば

それで良いとするものであった、とした。すなわち営農

をする土地と環境保全をする土地の分離であり、農業は

動植物相の保全とは両立しないのだとする考えである。

Robson は、CAP の歴史を、この後、農業と環境とは分離

ではなく互いに絡み合った関係にあり、マンスホルト計

画的な考えとは違ったタイプの政策が必要だと認識され

ていく過程であったと評価した。EUにおいては広大な農

地が領域を占め、手つかずの自然が限られている以上、

農地における生物多様性の保護に向かうのは、自然保

護の観点からは当然の成り行きであると言える（注２）。

しかし、1973 年には最初の環境行動プログラムが始まり、

農業による環境破壊が指摘される状況にあったにもかか

わらず、1970 年当時の農業部門の内側では、そのことは

考慮の外にあった。

　その考慮の外にあった農業環境政策が、この後、どの

ように CAPに取り入れられていくか、次に見ていくこと

とする。そのきざしとなる（後に環境政策を含むことに

なる）社会政策の導入は、1972 年まで待たねばならな

かった。CAP には現在二つの政策分野があり、一つが価

格介入や域外貿易介入などの市場政策であり、もう一つ

が農業経営や農業者の生活、農村の維持・発展にかん

する社会政策である構造政策である。それぞれが現在

の第１の柱、第２の柱と対応すると言ってよい。CAP に

は市場政策はあったが社会政策、つまり構造政策は貧弱

であった。そこに 1972 年になって初めての構造政策と

なる指令 72/159 号（Council of European Communities 

1972a）、72/160 号（Council of European Communities 

1972b）、72/161 号（Council of European Communities 

1972c）が採択された。これより以降、CAPは市場政策と

構造政策の二つの分野を持つことになる。指令 72/159

号のタイトルは「農業の近代化」であり、農業投資を促

進するためのものであった。159 号があげる受給対象の

農業者は、投資の終了時に所得が周囲の農業外産業の所

得水準に達していなくてはならず、その力を持つ限られ

た農業者のみが対象であった。161 号はタイトルが「離

農を推奨し、その農地を構造改善のために再配分する施

策」であり、農業者と家族に対する教育と訓練に関する

ものであった。全体として、この時の構造政策は、まさ

にマンスホルト計画がめざす方向に沿っていたことが分

かる（和泉 1989）。

　環境にかんする、CAP における最初の公式な議論は、

マンスホルト計画的な構造政策が出された次の年の

1973 年に、EC委員会事務局によって提出されたレポー

ト「共通農業政策の改善（Improvement of the Common 

Agricultural Policy）」（Commission of the European 

Communities 1973）においてであった。この年は、すで

に述べたように第１回環境行動計画が採択された年でも

ある。レポートは、CAP にかんしてさまざまな課題を議

論したが、その中で、「これまでの共通農業政策は、環

境保護という方面に対しあまり貢献してこなかった。現

代社会ではこの方面への関心が強いので、共通農業政策

はこれに対する貢献の度合いを高めるようにすべきであ
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る。」と提案している（和泉 1989）。具体的には

　（１）�CAP の今後は、非農業分野の政策と連携させ、農

業セクターだけで考えてはいけない　

　（２）�営農にかんする条件不利地域の指定とそこへの

支援

　（３）林業支援

　（４）環境を汚染しない営農

　（５）特定の動物、特に渡り鳥を保護する規則の採用

が記述されている（Robson 1997）。ここにおいて、農業

の内側から、環境や生物多様性のことが初めて問題にさ

れたのである。

　レポートに条件不利地域の指定と支援が述べられてい

るのは、すでに 5.2節で述べたように、1973 年の加盟時

にイギリスが条件不利地域の指定と支援を政策として取

り入れることを強く求めた事と関連する。この背景には、

すでにイギリス国内では条件不利地域を支援する農業制

度があり、加盟後、イギリスが ECから拠出金の還元が

えられそうなのはこれの他になかったためである。

　イギリスの条件不利地域にかんする要求は、1975 年

に指令 75/268 (Council of the European Communities 

1975a) として実現した。指令 75/268 は、条件不利地域

の指定と支援をする政策であり、初めての CAP におけ

る地域政策である。条件不利地域政策が必要なことは、

CAP の価格政策が農産物ごとに域内均一であり、農地規

模や地域性への考慮がないことにそもそもの原因があ

る。均一価格は、生産性が高く効率の良い農業者に有利

に働くからである。イギリスだけではなく、それぞれの

加盟国は、標高が高かったり土壌の生産性が低かったり

して、均一な価格政策だけでは営農の継続が困難な地域

を国内に広く抱えていた。指令 75/268 は、生産の低い

このような地域における、営農の継続による過疎化の防

止を目標とした政策であり、日本の中山間地政策と通ず

るものである。ところが、営農の継続による過疎化の防

止を目標としているにもかかわらず、補助金の受給には、

受給後の農業者の収入があるレベル以上になる必要があ

るとされ、あいかわらず収入の低い農業者は排除されて

いた。ここでもマンスホルト計画そのものではないかと

思わせる姿勢がみてとれる。

　この指令 75/268 が示した環境にかんする配慮は高い

とは言えない。指令 75/268 は条件不利地域を 3つに区

分していて、第１が農業地域の保全、とくに土壌浸食の

防止、ないしレジャーの需要を満たすために不可欠な農

業が行われている地域 ; 第２が過疎の危険性があり、ま

た農業地域の保全が不可欠な地域 ; 第３が特殊な劣悪

条件による影響を受けており、かつ農業地域の保全およ

び地域の観光資源の保護、あるいは海岸線の保全のため

に農業の継続が不可欠な小地域である。指令には、この

ように農業地域の保全という言葉がたびたび出てくるの

は、それは共通農業政策が環境保護への貢献を高めるべ

きだとする、先の EC事務局のレポートを取り込んでい

るのである。

　しかし、実際には 1975 年のこの指令のなかには環境

保全に関する具体的な政策はなんら含まれていなかっ

た。農業地域の保全は、この地で農業を継続することが

できれば、結果として当然得られるとしていたのであ

る（和泉 1989）。フェネル （1997）も、指令 75/268 で

は、環境的な側面は著しく副次的なものに過ぎなかった

とした。そうであっても、オランダではこの指令を使っ

て美しい景観を維持する国内政策をとっており、フラン

スと西ドイツは伝統的な農法を守るためにこの指令を用

いた。いっぽうイギリスは、環境面への適用をかたくな

に拒否した。指令は、支払いを家畜の頭数に応じておこ

なう生産刺激的な直接支払いであったので、これに忠実

なイギリスでは、家畜密度が増え、過放牧による土壌

の浸食や野生動植物の衰退を招いた（和泉 1989）。これ

には強い批判が国内におき、英国鳥類保護協会（RSPB）

は、イギリス政府がその農業生産刺激的な政策を改める

ように、指令の表現を変えるべきだと主張した（和泉 

1989）。 Newton (2017）は丘陵地における過放牧が多く

の鳥類の減少を招いた理由として、次の 6つを挙げてい

る；

　（１）�一様な、丈の短い芝生のような草地を作り出した。

多くの鳥にとっては不適である。

　（２）�ヘザー（ヒース植物）や矮性の低木を減らし、
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イネ科植物やワラビにおきかえた。多くの鳥は

イネ科植物やワラビが作る密生した植生を避け

る。

　（３）�ライチョウ類や野生の草食動物が餌とする新鮮

な植生が少なくなった。

　（４）�餌となる無脊椎動物が減少した。原因は植生の

構造と植物組成の単純化である。

　（５）�捕食される鳥の数が増加した。原因は卵やヒナ

を捕食者から隠す植生構造の喪失である。

　（６）�寄生病にかかる鳥が増加した。原因は、家畜と

の接触機会の増加である。

あわせて、これは過放牧とは直接関係しないが、鳥類の

減少を招いた理由として Newton は

　（７）土地の排水

をあげている。ムーア湿地となっている地下水涵養型湿

地の喪失によって、餌となる無脊椎動物のいっそうの減

少をもたらすからである。

　条件不利地域政策の始まりは、このように環境の保全

の観点からは疑問が残るものであった。とはいえ、マク

シャリー改革で導入された農業環境事業の原形は、後

の 1985 年に、初めての条件不利地域政策である指令

75/275（Council of the European Communities 1975b）

を改定するなかで現れたのであり、したがって条件不利

地域は農業環境政策の揺籃の地と言えるのである。

　CAP が環境に対してこのように明確な態度を示さない

中で、CAPの外では 1977 年に第 2次環境行動プログラム

が採択され、1979 年に鳥類指令が採択されるなど、環境

や生物多様性を守ろうとする動きははっきりとした姿を

表してきた。1981 年、欧州議会は「農業の景観を維持す

ることによって、生物学的環境を保護し改善しなければ

ならない」と述べ、「地域政策、社会政策および生態学

的な理由により必要であるのに、市場価格の中には組み

込まれないサービスに対して ､農業者への直接支払いを

行うべきである」という、のちの農業環境制度が基づく

ことになる「哲学」を述べ、欧州委員会にせまった（フェ

ネル 1997）。しかし、CAP における環境への対応は、前

むきであったり後ろむきであったりと揺れていた。1981

年に欧州議員が、アイルランド西部の農地排水事業支援

のために EC資金が使用されることについて質問を行っ

たところ、欧州委員会の答えは、農業における排水の利

点について、排水された土地では機械の使用が可能と

なって冬期に餌とする飼料作物の栽培が可能となり、家

畜の健康状態を改善するので農業者の所得を増加させ

るというものであった（フェネル 1997）。つまり、当時

CAP はいまだに大規模な農地排水に補助金を提供してい

て、そのことに弁明せざるをえない立場にあったのであ

る。

　一方、このような答弁をしたものの、欧州委員会は

環境を政策に取り入れる用意ができていた（フェネル 

1997）。1982 年には構造指令 72/159 の期限が切れるこ

とから、欧州委員会事務局は、次期の構造政策では当面

する焦眉の問題である農産物の過剰に対応するだけでな

く、農業が環境や生物多様性の悪化をひきおこしている

ことへの批判の高まりにも対処しようとした（欧州議会

においても質問が激増していた）。事務局のその努力は、

1985 年に採択された構造規則 85/797 となって実現した。

新規則には広い範囲の政策が込められていて、そのなか

に条件不利地域指令 75/275 の改訂も包まれていた。

　新構造政策の最大の特徴は、旧構造指令と異なり、農

業投資補助が農業者の所得にかかわらず受けられること

になったことである。ここにきてようやくマンスホルト

計画的な考え方、つまり農地を経営体質の弱い農業者か

ら強い農業者に集めようとする発想をほとんど葬ったこ

とになる（和泉 1989）。また、農産物の過剰を反映して、

増産効果のない生産性向上を目指している点でも、いっ

そうの集約化をもたらした旧構造指令の轍は踏んでいな

い。

　この規則 85/797 では、環境にかんしても新たな政策

が盛り込まれた。環境への取り組みがこれまで条件不利

地域を主に対象としていたのに対し、地域に関係なく環

境保護目的の農業や農業投資について支援を行えるよう

になった。もともと条件不利地域には、指令 75/268 で

設けた 3番目の地域区分として環境保護ともっとも関連

する「その他の小区域」が存在した。新規則では、「生
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態学的および景観の観点から重要と認識される」環境

価値の高い地域として、「その他の小区域」内に環境保

全特別地域（ESA）の指定を可能とする条項が加わった。

その面積は加盟国の国土の 4％未満でなくてはならない

という条件付きではあったが、環境保全特別地域では、

粗放な農業を（ECの資金ではなく）加盟国みずからの資

金で国内処置として支援するとされた（和泉 1989; フェ

ネル 1997）。のちに全 EUで適用されるようになる環境

保全事業の萌芽である。この政策によって、西ドイツで

は、野鳥がヒナを育てる春の間牧草地の使用を控えた農

業者を財政援助し、デンマークでは、植生の保護のため

に排水事業を禁止された農業者を財政援助した（和泉 

1989）。

　規則 85/797 は、環境にかんする事項を全体の一部と

して持っていたにすぎない。しかしフェネル（1997）は、

これが農業環境政策における重要な転換点となったと

評価している。そのことは、規則 85/797 がこのあと矢

継ぎ早に改正されたことでも分かる。はやくも 1987 年、

規則 87/1760 が提案された。新たな規則では、環境の保

全が ECの法律としてはじめて独立した目的として扱わ

れたことが注目に値する。さらに、これまで加盟国が全

てまかなっていた環境保全特別地域政策の費用の 25％

を、CAP が負担することとなった。支払いは、少なくと

も 5年間続ける環境にとって望ましい活動に対して、1

ヘクタールあたりの単価で支払われる。つまり、後のマ

クシャリー改革における環境支払いと同じ形、すなわち、

農業者による 5年間の継続を条件とした、面積あたりの

支払いがこの時点で現れたのである。

　1988 年には、環境保全地域にかぎらずどこであっても

セット・アサイド（休耕地）をおこなった農業者への補

助金支給が加わった。農地の少なくとも20％を農業者の

自主判断で 5年間以上セット・アサイドとし、そこを放

置するのではなく農業が再開できるよう資源を保つよう

にしなくてはならない（規則 88/1094）（Robson 1997）。

このため、農業が再開できるよう、刈り払いなどの管理

がなされることになった。セット・アサイドは、生産抑

制的な政策をとっているにもかかわらず依然としてやま

ない過剰生産の抑制対策として導入されたものである

が、鳥類をも利することが示されている（7.1節注）。

　その後、この規則 88/1094 にも問題が指摘されるよう

になった。環境保全的な政策が環境保全特別地域に限ら

れること、農業者が粗放化を取り入れていることの判定

が簡単ではないこと、セット・アサイドした土地で刈

り払いが行われ、環境的な貢献が損なわれていること

（Newton 2017）などである。これらの問題点を改善する

ための政策立案部門の作業は次に来るマクシャリー改革

の前夜とも言えるものであり、欧州委員会は 3年後の

1991年に規則の再編成を提案した。これが次に来るマク

シャリー改革におけるパッケージの一部となったのであ

る。すでに述べたように1992年のマクシャリー改革では、

セット・アサイドは補助金受給の義務的要件となる。

（注 1）マンスホルト主義に関する感想を、付録 11.４に

のせた。

（注２）　生物の保全を保護区など人間活動の卓越しない

場所に限って図り、人間活動の卓越する場所では生物の

保護を優先させない考え方をランドスペアリング（land 

sparing）という。いっぽう、いずれの場所でもそれ

なりの保護を図る考え方をランドシェアリング（land 

sharing）と呼ぶ（宮下・西廣 2019）。生物の保全の視

点からめざすランドスペアリングとは、人間活動の卓越

するところで土地利用効率を最大に上げることでその必

要面積を小さくし、その分、生物保全を図る場所の面積

を増やすことをめざすことである。

5.5 ラッカムの憂鬱を晴らしたもの

　1節「はじめに」で紹介したように、1986 年の著書で、

ラッカムはイギリスの農村地帯における 1945 年以降の

変化について憂鬱に論評した（Rackham 1986）。けれども、

その後の数年で状況は劇的に好転したと日本語版の追加

で述べている（ラッカム 2012）。イギリスにおける農業

と環境の関係には、ラッカムが経験したように 1980 年

代を通じて大きな変化が見られたのである。その変化を
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和泉（1989）にもとづいて紹介しよう。

　1980 年代に入ってすぐ、1981 年に野生生物・田園地

域法が採択された。イギリスにおける農業と環境との関

係をあつかった最初の法律であり、それは農業サイドと

環境サイドの妥協の産物であった。その妥協は、政治

力に劣る環境サイドには不満が残るものであったのだ

が、しかし農業と環境との関係が議論され、両者の関係

に軋轢が生じていることが広く知られるようになったこ

とで、その後の状況変化を促したという意味で重要なエ

ポックとなった。この法律が取った手法は、開発を断念

した場合の農業者への金銭的補償である。つまり、指定

された保護地内で農業者が開発行為を計画したばあい、

その開発行為を行わなかったときに生じるとみなされ

る、見込み損失（逸失利益）の補償をすることである。

手続き的には、開発行為を中止とその分の損失補償をす

る管理協定を農業者と行政が結ぶことになる。行政側に

中止させる強制力はなく、損失補償が高額になりがちで

あるとの批判や、指定された保護地域だけが対象である

との批判が生じた。指定地域が国土面積に占める割合は

特別科学研究対象地区と自然保護区で 7％、国立公園が

5.5％である。また、めざすのが軋轢の解消であり、積

極的に環境の向上を目指すという施策はなかった。とは

いえ管理協定自体は順調に働き、農業団体も、生産拡大

だけを追求するわけにはいかず、協定の受け入れを奨励

したという。

　野生生物・田園地域法が 1981 年に採択された以降、

補助の対象となる事業が大きく変化し、以前は補助の対

象であった生垣・石垣の除去や農地の開墾など環境破壊

的な事業は補助の対象からはずされたり、補助率が下げ

られたりし、逆に生垣や石垣を作るといった環境保全に

とって好ましいものが補助の対象として選別されるよう

になった（注）。さらに、新たな林地を作ることにも補

助金の支給が開始された。1980 年までは費用の 50％以

上あった排水への補助金もこのあと急速に減少し、1988

年にはゼロとなった（Newton 2017）。

　これらラッカムが劇的に変化したと評価した動きは、

その背景にイギリス国内の世論の高まりがあったことは

事実であるが、EU全体での環境や生物多様性保護の進展

に依ったことも事実である。ちなみに1981年の野生生物・

田園地域法は、EUにおいて 1979 年に採択された鳥類指

令への国内対応ということもあって立法化されたので

あった。また1985年の野生生物・田園地域法の改正でも、

その改正は EUが構造政策規則 85/797 を採択し、加盟国

に特別保全地域を指定して環境支払いをするよう求め

たことへの対応であったのである（和泉 1989）。Newton

（2017）は、1988 年に欧州委員会が、CAP がいまや環境

破壊をもたらしていることを公式に認めたことで長い改

革が始まり、それがイギリスにも及んだと記している。

（注）生垣が鳥類の多様性に果たす役割。イギリスにお

いては、鳥類の長期個体数調査（CBCセンサス ９.１節）

が 1962 年より続けられている。そのデータによれば、

センサスでみられた 57種のうち 30種あまりが、調査区

内の生垣密度の低下とともに個体数が直線的に減少する

ことを示している（O'Connor と Shrubb 1986）。

　実験的手法でも、鳥類にたいして生垣が果たす機能が

確かめられている。Bull ら（1976）は、ノフォーク県に

ある農地の生垣を 30％除去し、除去する前 4年間（1965-

1968）と除去した後 4年間（1971-1974）の鳥類の数を計

測して比較した。すると生垣に営巣する種のうちには減

少するものも減少の見られないものもあった。減少した

のは種子食ではない鳥であり、減少の見られない種は種

子食の鳥であった。減った鳥で代表的なものは、ミソサ

ザイ（wren 38％の減）、クロウタドリ（blackbird 25％

減）、ヨーロッパカヤクグリ（dunnock 20％減）、ウタツ

グミ　（song thrush 19％の減）である。種子食鳥が減

らなかったことから、種子食鳥は営巣場所に不足してい

ないとみなされた。一方、生垣外の開けた場所に営巣す

るヒバリなどの鳥類は逆に増加した。

　CBC センサスでは生垣が少なくなるほど鳥類の数が

減っていたにもかかわらず、Bull らが生垣を除去しても

種子食鳥の数には変化がみられなかったことから、生垣

が少ない農地景観では生垣以外の要因も違っていて、た

とえば冬期に種子食鳥の餌が減っている、繁殖期にヒナ
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の餌となる無脊椎動物が減っているなどの野鳥の生息に

不利となる変化もあわせて起きていた可能性が考えられ

る。

５. ６ マクシャリー改革に農業環境事業が組み込まれ

た背景

　ここまでは、環境や生物多様性に農業近代化があたえ

た影響を減らそうとする対策が、マクシャリー改革直前

までの CAPの政策のなかに取り込まれていく歴史を述べ

てきた。ここで、1992 年のマクシャリー改革で農業環境

事業が組み込まれた背景を 7点にまとめておくこととす

る。

　（１）�世界的な生物多様性の危機にかんする関心の高

まり。1992 年はその一つの高まりとなったリオ

デジャネイロ宣言が出された年である。

　（２）�EU内では、1973 年より環境行動プログラムによ

る環境への取り組みが重ねられてきた。農業が

環境におよぼす影響は、第一次環境行動プログ

ラムですでに指摘されていた。   

　（３）�1986 年に、環境を共同体の基本条約に組み込ん

だ単一議定書が発効し、CAP自身の政策にも環境

を組み込まなくてはならなくなった。

　（４）�国際条約に基づいて指定された保護地や鳥類指

令によって指定された保護地において、環境を

考慮した農業生産による機会逸失にたいする補

償制度があった。

　（５）�CAP には、条件不利地域において、環境を考慮し

た農業生産をすることによる機会逸失にたいす

る補償制度があった。

　（６）�CAPが直面していた農業生産の過剰を解決するに

は粗放化が必須であり、環境や生物多様性の保

護はそれを促進するので、農業が向かおうとし

ている方向と軌を一にするものであった。

　（７）�硝酸塩指令を守るためには農業生産の粗放化が

必須であり、これも環境や生物多様性の保護が

やろうとしていることと軌を一にするもので

あった。

　以上がマクシャリー改革で農業環境事業が組みこまれ

た背景であるが、マクシャリー改革と環境の関係にかん

して、興味深いアンケートがあるので付け加えておく。

それは、加盟国の農務大臣など当時のほとんどの閣僚会

議の関係者は、「マクシャリー改革に環境問題が影響し

たか」という問いに、「影響したとは考えていない」と

回答していることである（クーニャとスウィンバンク 

2014）。当時の農務大臣にとって、価格支持がなくなる

ことが関心の全てであり、環境は遠い存在だったようで

ある。このような農務大臣のもとで農業環境事業の導入

が承認されたのは、貿易摩擦の解消という待ったなしの

事態に農務大臣の関心が集中したおかげなのかも知れな

い。もしマクシャリー改革とは独立の案件として農業環

境事業の導入が提案されていたら、農業閣僚会議の抵抗

にあっていた可能性もある。

６ マクシャリー改革から 2017 年までの

農業環境事業の変化

　マクシャリー改革についてはすでに４.２で紹介した

ので、ここではマクシャリー改革以降の CAPにおける変

化について述べる。

６.１ その後の CAP 改革

　CAP は改革の連続で、留まることを知らないかのよう

である。マクシャリー改革のあと、CAPは 1997 年の「ア

ジェンダ 2000 改革」、2000 年の「中間見直し」（という

大きな改革）がなされ、さらに農業委員ホエルのもとで

2008 年の「ヘルスチェック」、「2013 年改革」と、2017

年までに 4回の大きな改革が続いた。これらの改革に一

貫していることは、１）各国に分配される CAP予算の削

減、２）環境政策を含む農村・農業者政策の強化、３）

基礎的支払いを受ける要件の高度化である。環境政策を

重視する傾向は、アジェンダ 2000 と中間見直しを指導

した欧州委員会農業担当委員であったフィシュラーによ

る「環境問題は CAPの内側から出てきたものではないが、
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CAP の内側から出てくるものにならなくてはならない」

という発言に象徴されている。

６.２ CAP 二つの柱

　マクシャリー改革のすぐ次の改革が 1997 年のアジェ

ンダ 2000 改革である。CAPは、これによって、それまで

の政策が二つの柱にまとめられ分かりやすくなった。第

一の柱は市場や基礎的支払いなどの所得政策であり、第

二の柱は農村振興政策をうたった社会政策である。実際

には、第二の柱には第一の柱に含められない政策の全て

が押し込まれ、農業者の技術力の向上など競争力の強化

への支援といった政策も含まれる。続く 2000 年の中間

見直しで、第二の柱は 4つの軸にまとめら、さらに分か

りやすくなった。それらは

　第１軸 農林業セクターの競争力改善、

　第２軸 環境および農村空間の改善、

　第３軸 農村生活の質の向上と農村経済多角化、

　第４軸 リーダープログラム（LEADER program）

である。農業環境支払いは第２軸に含まれる。第２軸

は「農地の持続的利用を目的とする措置」と「林地の持

続的利用を目的とする措置」の大きく二つからなり、条

件不利地域、農業環境、動物福祉などの支払いが前者の

「農地の持続的利用を目的とする措置」に入り、Natura 

2000 支払いは、農地、林地の持続的利用を目的とする

措置のいずれにも存在する（和泉 2013）。第４軸は住民

自らがアイデアを出して農村の活性化に取り組む、自主

的な活動に対する支援をおこなうボトムアップ的なプ

ログラムである。リーダー（LEADER）というプログラム

名は、このプログラムの内容をあらわすフランス語の

頭文字（Liaison Entre Actions de Développement de 

l'Économie Rurale）からとられている。使い勝手の良

い農村振興予算であり、藤井ら（2018）や 石田 (2018) は、

オーストリアでの農村の活性化に果たす、このプログラ

ムの積極的な役割について具体的に紹介している。

　アジェンダ 2000 改革におけるもう一つの特徴は、第

一の柱から第二の柱へ財源の一部移転を行うモジュレー

ションを許したことである。財源移転のための原資は、

第一の柱において基礎的支払いを多く受ける、規模の大

きい農業者への支払いを削減することによってえられ

る。モジュレーションは、個々の加盟国への CAP予算の

配分額が減る中で、重視すべき第二の柱への配分額を

確保するための策である。移転は国内処置であり、第

一の柱での削減が生じた個々の国の中だけでなされる。

モジュレーションが開始されたアジェンデ 2000 改革で

は、加盟国の判断に実施が任せられていたのであったが、

2003 年の中間見直しでは義務化され、受給額 5000 ユー

ロを超える農業者に支払われる直接支払いを５％削減

し、その分を第 2の柱へ移転することが決められた（平

澤 2009）。2008 年のヘルスチェックでは、移転額は直接

支払いの 10％とされ、受給額が 30万ユーロを超える農

業者には 14％の支払額の削減を、５千ユーロを上回る

農業者には 10％の支払額の削減を定めた（平澤 2009）。

CAP は大農に有利であると指摘され続け、マクシャリー

改革の原案などで傾斜配分が事務局から提案されても、

閣僚理事会は一貫してこれを否決してきた。それが CAP

予算の緊縮と第二の柱の重視の流れを前にして崩れたの

である（ただしヘルスチェックでの削減は、欧州委員会

の原案ではより大きなものであった）（平澤 2009）。さ

らに 2013 年改革では、加盟国の判断で第１の柱と第２

の柱の間で双方向に最大 15％まで移転が可能となった。

双方向となったのは、旧東欧など加盟国の農業のありか

たが多様になったことを配慮せざるをえなかったためで

ある。このあと CAP は加盟国の裁量を相当程度認める、

国別化とよばれる方向へと進んでいく。

７ 基礎的支払い要件の変化

― 高度化の歴史

７.１ セット・アサイド

　基礎的支払いを受けるためになさねばならない要件

は、改革のたびにその水準が高くなっていった。1992 年

のマクシャリー改革で基礎的支払いを受けるための要件

は、必ず休耕地を設けねばならないとする義務的セッ
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ト・アサイドだけであった。セット・アサイドでは耕地

の 15％以上を休耕地とする（その後 10％に変更される）。

このさい同じ場所を複数年セット・アサイドとしても良

いし（非輪作的セット・アサイド）、輪作体系に組み込

んで毎年場所を変えても良い（輪作的セット・アサイド）。

セット・アサイドは過剰農産物対策であったので、生産

性の低いところだけを農業者が休耕するのは防がねばな

らない。そこで、同じ場所にセット・アサイドを設定で

きるのを 5％までとした。耕地が対象なのは、草地には

休耕というものがないことと、マクシャリー改革で直接

支払いの対象となったのがまず作物であり、畜産がこの

あと遅れて組み込まれたことによる。

　セット・アサイドされた場所では、殺虫剤などの薬

剤散布を制限することになるので鳥類の餌となる節足

動物が多く、減少の激しいヒバリなどの鳥類が、周囲

の耕作されている農地よりも多く繁殖していることが、

イギリスにおいて報告されている（Thomas ら 1996;  

Henderson ら 2000a, b; Firbank ら 2003; Donald 2004）

(注)。イングランドにおけるクロス・コンプライアンスの

農業者向け解説書においても、セット・アサイドは水質

汚濁や土壌浸食を防ぎ、鳥類を含む野生動物の生育地と

なるとしている（Defra 2011）（Defra；the Department 

for Environment, Food and Rural Affairs）。すでに述

べたように、セット・アサイドはエネルギー作物などの

増産の必要が生じた 2007 年に義務的ではなくなった。

（注） 以下にセット・アサイドが鳥類にあたえる利益に

ついて紹介する。Thomasら（1996）やBuckinghamら（1999）、

Parish と Sutherton（2004）はセット・アサイド地が

冬期の餌を種子食鳥に提供し、春に地上営巣性の鳥類に

営巣場所を提供することを示した。周囲の穀物畑は、い

まや収穫漏れがほとんどないハーベスターで収穫するの

で、刈り残されたりこぼれたりする種子がなく、またそ

こでは除草剤をまくので雑草種子も提供されない。この

ため、通常の作物畑が、餌の不足する冬期に鳥類にたい

して提供する餌はわずかなものでしかない。Henderson

ら（2000a）と Firbank ら（2003）も、主要な鳥類グルー

プの全てが冬期にセット・アサイドを利用し、周囲の

穀物畑と比べてより多くの鳥がみられることを示した。

2007 年にセット・アサイドは義務的ではなくなり、この

ため種子食鳥の減少を招いた（Gillings ら 2010）。

　次に、ヒバリについてとくに取りあげる。ヒバリは 20

世紀の後半から急激に減り、しかも作付けされた農地内

で営巣するので、農業環境事業がまさに扱うべき種と

して強い関心が持たれた。ヒバリは草丈が 20cm 程度で、

ところどころ裸地があるところを好んで営巣する。春ま

き作物はこの条件を満たすが、20世紀中盤以降に広まっ

た秋まき作物は、冬から春に背が高く密生してヒバリの

営巣には適さない。セット・アサイド地では、すくなく

とも１年目はそこに疎生した植生が成立するので、ヒバ

リの個体数を増やすものと期待された。近くの穀物畑や

改良草地と比べて、セット・アサイド地は 2倍以上のヒ

バリの個体数や繁殖密度を夏期に持つ（Wilson ら 1997; 

Poulsen ら 1998; Wakeham-Dawson ら 1998; Henderson ら 

2000a、b）。Donald（2004）は、8つの研究を総合して、

ヒバリの１km2 あたり営巣密度がセット・アサイド地で

46 ペアあり、草地の 18 ペアや耕地の 28 ペア、耕畜混

合農地の 22ペアと比べて飛び抜けて高いことを示した。

Henderson ら（2001）は、同じセット・アサイド地でも

植生構造によりヒバリの密度は異なり、調査区内の 30％

が無植生地であるとき密度が最も高くなることを示し

た。彼らは、無植生地の面積から見て輪作的セット・ア

サイド地の 50％がヒバリに適地であるいっぽう、非輪作

的セット・アサイド地では10％が適地にすぎないとした。

非輪作的セット・アサイド地では 2年目以降、草丈が高

くなり、植生が密生するからである。

　セット・アサイド地の初期の管理法は、Henderson ら

（2001）が示したように生物多様性への貢献を最大にす

るものとは言えなかった。夏期に草刈りをするという

CAP が定めた初期の規則は、鳥類の利用を制限し、多く

の巣を破壊した。多くの研究が生物多様性を豊かにす

るセット・アサイド地の管理法を研究し、それを学んで

CAPによる管理規則は変わっていった。

　なお、ヒバリの学名（ラテン語名）は Alauda arvensis
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であり、属名の Alauda がヒバリを意味し、牧野（2008）

によれば種小名の arvensis は可耕地の、原野生の、畠地

生の、を意味する。作物が栽培されている耕地の中で営

巣することを、学名も表しているのである。ヒバリは生

垣や電線の近くをさけて営巣地を選ぶほど、草原にもっ

ぱら適応した鳥である（Newton 2017）。ヒバリは日本に

おいても減少している（植田ら 2005）。

７.２ クロス・コンプライアンス

　アジェンダ 2000 改革（1997 年）では、セット・アサ

イドに加えてクロス・コンプライアンス（交差要件）が

基礎的支払いを受ける要件に加わり、求められる要件の

レベルが上がった。この時点では準備段階であって加盟

国は必ずしも実施しなくても良かったが、2000 年の中

間見直しでは義務となり、必ず実施しなくてはならなく

なった。

　導入されたクロス・コンプライアンスは二つの部

分からなり、一つは法定要件（Statutory Management 

Requirements; SMRs）であり、もう一つは模範的農業要

件（Good Agriculture and Environmental Conditions; 

GAECs）である。法定要件では、EUが定めた 18の法令の

指定条項を守ることが求められ、模範的農業要件では EU

が示した例示と承認に基づいて加盟国がその国の状況に

応じて定める要件を守ることが求められる。農業者はク

ロス・コンプライアンスの有無にかかわらず、法定要件

を守る義務がある。違うのは、クロス・コンプライアン

スのもとでは、毎年 1％の農業者にたいして査定があり、

その結果によっては農業者が受給額を削減される点であ

る。基礎的支払いなしにはほとんどの農業者は経営を維

持できないのであるから、査定があることの意味は大き

い。なお、クロス・コンプライアンス自体は EUで初め

て導入されたわけではなく、1985 年にアメリカがまず導

入し、EU加盟国ではないスイスやノルウェーでも導入さ

れている（荘林 2012）

　EUにおけるクロス・コンプライアンスの法定要件であ

る 18の法令は、「環境」「動物衛生」「食品の安全性」「動

物福祉」にかんするものであり、「環境」においては「鳥

類指令」「生物生息地指令（保護地指定による自然保護

をめざす Natura 2000 の根拠なる法令）」、「下水沈殿物

を農地に還元することによる汚染防止指令」、「特定の危

険物質による地下水汚染防止指令」、「農業由来の窒素に

よる地下水の硝酸塩汚染防止指令（硝酸塩指令）」が含

まれる（表１）。

　いっぽう模範的農業要件においては、土壌流出の防止

や土壌有機物を維持するための輪作、土壌構造を維持す

るための適切な農機の使用、農地や生育地保全のための

過剰でない家畜密度、永年草地の保護、景観的地物（ち

ぶつ）（landscape feature）の保持、農地への望ましく

ない植生の侵入回避などが求められる。模範的農業要

件は 2013 年に改訂され、家畜密度などが削られた一方、

景観的地物に関してはより具体的に記述された。また野

鳥の子育て期に生垣や樹木を伐採することも禁じてい

る。加盟国は、農業者の無知や不注意によってクロス・

コンプライアンスを破ることがないように、助言のため

の官民の制度を設けている。

　法定要件である硝酸塩指令を除いては、農業者が定め

られた要件を守ることは少しの気遣いがあれば可能であ

る。このため達成される環境効果がとりわけ高いとは言

えない。第１の柱でクロス・コンプライアンスがめざす

ものは、どの農業者もなすことができる範囲で、EU内で

の広い農地面積に、最小限の共通する環境水準の維持を

もたらすことといえる（和泉 2013）。

７.３　イングランドのクロス・コンプライアンス

　クロス・コンプライアンスについて、前節で全ての

加盟国に共通する事柄を述べたので、以下では、イン

グランドの 2011 年版のクロス・コンプライアンスを

例にしてより具体的に紹介する（Defra 2010）(Defra: 

the Department for Environment, Food and Rural 

Affairs)。法定要件（SMRs）は EU で定めにしたがって

18あり、そのなかに「硝酸塩警戒地帯」の条項がある。

条項は、窒素施肥の施肥量、施肥の仕方、施肥してはな

らない期間や場所について事細かに規定し、記録を残す

ことを求めている（SMR 4）。ドイツが全国土を硝酸塩警
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年 月 日から遵守の対象となる法令
（ ）環境

野鳥の保全に関する理事会指令（鳥類指令） 第 、 、 、 、 、 、 条
・加盟国は、自然界におけるすべての野鳥について、その多様性や生息地の保護、維持、復元を図

ること。
・加盟国は、絶滅の恐れのある野鳥種について保護策を講じること。
・加盟国は、野鳥およびその卵の捕獲、巣の撤去などを慎重に行うための一般的なルールを定める

こと。
・加盟国は、野鳥の大量捕獲や無差別な捕獲の手段を禁止すること

特定の危険物質により引き起こされる汚染からの地下水の保護に関する理事会指令（ ）
第 ､ 条
・加盟国は、本指令に定める物質（有機ハロゲン化合物、有機リン化合物など 種類の物質およびそ

の化合物）について、地下水に直接流入させることを禁止すること。またこれらの物質が間接的に地
下水に流入しないよう、廃棄などに関わる事前調査や防止策を講じること。

下水沈殿物をとくに農用地として使用する際の環境の保護に関する理事会指令 ）第
条

農業由来の窒素による水質汚染防止に関する理事会指令（生育地指令） （ ）第 、 条
・加盟国は、生産者が任意に取り組む、窒素による地下水の汚染を低減するための施肥方法などの基
準となる「農業適正規範（ ）」を定めること。
・加盟国は、窒素による水質汚染区域を設定し､区域毎に、農業活動に由来する窒素に関するデータの
監視や窒素の利用制限などを盛り込んだ行動計画を作成すること。この行動計画には肥料の種類別の
使用禁止期間、糞尿の貯蔵量、使用を禁止する場所や状況での肥料散布の禁止などを盛り込むこと。

自然生育地と野生動植物の保全に関する理事会指令（ ）第 、 ， 、 条
・加盟国は、特定地域における自然管理計画を定め、必要な保護対策を講じること。
・加盟国は、保護対象の植物種について、必要な保護対策を講じること。
・加盟国は、保護対象の動物種について、地域的な絶滅やその恐れにつながるような無差別な捕獲方
法を禁止すること。
・加盟国は、自然の動植物相に影響をあたえないよう、外来種の導入にあたっては慎重に対しするこ
と。

（ ） 公衆衛生および動物衛生
動物の個体登録
動物の個体識別および登録に関する理事会指令（ ）第 、 、 条

牛の個体識別および登録のための体制の枠組みでの耳標、農場の登録およびパスポートに関する理
事会規則（ ）を実行するための詳細な規則を規定する委員会規則（ ） 第 ､
条

表 1.クロス・コンプライアンスにおける遵守すべき関係法令一覧（和田　剛、山﨑　良人 月報「畜産の情報」

2007 年 1月 https://lin.alic.go.jp/alic/month/fore/2007/jan/spe-01.htm より引用 )
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牛の個体識別および登録システムの確立および牛肉・牛肉製品の表示に関する理事会規則
（ ）を廃止する欧州議会および理事会規則（ ）第 ､ 条

羊および山羊の個体識別および登録システムの確立に関する理事会規則（ ）第 、 ，
条

年 月 日から遵守の対象となる法令
公衆衛生および動植物衛生

農薬の販売に関する理事会指令（ ） 第 条

ホルモン様または甲状腺ホルモン様物質および β 様作用を有する特定の物質の畜産での使用の禁
止および指令 ､ 、 を廃止する理事会指令（ ）第 、 、
， 条

食品法の一般原則と欧州食品安全機関の設立、および食品安全に関わる手続きに関する欧州議会お
よび理事会規則（ ） 第 、 ， （ ）、 、 、 条

伝染性海綿状脳症 の防疫、管理、撲滅に関する欧州議会および理事会規則（ ）
第 ､ 、 、 、 条

疫病の届け出
口蹄疫の管理に関する共同体対策を導入する理事会指令（ ）第 条

特定の家畜伝染病の管理に関する一般的な共同体対策と豚水胞症に関する特別対策を導入する理事
会指令（ ）第 条

ブルータングを管理・撲滅するための特別対策を規定する理事会指令（ ）

年 月 日から遵守の対象となる法令
動物福祉

子牛の保護のための最低基準を規定する理事会指令（ ）第 、 条

豚の保護のための最低基準を規定する理事会指令（ ）第 、 条

農業目的で飼育される動物の保護に関する理事会指令（ ）第 条
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戒地域としたのとは違って、イングランドの硝酸塩警戒

地域は領域の一部であり、この地域にある農業者のみに

対策が課せられる。ただ硝酸塩警戒地域はイングランド

の約 55％を占める（見直し毎に異なる）ので、ほぼ半数

の農業者が一連の作業を要求されることになる。生物多

様性に関する項目は「野鳥」（SMR 1）、「生息地と種」（SMR 

5）が関係する。いずれも複雑なことは求められていない。

「野鳥」の条項では、野生の鳥とその巣、卵を意図的に

殺す、傷つける、捕獲することを禁じ、また意図的にお

どすことも禁じている。「生息地と種」の条項では、欧

州で保護すべき野生植物種の、許可なき引き抜きや刈り

取りを禁じている。特別保護地域内であると、この条項

のもと農地の改変に制限がある。

　模範的農業要件では、15ある条項のうち生物多様性と

関連するのは次の９つの条項であり、それらは、「環境影

響アセスメント」（GAEC 5）、「科学的特別重要地」（GAEC 6）、

「過放牧と不適切な追加給餌の回避」（GAEC ９）、「ヒース

と草地の野焼き」（GAEC 10）、「非生産農地」（GAEC 12）、「生

垣と水系の保護」（GAEC 14）、「生垣」（GAEC 15）、「樹木

の伐採」（GAEC 16）、「登録孤立木」（GAEC 17）である。

　「環境影響アセスメント」では、未耕作の土地や半自

然の土地での許可なき土地改変をしないことが求めら

れ、「科学的特別重要地」でも、農地が科学的特別重要

地に指定されている場合、同じく未耕作の土地や半自然

の土地での許可なき土地改変をしないことが求められて

いる。「過放牧と不適切な追加給餌」では自然、半自然

生育地を守るために家畜密度を適正に保つことが求めら

れている。ここでいう自然、半自然生育地とは、ムーア、

未改良草地、林間放牧地、ヒース、砂丘などである。追

加給餌をすることは、放牧地の飼養能力を超えた家畜の

頭数を飼育していることを意味する。「ヒースと草地の

野焼き」では、許可を受けることと、11月 1日から 3月

31 日の間に行うことが求められている。「非生産農地」

では、5年に一度刈り取って、望まれない植生の侵入を

防ぎ、良い農環境を保つことが求められている。除草剤

を使ってはならず、そこに住む生物のことを考えて、半

分以上の面積を同一年内に刈ってはならない。「生垣と

水系の保護」では、生垣の中心から２ｍまでの範囲、水

系、溝の端から１ｍないし 2ｍまでの範囲を耕作したり、

有機ないし無機の肥料、殺虫剤・枯草剤を散布したりし

てはならない。水系に土や薬剤が流れ込まないようにす

るためである。「生垣」では、生垣を除去するさいには

許可を受け、鳥類の繁殖期間である３月１日から７月 31

日の間は、伐採や刈り込みをしてはならない。このほか

「樹木の伐採」、「登録孤立木」のいずれでも、伐採には

許可が必要である。模範的農業要件には以上の９つの他

に、土壌の構造と土壌中の有機物を維持し流亡を防ぐた

めの条項や、水系の汚染を防ぐ条項、石垣を対象とした

景観を守る条項、歴史的記念物を守る条項などが存在す

る。以上のことは、ほとんどの農業者が私的財産の変更

や処分に何らかの制限を受けていることを示す。

７.４ グリーニング支払い

　2007 年にセット・アサイドを義務的に課することが終

了しているので、2013 年まではクロス・コンプライアン

スを守ることだけが、第 1の柱で支払いを受けるための

要件であった。そこにグリーニング支払い（正式名称、「気

候・環境に有益な取り組みに対する支払い」）が 2013 年

の CAP 改革で加わった。1997 年のアジェンダ 2000 改革

でクロス・コンプライアンスが導入されて以来の大きな

改革と言って良い。グリーニング支払いの実施は加盟国

の義務となっているので、EU全土で取り組まれている。

農業者がグリーニング支払いに応じるかは自由であるも

のの、グリーニング支払いの配分が第 1の柱の 30％を

占め、そのぶんクロス・コンプライアンスへの支払いの

配分が少なくなるので、これまでと同じ額の支払いを受

けようとすれば、農業者はいずれにも応募せざるをえな

い。第一の柱において達成すべき環境便益がグリーニン

グ支払いの導入によって一層強まったといえるが、農業

者からすると基礎的支払いを受給するハードルが一挙に

高まったとも言える。マシューズ（2015）はこのグリー

ニング支払いは８.５で紹介するスイスの経験に影響さ

れたものとしている。実際よく似ているのである。

　グリーニング支払いを受給する要件は次の 3つであ
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る。第１は永年草地の維持であり、第２はみずからの農

地における環境重点用地（Ecological Focus Area）の

設定であり、第３が作物の多様化、すなわち複数作物の

植え付けである。

　第１の永年草地の維持では、農地が自然保護区に含ま

れているときは、所有する永年草地を耕地へ転換しては

ならない。自然保護区に含まれていないときは国や地域

レベルで永年草地の減少率が５％未満で維持されていれ

さえすれば、所有する永年草地を耕地へ転換する、しな

いに関わらず個別農業者としての受給要件は満たされ

る。

　第２の環境重点用地の設定では、農業者は農地の５％

の面積を環境重点地に設定しなくてはならない。環境重

点地として認められるのは、休耕地、段々畑、景観要素、

緩衝緑地帯、短期の植林地、間作物・緑肥、窒素固定

作物であり（ほか認められれば追加可能）（平澤 2014）、

加盟国による変更も可能である。窒素固定作物が入って

いるのは農業サイドとの妥協の産物である。環境重点用

地は、後の８.５節で述べるスイスの農業環境事業でな

されている生態重点地区を参考にしている。

　第３の作物の多様化では、原則として耕地面積が 30ha

以下であれば少なくとも２つの作目を、それを超えるな

らば少なくとも３つの作目を栽培する必要がある。

　クロス・コンプライアンスの導入でもそうであったの

だが、グリーニング支払いの導入は、基礎的支払いを続

ける理由付けでもある。マクシャリー改革から時間がた

てばたつほど、農業者に削減傾向にある CAP予算のもと

で補助金を出し続けるには、農産物の価格補償の廃止に

ともなう農業者収入の補填を根拠にすることでは困難に

なり、それに代わる理由付けが必要になるからである。

そして、その理由づけが EUでは環境なのである。ただ

しグリーニング支払いには、環境サイドから不十分と

の批判も多くあり（Pe'er ら 2014）、それが 2021 年改

革の Farm to Fork 戦略につながっている（平澤 2021, 

2022a, b）。生物多様性や気候変動に対応した政策は、

新たな策定に向けて目下めまぐるしく動いている（平澤 

2023）。

８ 農業環境事業の実際

　第１の柱における受給要件であるクロス・コンプライ

アンスは環境にかんして守るべき最低線なので、ヨー

ロッパが直面している環境問題を、これだけで解決す

ることは出来ない。そこで、第１の柱での受給要件で

達成される水準をこえて、農村環境の保全を図ろうと

するのが、第２の柱の第２軸にある農業環境事業（Agri-

Environmenatal Scheme）である。このことは前節で述べた。

グリーニング支払いは、多少この境界を曖昧にしたが、

それでも達成できる水準は限られ、農業環境事業が必要

なことには変わりがない。農業環境事業は、重点の置き

方や実施の方法などが加盟国の裁量に大きく任されてい

て、制度を設計し実施する主体も国、地方政府と加盟国

によって異なる。ちなみにドイツは州が実施主体である。

EUの役割は、基本となる方針や目標を定め、加盟国個々

の農業環境事業を承認し、予算を配分することにある。

EUは、農業環境事業の目標を次のように 5つ定めている

（理事会規則 1257/1999）。

　（１）�農地の環境や景観、景観を構成する地物

（features）、自然環境資源、土壌、家畜や作物

の遺伝的多様性などの維持と向上、

　（２）環境に優しい農業の推進、草地の粗放管理、

　（３）�存続が危ぶまれる高い自然価値をもつ農業とそ

の環境の保全、

　（４）農地における景観と歴史的地物の維持

　（５）営農にかんする環境計画の実践的使用

である。これらの目的を達成するために、農業環境事業

には、生物多様性や景観の維持・向上だけでなく、そこ

には有機農業や減農薬、農地の森林化の促進も含まれ、

さらに、家畜動物福祉、水質汚濁や土壌流亡の阻止、そ

れに過疎化が問題となる条件不利地への補助も含まれて

いる。窒素肥料由来の硝酸塩窒素については、はじめ実

施主体によっては農業環境事業に含まれていたが、EUが

定めた法定要件であるのでクロス・コンプライアンスで

扱うべきものであり、重複であるとして CAPによって削
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られた。農業環境事業では、農業者がとりくむべき具体

的な作業対象や作業内容は少なくとも概略があらかじめ

定められている場合が多いが、イングランドのトゥリー

（2020）のように農業者の申請にもとづく場合もある。

また、何らかの成果と結びつけて支払いを行う、結果指

向的なものもある。

　環境事業の実施は加盟国の裁量にまかされているの

で、実施される農業環境事業は国によって中味が違うだ

けでなく、イギリスやドイツなどでは一つの国でも地方

政府によっても異なる。北西ヨーロッパの加盟国の事業

の共通点は、農業者が広く参加できるオプションと、対

象となる環境や目的を絞ったより高度なオプションの２

層から構成されていることである。違いは、イングラン

ドが生物多様性を前面に出しているのに対して、大陸の

諸国は農業の粗放化が前面に出でている点である。イン

グランドでは多くの農家が参加できる第１層から生物多

様性への対策を細かく規定するのに対して、大陸の諸国

では第１層での生物多様性は蓋然的であり、より具体的

には第２層が担う。以下、イギリス（離脱前）、ドイツ、

フランス、スウェーデンと、EU加盟国ではないスイスの

例を紹介する。

８.１ イングランド

　イギリスはイングランド、ウエールズ、スコットラン

ドと北アイルランドの 3つの country と 1つの province

からなり、それぞれが独自の農業環境事業を行っている。

ここでは、そのうちイングランドについて紹介する。

　イングランドでは、1992 年のマクシャリー改革によっ

て導入された農業環境事業が、田園スチュワードシッ

プ（Countryside Stewardship）として同じ年に始まっ

た。審査があり、それに通った農家のみが参加できる。

2005 年には環境スチュワードシップ（Environmental 

Stewardship）と名を変え、新たに入門レベルスチュワー

ドシップ（Enrty level Stewardship）を設け、審査を

必用とせずに、広く浅く農業環境を利する行為にも支払

いを始めた。以前の田園スチュワードシップは高度レベ

ルスチュワードシップ（Higher Level Stewardship）に

名を変え引き継がれた。2010 年からは、それまで環境

スチュワードシップとは独立に行われていた条件不利

地にたいする丘陵地農場手当（Hill Farm Allowance）

が、丘陵地入門スチュワードシップ（Upland Entry 

Level Stewardship）となり、入門スチュワードシップ

に組み込まれた。入門スチュワードシップの扱う範囲

が拡がったことになる。2019 年からは農業環境事業の

名称がふたたび田園スチュワードシップ（Countryside 

Stewardship）にもどり、中層スチュワードシップ（Mid 

Tier Stewardship）と高層スチュワードシップ（Higher 

Tier Stewardship）の２層となった。この改訂は、CAP

予算の削減のもと、限られた予算でより実効性のある制

度となるよう仕組みを改めたものである。中層スチュ

ワードシップへの参加には審査があるので、大きな改変

と言ってよい。田園スチュワードシップは 2024 年分ま

で募集されるが、その後は EU離脱にともなう CAP を原

資とする基礎的支払いの廃止に対応した Environmental 

Land Management Schemes が予定されている。

　本稿は農業環境事業とはなにかを紹介するのが目的で

あって、最新の事業を追いかけることではないので、こ

こでは 2005 年から 2014 年まで実施されていた農業環

境事業である環境スチュワードシップ（Environmental 

stewardship）を主に紹介する。イングランド（とスコッ

トランド）の環境スチュワードシップについては、すで

に和泉・野村（2013）にも詳しい紹介がある。2019 年か

らの田園スチュワードシップに関しては、和泉（2018）

や本稿付録 11.２を参照されたい。

　2005 年に開始されたイングランドの環境スチュワー

ドシップ事業は、上に述べたとおり入門レベルと高次レ

ベルからなる。クロス・コンプライアンスを一番下の層

とすると、直接支払いによる環境対策は１）クロス・コ

ンプライアンス、２）入門レベルスチュワードシップ、

３）高度レベルスチュワードシップの 3層構造となって

いる。入門レベルには、一般の農業者を対象とした入門

レベルスチュワードシップ（Entry Level Stewardship） 

（第１版 Defra 2005 日本語翻訳 眞嶋・紺野　2009） と

有機農業者を対象とした有機入門レベルスチュワード
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シップ（Entry Level Organic Stewardship） （第２版 

Natural England 2008 日本語翻訳 安田・紺野 2014）の

二つがあり、高次レベルには、高次レベルスチュワード

シップ（Higher Level Stewardship）（第３版 Natural 

England 2010 日本語翻訳 中村・弓削・紺野 2013） が

ある。高度レベルへ参加するには原則として入門レベル

への参加が条件となる。入門レベルと有機入門レベルの

契約期間が５年であるのに対して、高度レベルは 10年

と長い。入門レベルは多くの農業者が参加できることを

めざし、高度レベルは目標を明確にし、それに向かった

事業の実施をめざす。目標の達成が不十分であると認

定されると、5年目で解約されるので、制度全体が結果

志向的である。ここでは 2005 年の第１版にもとづいて、

８.１.１で入門レベルを、８.１.２で高度レベルを説

明する（環境スチュワードシップの最終版である第４版

については 11.１節の付録で入門レベルを詳しく紹介す

る。第４版には、次の田園スチュワードシップで採用さ

れた募集方法の前触れとなる部分があることと、丘陵ス

チュワードシップが加わったことを除けば、第１版から

根本的な変更があるわけではない）。

８.１.１ 入門レベルスチュワードシップ

　入門レベルには 61のオプションがあり、それぞれの

オプションには 1ha あたり、もしくは 100m あたりのポ

イントが与えられる。たとえば生け垣の片側管理のポイ

ントは 100m あたりの 11ポイントであり、両側管理は 22

ポイントである。農業者は入門レベルに参入させた農地

平均で 1ha あたり 30ポイント以上となるようオプショ

ンを組み合わせて実施する。30ポイントを超えてオプ

ションを選んでも越えた部分は考慮されず、1ポイント

＝ 1ポンドとして換算されるので、1haあたり年 30ポン

ドの定まった報酬となる。もし農業者が有機農業を行っ

ているとの認証を認証団体から受けている場合、有機入

門レベルスチュワードシップに応募することができる。

有機入門レベルでのオプションの種類と必要とされる管

理内容は入門レベルスチュワードシップと同じで、必要

とされるポイント数も 1ha あたり 30ポイント以上と同

じである。違うのは、有機農業それ自身が環境の向上に

資するとして 1ha あたり 30ポイントがあらかじめ与え

られる点である。したがって、農業者は 1ha あたり 60

ポイントを獲得できる。ここでも１ポイントは１ポンド

に換算される。もし農業者が新たに有機農業に転換した

のであれば、2年間にわたって haあたり 175ポンドの支

援が有機農業スチュワードシップのもとで別にあたえら

れる。有機農業への移行が強く奨励されていることがわ

かる。

　入門レベルにある 61のオプションは、10群に分かれ

ている。それらは、

　（１）農場環境の記録

　（２）農地の境界となる地物（生垣、石垣、溝、土手）

　（３）�背の高い樹木や林縁（林縁の柵）（林そのものに

対しては森林関係の別の補助金がある）

　（４）�歴史的な、もしくは景観を特徴付ける地物（伝

統的農場建築物、遺跡）

　（５）�農地境界と緩衝帯（境界地に草地状の緩衝帯を

設ける、池の周辺に草地状の緩衝帯を設けるな

ど）

　（６）�耕地を生物に優しくする（野鳥への餌のための

種子供給帯を設ける、種子をまくなどして訪花

昆虫のための花蜜供給帯を設ける、越冬切株に

よって雑草が種子を冬期に稔らせるようにする、

耕地の中に甲虫などのための土手を作る、耕地

内にヒバリの営巣地を作り出すため草丈を低く

保つヒバリ小区などを設置する）

　（７）�複数作物の栽培（単一作物の広域栽培は生物多

様性喪失の一因とされる）

　（８）�土壌と水質（土壌の浸食による水系の汚濁や、

硝酸塩窒素の流亡による水系の汚染を防ぐ）（注）

　（９）�草地（肥料や農薬の施用を少なくした永久草地

の管理など。えられるポイント数は条件不利地

内であるか、不利地外であるかで異なる）

　（10）複数種の家畜飼育

である。
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（注）EU委員会より硝酸塩窒素対策はクロス・コンプラ

イアンスで行うべき事項であるとの指摘があり、2012 年

の第 4版で削除された。ドイツのバーテンヴェルデンベ

ルグ州でも同様な指摘を受け削除している。EU委員会の

考えは、硝酸塩指令という法規がある以上、基礎的支払

いを受ける、受けないにかかわらず農家は当然なさねば

ならないとするものである。しかし、求められている実

施項目のレベルが高度であり、実施する側からはクロス・

コンプライアンスのレベルを超えていると感じられたの

だと推察される。

８.１.２ 高度レベルスチュワードシップ

　ここまで紹介した入門レベルスチュワードシップがイ

ングランド全域の農業者を対象としていて、農場平均で

1haあたり 30ポイント以上のポイントを設定できればど

の農業者も無審査で事業に参加できるのとは異なり、高

度レベルスチュワードシップは環境重点地区の農業者を

主な対象とし、審査を通った農業者のみが参加を許され

る。報酬も入門レベルが 1ha30 ポンドと固定されていた

のに対して、高度レベルでは選んだオプションによって

決まり、選べるオプションの数にも上限がない。契約期

間も異なり、入門レベルが５年であるのに対して、10年、

場合によっては 20年と長い。契約期間の 5年目に、農

業者側からも行政側からも契約を打ち切ることができ、

その際の違約金は発生しない。農業者は申請にあたって

達成する環境目標を宣言し、環境目標の達成に必要なオ

プションを選択する。そのさい選んだオプションをどの

ように管理するかは、宣言した環境目標にもとづき農業

者自らが決める。オプションのタイトルは多くが入門レ

ベルと似ているが、より環境保全的な規模や管理が要求

される。またオプション以外の管理方法も行政側との合

意があれば可能である。目標の設定や選ぶオプション、

その管理法に関して、政府機関（ナチュラルイングラン

ド）の担当者が農業者をしばしば訪問してアドバイスし、

それによって申請内容が変更されることもある。した

がった同じ目標であっても、個々の農業者によって実施

するオプションは異なり、同一オプションであっても管

理方法が異なる。審査では実施によって目標に見合った

結果がえられるかが問題にされ、農地が環境重要地区に

あると申請が優遇される。「はじめに」の節で紹介した

イサベラ・トゥリーの著書（トゥリー 2020）では、高

度レベルスチュワードシップに申請したさいに農地が重

点地区内でなかったためや、目標が農業をやめて農地を

自然復元するという、当時のスチュワードシップでは想

定外であったための採用までの苦労の過程が記されてい

る。

　高度レベルスチュワードシップのオプションには、耕

地の草地への転換や農地内での湿地やヒースの維持と復

元、アシ原の維持と復元など、全体で 13群 109オプショ

ンがある。そのなかには初級レベルにもある生け垣の管

理もあるが、その支払いは 100m あたり 54ポンドであり、

初級レベルの生け垣の管理の両側管理のおおむね 22ポ

ンドよりも高い（初級レベルの生け垣の管理の両側管理

は 22ポイントだが、受給額が正確に 22ポンドとは限ら

ない。1haあたりの平均ポイント数が 30ポイントを超し

ていれば 22ポンド未満になる）。全般に管理方法の規定

が初級レベルより文面が短く、農業者の宣言した環境目

標に合わせた管理を行えるよう柔軟性を持たせてある。

農業者が環境目標を持つこと、契約期間の 5年目で再審

査があり目標達成の見込みがないと契約を打ち切られる

ことから、高度レベルスチュワートシップは結果指向的

であるとも言える。和泉（2013）は、個別農場における

高度レベルスチュワードシップの実施例について紹介

している。トゥリーはみずからの発案で申請したが、逆

に行政側のほうが、地域の環境目標を達成するために戦

略的に農家に働きかける手段として、高度レベルスチュ

ワートシップを用いることも多い。この場合は、行政が

農家からの申請を待つのではなく、自らしかけていると

言える（注）。

　

（注） 高度レベルスチュワートシップへの応募を、行政

側から農業者に働きかける具体例を柿澤（2010、2012）

にしたがって紹介する。ピイークディスクリクト国立公

園では、2001 年にピイークディスクリクト生物多様性
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行動計画（Peak District Biodiversity Action Plan: 

PDBAP）を策定している。この行動計画のもとでの具体

的プロジェクトとして、国立公園の行政と民間の鳥類自

然保護団体（実際には RSPB）が共同で行っているピーク

バードプロジェクトがある。「ピークバードプロジェク

トは生息数が減少して危惧されているタゲリ（Lapwing）、

ダイシャクシギ（Curlew）、キバシヒワ（Twite）の生息

域を保全・修復し、生息数を回復することを目的とした

プロジェクトで、国立公園と RSPB が共同で行っている。

これら鳥類は湿性農地、牧草地、耕地などを生息地とし

ているため、農業経営と生息地保全・修復の両立が重要

となり、農家との共同が欠かせない。そこでこのプロ

ジェクトでは RSPB の専門家・会員が対象となる鳥類の

生息場所を調査し、生息場所を所有する農家に対して国

立公園庁が保全のための協力を働きかけ、了解が得られ

ると DEFRA の環境スチュワードシップスキーム（補注：

高度レベルスチュワートシップのこと）などを活用して

生息地保全・修復を組み入れた農業経営へと転換する支

援をすることとしている。国立公園庁には 5名の農家へ

のアドバイザーがおり、専門的な助言を与えているほか、

保全型農業のデモンストレーションなども行っている。

2001 年のプロジェクト開始から 2007 年までに 350 軒の

農家に働きかけ、145 軒の農家が何らかの生息地保全の

対応を行うなどの成果を上げた」（柿澤 2012）。

　行政側が高度レベルスチュワートシップへの応募を戦

略的に農業者に働きかける例には、他にイングランド内

で 4100 カ所指定されている特別科学拠点地区（Site of 

Special Scientific Interest: SSSI）に含まれる農地を

対象にしたものにもあることを、和泉（2012）が紹介し

ている。

８.２ ドイツとフランス

　ドイツでも農業環境事業は２層からなる。下部となる

第一層は農業そのものを環境に優しくすることを目的と

するものである。多くの農業者が参加し、肥料や薬剤の

低投入をめざした有機農業的耕地管理、草地の粗放管理、

蜜源植物帯の設定などを行う。上部となる第二層は特定

のバイオトープや特定の種の保全を対象としたもので、

目標を絞り込んだ管理を行う。石灰岩質草地、オーチャー

ドメドウ（開けた草地とその中の果樹団地）、鳥類の休

息地となる農地など、生物多様性への貢献が高い農地が

対象である。具体的な政策は州ごとに異なる。第一層に

おいて、あらかじめ定められた 24種の植物のうち４種

が農地に生育すると、支払いを割り増しする州（北部の

バーデン・ヴュルテンベルグ州）も存在する。農地の生

物多様性を高める管理を農業者がよりていねいに、もし

くは定められたこと以外の管理を自主的に行うことを誘

導する目的を持っている。農業者が植物の名前を覚える

ことで、野生生物に対する農業者の関心が高められると

いう（富岡 2011）。あらかじめ定められた植物が農地に

生育することはそれまでの管理の結果であるので、結果

指向的と言える（Batáry ら 2015）。北部のバイエルン州

（松田 2004）やバーデン・ヴュルテンベルグ州（富岡 

2011）では、鳥類の繁殖を保障するために、草地の刈取

を 6月中旬にまで遅らせるオプションを持っている。す

でに一部述べたが、バーデン・ヴュルテンベルグ州の行っ

ている農業環境事業（MEKA III）の全体について、高橋

（2011）とフェルマン（2011）がオプションを含めて紹

介している。他に市田（2001）にも解説がある。2017 年

現在の事業については、市田（2018）が、現場の様子や

グリーニング支払いへの対応も含めて紹介している。

　フランスでもドイツと似て、生物多様性の維持と水質

の管理を目標として有機的管理や粗放的管理、耕畜混合

農業、輪作を推進する、多くの農業者が参加する全国的

な制度と、営巣鳥を保全する草地管理などを行う地域単

位のものとからなる（Batáry ら 2015）。フランスにおけ

る農業政策については、石井（2001、2008）が詳しい。

８.３ オーストリア

　EU加盟国の中でも農業環境政策に熱心な国であるオー

ストリアについて、農業環境事業を石倉・藤井（2021）

にもとづいて紹介する。

　オーストリアでは、EUに加盟する 1995 年より前から

農業環境に注力した政策を行っていた。1987年からは「エ
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コ社会的農業政策（Ökosoziale Agrarpolitik）」の名の

もとに、経済、環境、社会を標榜する政策が始まった。

経済では経済的効率性を、環境では農業の粗放化と生態

系のバランスを、社会では小規模もしくは条件不利地域

にある農業者への援助と社会のバランスをめざす。オー

ストリア農業の特徴である有機農業への支援もすでに開

始時から行われていた。

　EU 加盟後には CAP のもとで農業政策がなされる

ことになり、農業環境事業は 1992 年以来 ÖPUL（Das 

Österreichisches Programm für umweltgerechte 

Landwirtschaft 環境適合的オーストリア農業プログラ

ム）の名で行われている。オーストリアでは、CAP 支給

予算の第２の柱への配分が高く 50％を超えていて (注）、

農業財政に占める割合も 21％と高い。

　2015 年から行われている第 5次 ÖPUL2015 は、次の 6

項目を目標とする。それらは、

　（１） 環境に適した農業の促進、

　（２） �文化的景観の景観美的価値および生態学的価値

の保全、

　（３） �栽培作物および有用家畜の遺伝的多様性保全、

　（４） �契約による自然保護、土壌保全対策、水保全対策、

それに有機農業の促進を通じた、国・地域の農

業政策および環境政策実施への貢献、

　（５）�農業における気候保全および気候変動適応への

貢献、

　（６）提供される環境サービスへの適切な補償の確保

である。ÖPUL への参加は自由だが、参加には CAPの第 1

の柱のもとで義務づけられるクロス・コンプライアンス

を守る必要がある。

　これらの目標を達成するための実施項目は 24 あり、

以下のように 7つに大別される。それらは、

　（１）�粗放化（有機農業、農業投入物の制限、殺虫剤・

生長促進剤の非使用、ワイン用ブドウ栽培・ホッ

プ栽培での農薬不使用）、

　（２）�水保全（浸食の恐れのある耕地の管理、予防的

地下水保全、地表水保全）、

　（３）�経験保全（環境に配慮した経営、山地放牧と家畜、

山岳草地の管理）、

　（４）�生物多様性促進（希少作物の栽培、絶滅のおそ

れのある家畜保全）、

　（５）自然保全（自然保全、Natura 2000）、

　（６）�気候保全（根覆いと直播き、地表近くでの水肥

散布）、

　（７）動物福祉（動物福祉）

である（Groier 2015）。農家に対する支払いは、これら

を組み合わせて行われる。

　ÖPULへの農業者の参加率は８割から９割と高い。しか

し、制度が複雑化、厳格化、支払い単価の削減、支払い

項目への不満から、参加者は減少傾向にある。支払い単

価の削減の背景には、CAP配分予算の削減がある。「オー

ストリアでは、農家が尊敬の対象とされ、農業は環境に

優しい産業だと理解されているため、農家を財政で支え

ることに否定的な声はほとんど聞こえない」（石倉と藤

井（2021））。

（注）EU加盟国で第二の柱にたいする配分比が 50％を越

えるのは、イギリス（54％）とオーストラリア（51％）

のみである。ちなみに、フランスが28％、ドイツが26％で、

最小はブルガリアの 6％である。（Rural Development in 

the EU Statistical and Economic Information 2012, 

2013 にもとづく）（石倉 2019）。

８.４ スウェーデン

８.４.１ 変化に富んだ農業景観

　スウェーデンでもオーストリアと同じく、EUに加盟す

る 1995 年以前から農業環境政策が行われていた。ここ

では CAP のもとで実施されている、2000-2006 年農業環

境政策を紹介する。その理解は、スウェーデンが国家と

して定めた 1999 年版環境目標にある「変化に富んだ農

業景観」を知っておくと容易になると思われるので、ま

ず交告（2006）によるその解説を要約して紹介する（注１、

２）。「変化に富んだ農業景観」に掲げられたその目標は、

　（１）�耕地の栄養状態のバランス。良好な土壌と腐植

質分を備え、汚染レベルが生態系の機能と人間
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の機能に影響をおよぼさないこと、

　（２）�環境への悪影響の最小化と生物多様性への貢献

をなすべきこと、

　（３）�長期的な生産能力を維持する方法で土地の耕作

をなすべきこと、

　（４）�開放的な農業景観を保持し、動植物が生息する

多数の小空間と水環境を保持すべきこと（注３）、

　（５）�伝統的な農業経営の所産である農業景観におけ

る生物学的、文化的および歴史的遺産を保存す

べきこと、

　（６）�貴重な農場の建物と周辺の一帯を保存すべきこ

と、

　（７）�絶滅危惧種とその生息空間、それに文化的環境

の保護をなすべきこと、

　（８）�農地における非栽培植物および動植物の生息空

間と分散経路の保存をなすべきこと、

　（９）�脅威となる外来種および遺伝子操作を受けた生

物を持ち込まないこと、

である。

　これらの目標を達成するまでの通過点となるべき中間

目標が立てられている。そのうち生物多様性にかんする

ものを以下に示そう。それらは、

　（１）�2010 年までに全ての採草地と放牧地が保存され

（注４）、その価値を維持するような方法で管理

されること。また、それを増やすこと、

　（２）�農地における動植物の小規模な生息空間が少な

くとも今日全国にみられる程度に保存され、ま

た増やすこと、

　（３）�2006 年までに、とくに狙いを定めた措置を必要

とする絶滅危惧種のための行動計画が進行して

いること、である。

（注１） 著者である交告（2006）はスウェーデンに 1年

間滞在し、その後も調査のために訪れた実体験と、環境

法を含む行政法の専門家としての蓄積をもって書いてい

る。ただ制度を俯瞰するというよりは、スウェーデン人

が自然好きであることの意味や内容、自然好きであるか

らこその環境関連の法制の変遷という観点をもって、ス

ウェーデン人の立場から解説しているので読みやすい。

氏は、スウェーデン滞在中に昆虫の専門家に同行して調

査を手伝っており、引用されている文献からも自然や自

然保護への造詣が深いことがうかがわれる。スウェーデ

ン人の立場から解説している点は、次の８.４.２で参

考にする広田（2006）にもいえる。この節は要約である

ため、制度の動機や背景を伴った紹介にはなっていない。

詳しくは交告（2006）、広田（2006）を直接参照されたい。

（注２）1999 年版環境目標にある「変化に富んだ農業景観」

の理解は、本文で書いたように「2000-2006 年農業環境

政策」を理解する助けとなるが、1999 年版環境目標にあ

る「変化に富んだ農業景観」の達成は、「2000-2006 年農

業環境政策」ではなく、次期の農業環境政策がになう。

（注３）人口希薄なスウェーデンでは、条件不利地で農

地の放棄が進行していて、森林化を招いている。

（注４）伝統的な農業経営の放棄とともにスウェーデン

特有の草原生態系が失われつつあり、現在その保全が喫

緊の課題となっている（交告 2006）。

８.４.２ 2000-2006 年農業環境政策

　ここでは広田（2006）にもとづいて 2000-2006 年農業

環境政策を紹介する。2000-2006 年農業環境政策は CAP

の第２の柱にあたるスウェーデン政府の「環境・農村振

興計画」の一部であり、そこから抽出して以下に示す。

　

2000-2006 年農業環境政策

　サブプログラムⅠ：�農業地域における生物多様性と文

化遺産の保全

　　　�半自然放牧地と手刈り採草地の保全をする（この

２つの草地については後述）

　　　価値の高い自然・文化遺産の保全をする

　　　�価値の高い自然・文化遺産（トナカイ農業地帯）

の保全をする
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　　　絶滅の危機に瀕する在来種の保全をする

　サブプロフタムⅡ：開放的で多様な農業景観

　　　環境にやさしい牧草地農業を行う

　サブプロフタムⅢ：環境にやさしい農業

　　　有機農業生産

　　　湿地と池の管理

　　　窒素浸透の抑制

　　　環境にやさしい茶色マメの栽培（エーランド島）

　　　環境にやさしいテンサイの栽培（ゴットランド島）

　　　水辺の保全

　以上が農業環境政策の項目である。環境・農村振興計

画にはこれとは別に、条件不利地域における直接補償や

農業者研修などが掲げられている。

　サブプログラムⅠにある半自然草地と手刈り採草地

は、景観および文化遺産価値の点から、スウェーデンに

おいて最も保護が求められているものである。半自然草

地とは、前節で紹介した「変化に富んだ農業景観を達成

するための中間目標」にある放牧地がこれにあたり、化

学肥料を投入せず耕起もしない永久放牧地である（広田 

2006）。手刈り採草地とは、年１回の、大鎌による刈り

取りが行われる採草地である（注）。現在では生産目的

での利用というよりは趣味やレクレーションの対象であ

り、市民との共同で草刈りが行われることも多い（広田 

2006）。農業地域における最初の国家環境保護プログラ

ムは 1986 年に作られ、それはまさに半自然草地の保全

と手刈り採草地の保全を目的としていた。

（注）かつてはイギリスの採草地も、年１回の大鎌によ

る手刈りを行っていた。そこでは鳥類の繁殖がほぼ終

わった後、もしくは繁殖期の後半に草刈りをし、手刈

りなので草刈り機でおきる地上営巣性鳥類の成体やヒ

ナの殺傷もない。このためかつては多くのウズラクイ

ナ（corncrake）やウズラ（quail）などが見られた。草

刈り機はまず馬引きのものが 1840 年代に導入され、そ

の後ゆっくりとイギリス国内に拡がっていった。1890年

代でもイギリスの 40％の採草地が手刈りであり、北西

イングランドと周辺の島々では土地が平らではないこ

ともあって 1950 年代でも大鎌で刈られていた（Newton 

2017）。

８.５ スイス

　スイスは EU加盟国ではないため、独自の直接支払い

制度を持つ。1995 年に、憲法改正にかんする国民投票で、

農民連盟の意見を取り入れた議会案を環境への配慮が不

十分として僅差で否定した。翌年の 1996 年に、環境・

消費者団体の提案を取り入れた憲法改正の議会案を賛成

77.6％で可決し、ここに環境を重視する直接支払いが始

まった（平澤 2007）。競争力の弱い農業を納税者負担で

保護し、環境保全的な農業を推進することが国民的な合

意になったのである（作山 2011）（注）。

　スイスの直接支払いには CAPの基礎的支払いに当たる

一般的直接支払いと、農業環境事業に相当するエコロ

ジー的直接支払いの２層からなる。EUにおける基礎的支

払いは、はじめ環境保全とは切り離されており、その後

クロス・コンプライアンス（1997 年）やグリーン条項（2013

年）の導入により、環境を考慮するように次第に変化し

てきた。これに対して、スイスの一般的直接支払いは、

制度の始めから景観や環境保全と密接に結びついたもの

であった（平澤 2010）。

　一般的直接支払いを受給には、エコ営農の認証を取得

しなくてはならない。

　エコ営農証明の要件は

　（１）肥料収支、

　（２）営農地での生態的重点地の確保、

　（３）輪作、

　（４）土壌保全、

　（５）農薬、

　（６）家畜福祉

の６項目について定められた基準を満たすことである。

満たすべき条件は EUのクロス・コンプライアンスより

ずっと厳しく、受給にあたっては准有機農業者になるの

に等しい（飯國 2001, 2011）。農業者は、2）の生態的
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重点地を確保する要件を満たすために、所有する農地面

積の 7％（酪農農業者は 3.5％）を生態学的重点地とし

て指定しなくてはならず、そこでは肥料や農薬の散布が

制限され、農地の端に緑地帯を設けることなど、求めら

れる方法で管理しなくてはならない。生態学的重点地に

は 1５のタイプがあり、そのうちの 8タイプでは、より

環境に配慮した管理をすると、より額の多い支払いであ

るエコロジー的直接支払いを受けることが出来る（表

2）。農業環境事業に相当するエコロジー的直接支払いに

は、あらかじめ定められた指標植物種が農地にみられれ

ば補助金が上乗せされるという、ドイツで見られた結果

志向的な評価オプションもある。さらに農業者がグルー

プを作り、特定の１ないし複数の種を保護することを目

標として生態学的重点地を増やしたり、その質の向上や

相互の連絡性を高めたりするプロジェクトを提案するこ

とが出来る（飯國 2001、2011; Batáry ら 2015; 平澤 

2018）。グループを形成して、目標を定めて統一的に行

うことは、農業者がばらばらなオプションで管理を行う

よりも、生物多様性の向上に資すると期待される。イン

グランドでは、スイスより遅れて 2016 年から実施され

た田園環境事業でグループによる申請が新たに採用され

ている（11.2.1 参照）。2017 年現在のスイスの事業につ

いては、平澤（2018）が農業の現状を含めて詳しく解説

している。

（注） 作山（2011）は要約すると「スイス農家は所得の

９割が補償、日本に同じ制度は必要か」と問うインター

ネット上のアンケートを行っている。回答数が 65と少

ないが、回答の 46％に「自助、自立こそが工夫や進歩の

基盤、現状から少し補助を増やす程度でいい」との回答

を得ていて、興味ある結果を示している。作山は、この

結果から日本ではスイスのように関税から補助金への転

換に関する国民合意は「ない」としている。

　ただ回答者がスイスの農業補償をどのくらい知ってい

たかについては疑問が残る。EUにおける農産物の補償価

格引き下げに対応するために、スイスでも農産物の価格

引き下げをおこない、収入減となる農業者への補償とし

て直接補償があることの理解や、農業を通じて景観や生

物多様性といった公共財を国土に形成するため、農業者

に営農上の制限や努力を課していて、直接補償はその対

価であることの理解を、アンケートの回答者が持つのは

簡単ではないからである。

９ 学術と農業環境事業の策定

９.１ イギリス

　和泉（2021）は、イングランドでは農業環境事業が大

きく変更されるさいに、「その事業が生物多様性の向上

などに貢献しているか、農業経営や地域社会にどのよう

な影響をおよぼしているか」の評価をし、その評価の実

際が大学に委託される例をとりあげている。また「農業

環境政策の検討においては、担当省庁である環境食糧地

域省（Defra）は農業団体、環境保全団体、環境研究機

粗放的採草地*    
非集約的採草地* 
粗放的放牧地および木のある放牧地* 
粗放的な採草に用いられる湿地* 
生垣・雑木林・木のある土手* 
水路沿いの採草地 
野生種の花を播種した休閑地 
輪作休閑地 
農地の縁の粗放的作物生産 
輪作地の縁の粗放的採草 
自然の生物多様性を有するワインブドウ作付地 
授粉媒介者およびその他の有用生物のために 

花の咲く植物を播種した場所 
幹を高く仕立てた果樹* 
クルミの木* 
夏季放牧地内にある草地および 
           生物種の豊富な落葉落枝地* 

表２ 生態学的重点地となりうる場所の要件

（平澤 2018 を改変）

（*は高度の管理によって、エコロジー的直接支払いとし

てより多くの支払いを受けることもできる場所を示す）
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関との意見交換を密に行ない、それぞれの機関の政策に

対する意見は公開される」としている。

　このような省庁外の機関との密接な関係は、一つは農

業や環境に関するデータを環境保全団体や大学を含む環

境研究機関が蓄積しているからである。Defra が毎年公

表している農業経済統計（Farm Accounting in England）

が依拠しているのは、ケンブリッジ大学など６つの大学

ないし農業大学が 2300 強の農業データを収集し分析し

た「Farm Business Survey」である。一方、環境関連の

鳥類や昆虫の生息数や種数の変化に関する長期データは

環境保全団体が収集している（和泉 2021）（注１）。

　和泉（2021）はその論説の最後に、イングランドと日

本のあいだにある人材の蓄積と、非農業者・納税者の「環

境に配慮した農業」へのニーズの違いについて触れて

いる。人材に関して和泉は、「英国では Defra、Natural 

England（Defra によって資金援助される、自然行政に関

するアドバイスを行う政府外公共機関、時の政府から独

立し、透明性が求められる）、試験研究機関、農業・環

境双方の民間団体に人材が育ってきたと感じる。さらに、

農業者自身がこの 30年間の間に環境保全を意識するよ

うになり、環境と共存できる農業に関する知見を蓄積し

ていることも大きい」とし、「日本でも人材を育成しつつ、

人事交流などを通じて政策立案に専門家がかかわる体制

を作る必要があるだろう」としている。

　さらに非農業者・納税者の「環境に配慮した農業」へ

のニーズの違いについても違いがある。和泉は、「英

国も含めヨーロッパ諸国では、非農業者・納税者から

「環境に配慮した農業」に対する強いニーズがあり、こ

れが農業政策を変えてきた。日本の場合、そのような

世論が一般的となっているとはいいがたい。学術の側

から世論を変えていくような発信をしていくことが何

よりも重要だろう」としている。ちなみにイギリス生

態学会（British Ecological Society）は、2023 年１

月 26 日に示された Defra の次期農業環境事業につい

て、早くも２月 23日に見解を公表している（https://

www.britishecologicalsociety.org/part-2-will-elms-

achieve-their-environmental-objectives/）（注２）。

（注１） 鳥類にかんしては、多くのアマチュアが参加し

て、イギリス全域に設定された固定調査地点で鳥類の

センサス（個体数数え）が 1962 年から現在まで、毎年

行われている。主催しているのは BTO（British Trust 

for Ornithology）などをはじめとする民間団体であ

る。Common Bird Census（CBC）として調査が始まり、

Breeding Bird Survey（BBS）が 1994 年からこれを引き

継いだ。両者は調査法が異なるが、７年間の重なりがあ

り、データ間の較正を可能としている。BBS は CBC より

も調査法が簡単となり、その分より多くの調査区をラン

ダムに設定してセンサスが行われている。CBC の調査区

は、イギリス南部の平地に偏るという問題点があった

が、BBS はそれを解消している。CBC も BBC も調査区は

固定されていて、毎年同じ区を調査する。CBS の参加者

が 300-400 人なのに対して BBSは数千人である。

　BTO が主催する長期調査には他に Atlas of Breeding 

Birds（ABB）もある。これは分布調査であり、イギリス

とアイルランドを 10km 四方に分け、ごく一部を除いた

全域で種ごとの鳥の在・不在を調べている。これまで調

査を 1968-1972 年、1988-1991 年、2007-2011 年の 3回行っ

ている。

　これらによって得られたデータは農地での鳥の数の減

少を如実に示す（Hayhow ら , 2015）（第１節注２に CBC

センサスデータを用いた、農地における鳥類の減少を示

した報告を紹介した）。もし CBC と BBC による 60年を超

える長期センサスデータがなければ、鳥類におきた大き

な変化にたいして懐疑の念が向けられたであろうし、そ

れを受け入れたとしても、その変化を農業におきた変化

と結びつけることに、やはり懐疑の念が向けられたであ

ろう（Newton 2017）。

　イギリス全域を対象とした長期調査には、他に植物種、

植生、土壌、水系を対象とした Countryside Survey もあ

り、UK Centre for Ecology and Hydrology 研究所によっ

て 1978 年から継続されている。2010 年現在 591 カ所の

方形区が設置されていて、設置場所は伏せられている。

Countryside Survey でとられた農地のデータは、農地植
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物の減少を示している（Robinson and Sutherland 2002 

など）。チョウ類では The Wider Countryside Butterfly 

Survey (WCBS) が 2007 年から行われている。

　このような全国レベルの継続調査とは別に、イングラ

ンド南部の West Sussex 県では 62 km2 の農地について、

Game Conservancy によって植物、無脊椎動物、鳥類など

が 1970 年から個体数調査されている（Ewald ら 2020）。

　長期観察による農業環境事業の有効性の検証も行われ

ており、RSPB（the Royal Society for the Protection 

of Birds 英国鳥類保護協会）がケンブリッジにあるみ

ずからのHope農場においてそれを行っている（Aebischer

ら 2016）。Hope 農場では農業環境事業の検証だけでな

く、農地に生息する鳥類を保全するための手法を開発す

るため様々な実証実験を行っており、その成果をもとに

政府に対する政策提言を行っている（和泉 2017）。なお、 

RSPB は民間の自然保護団体であり、120万人の会員と職

員 2000 人を持つ。その Hope 農場は小麦栽培を中心とす

る経営面積 181ha を持つ畑作農場である（和泉 2017）。

全くの平坦地にあり、周囲に山や丘は見えない。ケンブ

リッジの北方にはフェンと呼ばれる大湿地帯が拡がって

いたが、排水によって多くが消失した。

　

（注２）イギリス生態学会の掲げる方針（policy）は、

"Supporting our members and combining their knowledge 

to promote ecological science and evidence-informed 

solutions"となっている。

９.２ スウェーデン

　交告（2006）はスウェーデンにおける環境法制の形成

について述べる中で、専門知識の吸収と結合について論

じている。彼はスウェーデンの環境法制について学ぶべ

きことは、「制度そのものではなく、制度をつくるに際

して、あるいは制度の運用にあたって、必要と思われる

専門知識を吸収して、それを総合しようとする姿勢であ

ると思う。それは制度の問題でもあるが、それ以上に制

度を支える人の資質の問題でもある」としている。ス

ウェーデンでは自然保護を担当する職員は、市、町、村

にあたる地方自治体（コミューン）であっても、自然保

護に必要な専門知識を持ったものを新聞で公募して採用

している。また自然保護担当者が立法行為にさいして協

議する法務部局の担当者も、スウェーデン人の特質とし

て自然のことをよく知っている。また、専門知識を要す

る課題にかんする意志決定のさいには、行政はその専門

知識を具えている団体に書面で意見を求める。各級レベ

ルの行政担当者間には親しい関係があり、大学の研究者

もそこに絡んでいる。

　広田（2006）もスウェーデンの農業環境政策の形成や

実施過程に付いて触れている。彼はスウェーデンの農業

環境政策とその到達点を EUの優等生と評価し、それを

もたらした６つの要因を挙げ、その一つに農業景観と生

物多様性にかんするデータの蓄積があるとした。「農業

環境政策の実施にあたっては、その前提として保全すべ

き農業環境や生物多様性についての合意が存在しなけれ

ばならない」。その合意は「スウェーデンでは大学の研

究所、財団などで、国内の生物やその生息・生育地に関

する調査研究が長年にわたって進められてきており、保

全すべき農業景観や生物多様性についての知見について

ある程度の蓄積があった」ためとしている。

　以上、和泉（2021）、交告（2006）、広田（2006）を引

用して学術と農業環境事業の策定についての論議を紹介

したが、これらの著者の「思い」は伝えられていない。

それぞれの記事を直接読めば、より詳しい情報だけでな

く、これらの著者らの思いも伝わるはずである。

10 農業環境事業の有効性

―生物多様性を高めているか

　農業環境事業には 2007-2013 年に 345 兆ユーロにおよ

ぶ大きな予算が投じられているので、その効果を科学

的に検証し、政策の改善に生かさねばならない（Batáry

ら 2015）。生物多様性にたいする農業環境事業の効果を

検証する報告は、多くが 2000 年代に入ってから発表さ

れるようになった。農業環境事業は 1992 年に始まって



60

紺野康夫

いるので、研究成果がでる前に５～ 8年の時間経過を必

要とした事になる。これらの農業環境事業の効果にかん

する研究を概観するにあたって、ここでは個々の報告を

紹介するのではなく、それらを集めてメタアナリシス

（meta-analysis）という方法で総合的に分析した５つの

研究を紹介することとする。

　メタアナリシスとは、ある仮説が正しいか、もしくは

ある実験的操作が有効であるかについて検討している複

数の研究を総合して、その仮説が正しいか、もしくはそ

の操作が有効であるかなどを、統計的に検討する方法で

あり、効果の有意性の検定も可能である（Gurevitch ら 

1992, 2001;  Borenstein ら 2009; 野口善令 2019）。農

業環境事業の評価にかんしては、冬期に鳥類に餌を与え

るといった操作の有効性が問題とされることがある。従

来から用いられた最も単純な方法は、票数え法（vote-

counting method）であり、肯定的報告と否定的報告を

一つずつ数え上げ、得られた総数をχ２検定などで評価

する。しかし、票数え法は時に誤った結論を導く可能性

がある。対立仮説が棄却されたときにありがちな解釈の

誤りに起因するのであるが、ある操作の効果にかんして

帰無仮説が棄却され有意な違いがないことが、無効と同

じ扱いをされることがままある。すると帰無仮説が棄却

されなかったとした 10の研究があると、票数え法では

有効 0、無効 10でこの操作は全体として有効ではないと

結論される。しかし、個々の実験では単に反復数が少な

くて検出力に欠けていただけなのかも知れない。もし対

立仮説の否定がサンプル数の不足から起きているのであ

れば、10の実験をあわせて一つにし、改めて検定すれば

帰無仮説を棄却できる可能性もある。また、有効５，無

効５であっても、有効であった５つの研究のほうが無効

の５つの研究よりも効果が大きかったり、データのばら

つきが小さかったり、サンプルの数が多かったりすれば、

より信頼が置けるとして、全体として効果ありと判定し

ても良いかもしれない。メタアナリシスはこのようなあ

りがちな問題に対処するために考案された手法であり、

ある処理に関する有効性について複数の報告を総合して

統計的に分析することができる。そこでは個々の研究で

えられたデータが持つ効果の大きさ（処理と無処理の差

など）をそれぞれのデータの標準誤差で割って重み付け

（つまり分散とサンプル数を考慮している）、そのうえで

全ての報告にわたる平均を取り、標準誤差を計算すると

いう方法がよくとられる。これにより、効果が大きく、

標準誤差の小さい研究を重視したうえで全体を評価する

ことになる。得られる効果の大きさは、コントロール（比

較基準、おおくは無処理）と比べた測定値の変化の絶対

値ではなく、コントロールと比べた相対値である。

　メタアナリシスはあくまで入手できた報告に基づいて

検討するので、結果がネガティブだったために発表され

ず、分析のさい利用できない研究があるとすると、本来

あるべき“効果なし”とする研究が少なすぎて結論にバ

イアスが生まれる。出版バイアス （publication bias）

とよばれる問題である。この問題に対処するため、メタ

アナリシスでは出版バイアスが存在する可能性を検知

し、出版バイアスがあったために誤った結論となってい

ないかを検討することが可能である。それでは次に、メ

タアナリシスによって農業環境事業の有効性について分

析をした報告を、理解に必要な概念や問題点とともに紹

介する。

　ここで紹介するメタアナリシスを用いた報告は、2つ

が生物多様性にたいする有機農業の有効性にかんするも

の（Bengtsson ら 2005; Tuck ら 2014）、3つが生物多様

性にかんする農業環境事業全般の有効性にかんするもの

（Batáry ら 2011; Scheper ら 2013; Batáry ら 2015）で

ある。いずれも過去に出された報告を、メタアナリシス

の手法によって総合的に分析している。農業環境事業の

有効性を知る目的で有機農業を扱った理由は、多くの加

盟国の農業環境事業が農業の粗放化を目指し、農薬の使

用量を著しく少なくすることから有機農業を奨励してい

る事と、それ自体が生物多様性を高めるものとみなされ

ているためである。有機農業を扱った 2つの研究と農業

環境事業をあつかった 3つの研究は、材料（標本）とし

た個別の研究が大きく重なっているので、これらは互い

に独立した結果とはいえない。また、有機農業を扱っ

た 2つの研究の間でも、農業環境を扱った 3つの研究の
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間でも著者が重複するので、異なる研究者が独立に検

討した研究ともいえない。さらに Scheper ら（2013）と

Batáry ら（2015）の２つの研究は分析対象とした報告を

ヨーロッパにおける例に限っているが、Bengstsson ら

2005）、Tuck ら（2014）、Batáry ら（2011）の 3 つの研

究はヨーロッパに限っていない。しかし、たとえば有機

農業を扱った Tuck ら（2014）では 3/4 がヨーロッパに

おける研究であり、農業環境事業ではさらにその割合が

高くなると考えられるので、これらのメタアナリシスは

おおむねヨーロッパにおける状況を分析していると見な

して良いだろう。これらの５つは、材料として用いた資

料や著者が重なるが、検討した事柄には違いがある。

　個別にメタアナリシスの結果を紹介する前に、農地ス

ケールと景観スケールの２つの空間スケールについて簡

単に説明しておこう。このうち、農地スケールとは、環

境事業が実施される個々の農地の空間規模である。一方、

景観スケールとはその農地を含むより大きな空間的拡が

りであり、生物の分散をとおして農地スケールの生物多

様性に影響する範囲をさす。鳥類は農地スケールを越え

て行動するので、個々の農地での個体数が景観レベルの

状況に影響されるのは当然である。しかし鳥類に限らず、

ほとんどの生物は生涯のうちのどこかで空間移動をする

時期を持つので、たいがいの生物にとって個々の農地の

個体数は程度の差こそあれ、景観レベルの状況に影響さ

れると言って良い。空間移動を考慮に入れるならば、生

物個体を供給できる場所（供給源 source）が周囲にな

ければ、事業を行っても当該農地（受容地 sink）での生

物多様性の向上は限られることが分かる。農地スケール

の事業効果に与える、景観スケールのありようについて

は、10.２で紹介する Tcharntke ら（2005）の仮説があり、

以下に紹介するメタアナリスも、５つのうち３つがこの

仮説で予想される効果が、事業を行った農地で検出でき

るか確かめている。

10. １ 有機農業の効果

10. １. １ Bengtsson ら（2005）

　とりあげるメタアナリシスのうち、生物多様性にあ

たえる有機農業の効果について検討したのは Bengtsson

ら（2005） と Tuck ら（2014）の２つである。このうち

Bengtsson ら（2005）は、2002 年までに発表された 66

の報告を用いて、有機農業をおこなっている農地と在来

農業をおこなっている農地について比較した。対象とし

た生物は鳥類、節足動物、植物、土壌生物の４分類群

であり、それらの種数と存在量（個体数や質量（≒重

さ））を扱っている。あつかった４分類群を一括した分

析で、有機農業は在来農業よりも、種数を 30％、存在

量を 50％増やすことが示された（いずれも 5％水準で有

意）。次に個々の分類群をみてみると、土壌生物では見

られなかったものの、種数では鳥類、節足動物、植物の

３分類群において有意な増加が見られた。個体数や生物

量といった存在量についてみてみると、節足動物を除く

鳥類、植物、土壌生物の３分類群で有意に増加した。節

足動物全体で有意な増加が見られなかったのは、増えた

グループと減ったグループが混在していたからである。

増えたグループは害虫の捕食者として期待されるクモ類

であり、逆に減ったグループは農業害虫である鱗翅目の

一部、アブラムシ、植食性昆虫、それにセンチュウであ

る。有機農業によって、害虫駆除をする生態系サービス

が向上したと言える。多くの研究がオサムシ類を取りあ

げているので、これだけを取り出して分析すると、有機

農業を行っている農地でやはり増加していた。

10. １. ２ Tuck ら（2014）

　Tuck ら（2014）は、Bengtsson ら（2005）が用いた報告に、

2003-2009年に発表された文献を加えた94報告 （184例）

について、種数の増減を検討した。彼らは、分析の過程

で出版バイアスの存在を検知したが、検討の結果、その

ことが結論を左右するとは認められなかった。

　あつかった植物、節足動物、鳥類、土壌微生物を区別

せず一括して分析すると、有機農業を行っている農地の

ほうが在来農業を行っている農地よりも34％種数が増え

ていた。分類群別にみても、在来農業と比べて有機農業

のほうがどの分類群においても種数が多く、なかでも植

物の増加が70％増と顕著であった。植物の種数が増えた



62

紺野康夫

理由について、彼らは除草剤の散布を制限した効果であ

ろうとしている。出現した生物を分類群ではなく、生産

者（植物）、植食者、捕食者、ポリネーター、分解者 ､

その他の 6つの機能群に分けて種数の増加を検討したと

ころ、どの機能群においても種数の増加が見られ、とく

に生産者（植物）とポリネーター（50％増）で顕著であっ

た。

　また、みられた種数増加の大きさは営農形態によって

異なっていて、当該農地が耕地の場合で高く、当該農地

が草地や果樹園の場合で低かった。この理由について、

Tuckらは非有機の耕地では化学肥料や薬剤の散布をくり

かえすので、それらの散布をひとたび制限するとそこに

存在しうる種の数が大きく増加するためだろうとした。

　彼らはさらに個々の研究が調査対象とした農地を含む

景観のありかたの影響についても検討している。当該農

地を含む景観における耕地面積（畑作面積）の割合を説

明変数とし、これにたいする応答変数を、有機農業を行っ

ている当該農地での出現種数（M）と慣行農業を行って

いる周囲の農地での出現種数（N）との比の対数値（log(M 

/ N)）として回帰した（注）。すると、いずれの分類群も、

景観にしめる耕地面積の割合が増加するほど、慣行農業

に対する有機農業の出現種数の比が大きくなった。つま

り、耕地に囲まれた農地で有機農業を行うと、耕地に囲

まれていない農地で行うよりも、生物多様性の向上率が

大きくなると言うことである。耕地の割合が高いような

所では、おしなべて農地の生物多様性がもともと小さい

のかも知れない。彼らは違いを比で表しているので、周

囲の農地の多様性の値（N）が小さいと有機農業での向

上効果（log(M / N)）が強調され、そのことが影響して、

耕地の面積割合が高いほど出現種数の比の向上率が大き

くなった可能性がある。彼らはそのことは検討していな

い。いずれにせよ、有機農業の効果は、景観のあり方に

左右されることが分かった。

（注）Nを、有機農業を行う前の当該農場における種数と

一致すると考えると、M/Nは種数の増加率となる。

10. ２ 農業環境事業の効果

　次に、農業環境事業にもとづいた農地管理がもたらす

生物多様性の向上効果について、メタアナリシスによっ

て検討した論文を３つ紹介する。それらは Batáry ら

（2011）、Scheper ら（2013）、Batáry ら（2015）である。

これらの分析では、有機農業も農業環境事業の一つとし

ていて、さきにあげた Bengtsson ら（2005）や Tuck ら

（2014）の有機農業に関する２つの論文が材料とした報

告も標本として加えている。3つの論文のうち Batáry ら

（2011）以外は、メタアナリシスの標本となるオリジナ

ルな報告をヨーロッパに限っている。これらの 3つの論

文は農業環境事業を行うことで生物多様性や生物量が有

意に増加したかを確かめるだけでなく、Kleijn ら（2011）

があげた農業環境事業の効果に影響する３つの要因につ

いても検討をしている。そこで、これら３つの論文を個々

に紹介する前に、まず Kleijn ら（2011）のあげた 3つ

の要因、すなわち対比、景観の複雑性、集約度について

以下に説明する。

10. ２. １ Kleijn ら（2011）のあげた 3つの要因

　Kleijn ら（2011）があげた 3 つの要因のうち、その

第１の要因は対比（contrast）である。対比とは、事

業の実施がもたらす生育地の環境改善の大きさの指標

である。第２の要因は景観の複雑性（complexity of 

landscape）で、農地以外の景観要素が果たす役割を総

合的に考える景観スケールでの指標である。第３の要因

は集約度（intensity）で、当該する農地での農業的土

地利用の強さを表す指標である。

　第一の要因である対比が大きければ農地環境の改善が

大きくなされたわけであるから、種数や生物量の増加

も大きくなることが期待される。じっさい、Hinsley ら

（2010）や Hammers ら（2015）は、人為的に与えた冬期

間の餌の量が多いほど鳥類の数も増えることを確かめ、

対比の大きさが農業環境事業の効果に影響することを示

した。ここで紹介するメタアナリシスでも対比を表す指

標を選び、その大きさと事業の効果の関係を検討してい

る。
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　しかし同じ大きさの対比が与えられたからといって、

同じ効果が生じるとは限らない。対比の効果に影響する

要因は２つあり、１つは景観の複雑性、もう一つは集約

度である。

　同じ対比の大きさであっても、Tscharntke ら（2005）

は景観の複雑性の違いによって事業の効果は違ってく

ると予想した。景観の複雑性を環境事業に影響する第

２の要因とした Kleijn（2011）は、この予想を踏襲

しているのである。Tscharntke ら（2005）は、Andrén

（1994）、Tscharntke ら（2002）を参考に、景観に占め

る農地面積の割合にもとづいて、景観を次の 3つの階

級にわけた。それらは、ほぼ農地のみ景観（cleared 

landscape）（半自然生育地の面積 ＜ 1％）、単純景観

（simple landscape）（半自然生育地の面積 1-20％）、複

雑景観（complex landscape）（半自然生育地の面積 ＞ 

20％）である。これらのうち、ほぼ農地のみ景観では生

息地の創出や改善があったとしても、移出源となる生息

地が近くにないために、周囲から当該農場への生物の移

入が活発でなく、大きな種数の増加には結びつかない。

一方、景観が複雑すぎても、そのような景観下では農地

レベルでの生物多様性がもともと高いために、新たに移

住してくる個体には先住の同種個体がいて、やはり種数

の増加には結びつかない。そこで、彼らは、最も事業の

実施が大きな効果を持つのは、中間の単純景観であると

した（図３）。ここでは、この Tcharntke の仮説を景観

複雑性仮説と呼ぶことにする。Concepción ら（2012）は、

Tscharntke（2011）の仮説を、さまざまな景観複雑性を

持つヨーロッパ６ヶ国 18地域における 112の耕地と 120

の草地の調査結果にもとづいて検討した。その結果、植

物、鳥類、クモ類、ハナバチ類の種数について、単純景

観でもっとも大きくなるという、仮説を支持する結果を

えている。

図 4. 同一量の対比であっても農地の集約度によって効果が異なるとする Kleijin ら（2003）の

仮説を示すシェマ。矢印は、事業によって起きる集約度の低下を示す

図 3. 景観の複雑さが農業環境事業の効果におよぼす Tcharntke ら（2005）の予想を示すシェマ。

景観の複雑さは、景観に占める半自然生育地の面積割合で示される。
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　第３の要因である集約度について、Kleijn ら（2011）

は、2つの農地に対して大きさの同じ対比が事業の実施

によって与えられても、事業前の農地の集約度が違うと

事業の効果も異なるとした。彼らは、粗放的管理をさ

れている農地と集約的管理をされている農地を比べる

と、双方に同じ大きさの対比が与えられた場合、つまり

同程度の粗放化が行われたとき、そこでの種数や存在量

の増加量は粗放的な管理を前歴に持つ農地のほうがよ

り大きいと言うのである。Kleijn ら（2011）は、これ

を土地利用介在保全効果仮説（the land use-moderated 

conservation effective hypothis）と呼んだが、ここで

は単に集約度仮説と呼ぶことにする。

　この集約度仮説は、Kleijn ら（2009）がヨーロッパ

における草地 130、耕地 141 を調査して、農地にみられ

る植物の種数が農地への窒素投入量の増大にともなって

指数関数的に減少することをえたことから導かれた（図

４）。指数関数的な減少が生ずるのは、出現種数の 70％

を占める、1％未満の被度を持つ希産種が集約度の増加

にともなって指数関数的に減少することに拠っている。

つまり、希産種はもともと窒素投入量の少ない農地に多

く存在するが、窒素投入量がわずかに増加してもそこか

ら消滅してしまう傾向を持ち、その消滅は、肥料に対す

る反応性の良い競争力の大きい少数の種が優占して、希

産種を競争排除することで起きる。Kleijn ら（2009）の

結果は、Kleijn and Sutherland（2003）が概念的に示

した、集約度と出現種数との関係を裏付けたことになる。

今、窒素投入量の増加に伴って出現種数が指数関数的に

減少することを正しいと認めると、事業の実施によって

窒素投入が減ると、農地にみられる生物種数は指数関数

曲線にそって、X軸の右から左に移動しながら増加する

ことになる（図４）。指数関数的減少曲線は下に凸の曲

線であるため、そうであれば同じ集約度（＝投入窒素量）

の低下であっても、集約度の低い農地（＝これまでの投

入窒素量の少ない農地）ほど接線の負の傾き（の絶対値）

が大きくなるので、投入窒素量の低下によってもたらさ

れる種数の増加が大きくなる。このことから Kleijin ら

（2011）は、対比の大きさが同じでも、その効果は集約

度によって異なるものと予想した。ただし、下に凸の曲

線が、多くの生物で検出されたものではないことや、集

約度がすでに低い農地で、集約度の高い農地と同じ程度

の集約度の低下を実現するのは簡単ではないことにも注

意すべきである。

　これから紹介するBatáry ら（2011）、Scheperら（2013）、

Batáry ら（2015）の農業環境事業の効果にかんする３

つのメタアナリシスでは、Kleijin ら（2011）の挙げた

３つの要因のうち、対比仮説と集約度仮説を Scheper ら

（2013）が、景観の複雑性仮説を Batáry ら（2011）と

Scheper ら（2013）が検討している。

10. ２. ２ Batáry ら（2011）

　Batáry ら（2011）は、種数に関して 47報告の 109 観

察例を、存在量に関して 46報告 114 観察例を分析した。

イギリスがそうでないわけではないのだが、大陸ヨー

ロッパでは農業環境事業の多くがとくに農地の粗放管理

を目指すものとなっている。このことを反映して、分析

の対象とした農地で行われていた農業環境事業の75％は

有機農業であった。

　この論文で検討した分類群である節足動物、鳥類、植

物を区別せず一括して分析すると、農業環境事業は、種

数、存在量のどちらも有意に増加させていた。この増加

は耕地、草地のいずれでも、またほぼ農地のみ景観を含

む単純（非農地割合 ＜ 20％）、複雑（> 20％）のいず

れの景観でも起きていた。そこで、種数や存在量の増加

の程度に景観の複雑性が影響していないか検討したとこ

ろ、耕地において、複雑な景観下と比べて単純な景観下

で種数の増加が有意に大きく増加していた。一方、草地

では景観の複雑さの違いは種数、存在量の増加量のいず

れにも有意な影響をあたえていなかった。耕地におい

て複雑な景観下よりも単純な景観下で種数の増加が大

きかったことは、Tcharntke ら（2005）の予想を支持し

ている結果と言ってよい。草地で、景観の複雑さの違い

が種数や存在量のいずれにも有意な影響をあたえていな

かった点について、彼らは、耕地では植生を完全に除去

するので、半自然生育地からの移入は草地より耕地にお
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いて重要であるためとした。いっぽう草地は多年生の農

業生態系であり、そこには安定した動植物群集がすでに

存在していて、周囲の種プールから侵入する個体の定着

を妨げていると考えた。

　もし、耕地と草地に移入にかかわるそのような違いが

あるのであれば、農業環境事業の効果は草地よりも耕地

において大きいはずである。しかし、分析した農地では

分類群を一括した全種数において両者に有意な効果の違

いはなかった。つまり事業による集約度の減少は、耕地

でも草地でも同程度の効果をもたらしていたのである。

この点について、集約的な管理の下にある草地の集約度

は耕地のそれと変わらず、いっぽう粗放的に管理され

ている耕地では薬剤散布による攪乱体制（disturbance 

regime）が草地における放牧や年１回の採草と同じレベ

ルであるためではないかとした。つまり、集約度という

観点からは、両者に違いはないとしたのである。しかし、

耕地と草地の種数で見られた農業環境事業がおよぼす効

果の違いが、両者の植生の安定性の違いによるとしたこ

とと、耕地と草地で農業環境事業の効果の大きさに違い

がないことが、集約度や攪乱体制に両者に違いがないた

めとしたことには矛盾があるように思われる。

　彼らは、続いて送粉者、草食動物、植物の３つの機能

分類群ごとに、農地を単純景観と複雑景観にわけて事業

の効果を検討した。すると、送粉昆虫のみが耕地と草地

のいずれにおいても、単純景観でのみ有意な事業の効果

が検出され、複雑景観では検出されなかった。このこと

は、景観の複雑性が事業の効果にあたえる影響が機能分

類群によって違う可能性があることを示している。送粉

昆虫が景観複雑性の影響を受けていた理由について、送

粉昆虫は、半自然植生からの距離に移入が敏感に影響さ

れるためとした。

10. ２. ３ Scheper ら（2013）

　Scheper ら（2013）は、研究が行われた地域をヨーロッ

パに、対象生物を送粉媒介者にそれぞれ絞って、種数と

個体数にたいする農業環境事業の効果を検討した。その

さい Kleijin（2011）があげた対比、景観の複雑さ、集

約度の３つが与える影響についても検討した。標本とし

た報告は 71である。分析の結果、農業環境事業は、農

地が耕地であるか草地であるかの区別なく、送粉媒介者

を種数、個体数のいずれも増やすことが分かった。ただ

し、その増加の程度は農地のタイプによって異なり、耕

地の方が草地よりも大きかった。この点は、先の Batáry 

ら（2011）の結果が耕地と草地で事業による種数の増加

に差がないとしたことと異なっている。耕地の方が送粉

媒介昆虫を増やした理由について、彼らは、1）草地で

は攪乱の大きいところであっても送粉媒介昆虫の適切な

営巣地と採餌植物を保っているため、攪乱を減らしても

送粉昆虫はそれほど増えないため、2）草地ではすでに

多年生植物が密生しているので新たな植物種の定着がむ

ずかしいことから、事業によって生ずる蜜源植物の増加

が限られているための２つをあげた。

　さらに彼らは対比の大きさによって、事業の効果が異

なるかを検討した。まず事業を実施していない近傍の農

地に見られる広葉草本の種数や被度を、当該農場に存在

した事業開始前の広葉草本の種数や被度であると想定し

た。この想定のもと、事業を行った農地とその近傍の農

地に見られる、広葉草本の種数や被度の差を事業がもた

らす対比の大きさと彼らは定義した。そして、このよう

に定義した対比が、ハナバチ（対比の効果の検証では、

送粉媒介者のうちのハナバチのみを対象とした）の種数

にあたえる影響を検討したのである。その結果、対比の

大きさが増加すると、耕地ではハナバチの種数や数が有

意に増加したが、草地では明確な関係がえられなかった。

　さらに、Scheper らは集約度仮説についても検討して

いる。彼らは、事業開始前の広葉草本の推定量、つまり

近傍の農地でみられる草本の種数や被度が小さい農地ほ

ど、事業前の集約度が高いものと仮定し、耕地ではこの

ように仮定した事業前の集約度が高い農地ほど、事業を

行うことでハナバチの種数や数の増加量が増加したが、

いっぽう草地ではハナバチの種数や数の増加量と事業開

始前の集約度とのあいだになんらかの関係が認められな

かった。このことから集約度仮説は耕地では成り立った

が、草地では成り立たなかったとした。彼らは、集約度
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の指標を、農地への投入窒素量に代えて集約度仮説をさ

らに検討している。すると Kleijin ら（2009）の予想に

反して、もともとの集約度は、耕地でも草地でも事業の

効果の大きさに影響をあたえていなかった。つまり、事

業によって窒素を一定量減らしても、窒素投入量がもと

もと小さい農地で、訪花昆虫の種数や数が、窒素投入量

がもともと大きい農地と比べてより大きく増加するとい

うことはみられなかった。その理由として、窒素投入量

の増加とともに、植物の場合は指数関数的に種数が減少

するが（Kleijin 2009）、送粉媒介者の場合は直線的に

減少するためかもしれないとした。集約度仮説における

集約度が窒素投入量にもとづいていたので、窒素を集約

度の指標にした場合も彼らは検討したのだと思われる。

しかし、窒素施用量と農地で開花している花量との間に

はそれほどの相関が望めないので、集約度とハナバチ量

の増加との関係が明確にえられなかったのは、むしろ当

然であろう。

　景観の複雑性にかんしても彼らは検討していて、ほ

ぼ農地のみ景観（半自然生育地の面積割合 ＜ 1％）や

複雑景観（＞ 20％）よりも、中間の単純景観（1-20％）

で効果が大きかった。この結果は Tcharntike ら（2005）

の予想を裏付けたことになる。

　彼らは、さらに事業の実施オプションの差異がもたら

す効果の違いについても検討した。比較した事業オプ

ションは、蜜源植物の播種、イネ科植物の播種、有機農

業の実施であり、この 3つのうち蜜源植物を播種した農

地で、当然ながら送粉媒介者の種数や数が最も多く増え

た。

　以上より、送粉媒介者を最も多く増やすには、景観の

複雑さにおいては単純景観（半自然生育地の面積割合 

1-20％）で、集約度においてはもともと蜜源植物の少な

い耕地で事業を行うことが望ましいことが、このメタア

ナリシスの結果より分かる。ただし、このような場所

は、すでに希産種が失われている景観であるので、事業

によって増えるのは普通種である。普通種の増加は生態

系サービスの向上には良いが、希産種が問題となる生物

多様性それ自身の向上には、それほど大きな効果がない。

したがって生物多様性の向上をはかるには、複雑な景観

の中にありながらも生物多様性が減少しつつある多くの

農地も事業の対象とすることが必要である。また事業の

内容によって効果が違うことから、事業内容は目的に合

わせて決める必要がある。

　最後に彼らは研究の問題点を指摘している。それは、

標本とした多くの調査が、訪花中の個体を事業実施した

農地で記録しているので、送粉媒介者が周囲から当該農

地に誘引されて個体数が増えたように見えるのか、個体

群そのものが大きくなった結果なのか分からないことで

ある。もし、個体群が大きくなっていないのであれば、

事業の効果とされたものは見かけの効果にすぎない。

　また、この研究も Batáry ら（2011）も、複雑な景

観下では訪花昆虫の種数や数がもともと多いという、

Tcharntke らの仮説の前提を、論文のなかで検討しては

いない。

10. ２. ４　Batáry ら（2015）

　最後に Batáry ら（2015）によるメタアナリシスを紹

介する。Batáry ら（2015）は、農業環境事業全般の効

果だけではなく、経験や科学的研究の蓄積にともなう

事業の改善効果についても検討した。分析は、EU加盟

国とスイス、ノルウェーの 30カ国で行われた事業の検

証をした 103 の報告（284 例）を材料として、種数につ

いてのみ分析した。事業の改善の分析は、103 の報告を

1981-2006 年に発表されたものと、2007-2009 年に発表

されたものの２つの時期に分け、両者間で種数の増加に

あたえる効果の大きさを比較することで行った。事業を

行うことで２つの時期とも種数が増加しているので、農

業環境事業は事業の時期によらず有効であることが示さ

れた。しかし期待された、時期による種数の増加の違い

は見られなかった。ただし、この結果から、彼らは事業

について改善が見られないとは単純に結論してはいな

い。なぜなら、ベースラインの変化があるからである。

この間、ヨーロッパにおいて生物多様性は一貫して減少

し続けている。そうであれば、事業を行った農地へ個体

を供給するのに必要な、背景となる種のプールが年とと
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もに縮小していて、このため事業が農地環境をより大き

く改善しても、えられる種数の増加の程度は以前と変わ

らなかった可能性もあるからである。

　Batáry ら（2015）は、さらに事業が行われる場所が生

産地内であるか生産地外であるかによって、えられる効

果の大きさに違いがあるかについても検討した。生産地

内の事業とは、たとえば有機農業化、草地の草刈り時期

の変更、越冬刈り株の実施（収穫後に畑起こしをせず、

そこに育った雑草が鳥の餌となる種子を冬期に提供する

ことができる）などであり、生産地外とは、農地の境界

や端への蜜源植物種子の播種、生け垣管理などである。

この両者を比較すると、生産地外の事業のほうが種数の

増加がはるかに大きかった。この結果を受けて、彼らは

より高い効果をめざすならば、上で紹介した Scheper ら

（2019）も言ったように、目的を絞ったオプションを採

用すべきであると主張した。ただし、ここでも生産地内

の事業の効果が低いからといって、単純に生産地内での

事業をやめるべきだとはしていない。なぜなら生産地内

で実施したオプションも、生産地外と比べればその効果

は小さいけれども種数を確実に増やしており、また生産

地内では生産地外のオプションよりも、不安定な環境に

適応した種を利するので（Storkey at al. 2012）、種数

の増加に関して生産地外と生産地内のオプションは相補

的だからである。さらに、生産地内の実施事業には水系

の汚染を防ぐという、ヨーロッパの農業環境事業に課せ

られた、生物多様性の向上と並ぶもう一つの重要な目的

もあると述べている。

10. ３ メタアナリシス　まとめ

10. ３. １　農業環境事業の効果

　紹介した５つのメタアナリシスによる分析は、すべて

農業環境事業には、生物の種数や存在量を増やす何らか

の効果があると結論した。耕地と草地という農地のタイ

プによって事業の効果に違いがあるかについて、Batáry

ら（2011）は検出できず、Tuckら（2014）とScheperら（2013）

は草地よりも耕地のほうが効果が大きいとした。対比の

大きさが与える影響について、Scheper ら（2013）は耕

地では見られたが、草地では見られなかったとした。事

業前の農地の集約度のちがいによって事業の効果が異な

るか検討した Scheper ら（2013）は、耕地では事業前の

集約度の大きい所ほどハナバチの数が増加したが、草地

では効果の違いを検出できなかったとした。これらの結

果は、対比や集約度に関する仮説は草地では支持されず、

耕地で支持される結果を示す。景観レベルでの違いがあ

たえる影響について検討した Tuck（2014）は耕地の割合

が大きいと事業の効果が上昇するとし、Batáry ら（2011）

と Scheper ら（2013）は、中間的な複雑性を持つ景観で

効果が大きいとした。この結果はいずれも Tscharntke

ら（2011）を支持するものである。訪花昆虫に与える事

業の効果は蜜源植物の播種をするオプションで他のオプ

ションよりも高く、目的にしたがって事業の内容を選ぶ

必要があることも示された。いっぽう Batáry ら（2015）

は事業が農地の外側を対象としているか、内側を対象と

しているかで効果が異なり、農地の外側を対象とした事

業で効果が高いことが分かった。実施時期が遅くなるこ

とによる事業の効果の改善があるか検討したが、期待に

反して見られないことが分かった。

　以上より、有機農業や農業環境事業が、生物の種数や

存在量を増すことは間違いがないとしてよいだろう。事

業の効果をより有効にするには、草地であるか耕地であ

るかといった農地のタイプや、事業のオプションがもた

らす対比の大きさ、事業が行われる農地の周囲、つまり

景観の状態を考慮に入れて実施すべきこと、また事業が

めざす目標によってオプションを選ぶ必要があることが

示された。

　農業環境事業が開始されてから 30 年以上の時間が

たっていて、個々の農業環境事業が有効であるにもかか

わらず、国レベルでの農地における生物多様性の減少は

あいかわらず止まっていない。このとから、農業環境事

業施策は費用対効果に問題があること（Kleijn ら 2011）

や、事業の量がそもそも不十分である（Newton 2017）

との指摘がある。
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10. ３. ２　農業環境事業の効果を測るさいの問題点

　今回紹介したメタアナリシスが依拠した個々の報告に

は方法上の問題点もある。メタアナリシスは多数の報告

を総合して、ある操作の有効性を量的に論ずることが出

来るが、標本とした個々の報告に問題があればその影響

を受ける。また報告の選び方にバイアスがあればそれも

引き継いでしまう。農業環境事業の有効性を検討した報

告には、個々の報告にかんして、つぎの４つが問題点と

して指摘されている。それらは、1） 農業者がランダム

に選ばれていないこと、2）事業開始前のデータ（baseline 

data）をえていないこと、3）単なる誘因効果をみてい

る可能性があること、4）標本としてえられる報告がイ

ギリス、ドイツ、オランダ、スイスなど北西ヨーロッパ

で行われた研究に偏ることである。

　第１の問題点であるランダム選択にかんして言えば、

多くの個別な報告が事業実施と非実施農業者を調査時点

で選んでいて、両者を事業開始時点でランダムに選んで

はりつけているわけではないという、実験計画上の問題

点がある。調査時点で選んだとすると、えられた両者の

生物多様性の違いは、事業の効果ではなく、単に事業に

参加する農業者と参加しない農業者の営農管理や所有す

る土地そのものの違いからくる違いにすぎない可能性が

ある。事業に参加する農業者は生物多様性に関心が高く、

事業のオプションを設置している場所以外でも配慮のあ

る管理をしていて、それが当該農地での生物多様性を高

めていたのかもしれない。生産性が低い農地を多くもつ

農業者が、事業に参加しがちであってもおかしくはない

だろう。なぜならそのような農地は粗放管理されていて、

環境事業の実施によって収入が低下する影響が小さいか

らである。粗放管理された農地の生物多様性はもともと

高いので、見ているのはもともとの集約度の違いから来

る多様性の違いと言うことになる。事業に参加する群と

参加しない群の農業者が傾向的に持っているこのような

違いという、統計学的にはノイズとも言える変数の影響

を無視できるようにして、事業の効果を検討できるよう

にするには、まず事業開始前に、事業に参加しつづける

農業者と参加しつづけない農業者をランダムに選ぶ必要

がある。ランダムに選べば、例えばｔ検定を行うとする

と、事業を施した農地の生物多様性の平均値と、事業を

施していない農地の生物多様性の平均値の差を検定する

ための前提が満たされたことになる。ただし、このまま

では、たとえランダムに農業者を選んでも、事業を行っ

ている農業者と行っていない農業者を多数サンプルしな

くてはならず、簡単には実行できない。サンプル数を少

なくしても事業の効果が浮き上がるようにするには、そ

れだけではまだ不十分である。

　第 2の問題点は、事業開始前の生物多様性のデータを

えていない事である。農地や農業者が個々に持っている

違いというノイズをキャンセルして、現実的なサンプ

ル数で事業の効果を確かめるには、農業者をあらかじ

めランダムにはりつけるだけでなく、事業開始前の値

（baseline data）を測定しておくことが大切である。事

業開始時の値をえていれば、農地ごとの効果（事業開始

後の値との差）を知ることができる。そうすると農業者

や農地が個別に持っている違いというノイズを小さくす

ることができ、事業の効果を検討するさいに必要なサン

プル数を少なくすることができる。ｔ検定に即して言う

ならば、対応のあるｔ検定が可能となったことになる。

一般化線形分析に即して言えば、農地をランダム変数と

した混合分析が可能になったことである。

　以上述べた第 1と第 2の問題を考慮した本来あるべき

研究の設計法は、before-after-control-impact (BACI) 

design と呼ばれる方法である。それは、事業開始前に

農業者をランダムに選び、農業環境事業を行う、行わな

い（コントロール）の 2群に分け、事業開始前のそれぞ

れの農地での生物多様性を測定し、さらに事業を実施

した後で再び生物多様性を測定するというものである

（Christie ら 2019）。BACI design による調査が行われ

るためには、農業環境事業が立案されるときに、事業効

果をモニタすることを制度設計の中に組み込む必要があ

る。そのさい、事業を行う農業者を必要十分数、適切な

空間配置で指定し、５年間という短期ではなく長期にわ

たって同じ事業を継続することを確約してもらう必要が
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ある。いっぽう事業を行わない農業者もこれも必要十分

数、適切な空間配置で指定し、長期にわたって事業を行

わないことを確約してもらう必要がある。それには事業

を行わない農業者にも報償の支給が必用となるだろう。

　第 3 の問題点は、Sheper ら（2013）も指摘している

誘引効果である。事業によって種数や存在量が増えたと

しても、それは単なる誘因効果の結果を見ているに過ぎ

ない可能性がある。誘引効果があるとすると、広域での

正味の個体数は増えていないにもかかわらず、事業を

行った農地では周囲から集まった個体が増え、周囲の農

地では事業を行った農地に個体が引き抜かれて数が減る

ことになる。誘引効果は大いにありそうなのであるが、

これまで十分な検証がなされていない（Morandin and 

Kremen 2013）。誘引効果によるみかけの増加を確かめる

には、当該農地だけでなくその周りを含めた広域な調査

をする必要があり、可能であれば事業によって作り出さ

れた部分を覆ったり、覆わなかったりする操作実験をと

もなう調査も必要になるだろう。

　第 4の問題は、メタアナリスが依拠している個別の研

究の多くがなされた場所が、北西ヨーロッパに偏ってい

ることである。その原因の一つは、農業環境事業が開始

された時期の違いにある。東ヨーロッパ諸国の EUへの

加盟が 2004 年以降と遅かった（５.２ 注２）ので、事

業の開始の時期も遅い。また東ヨーロッパ諸国で農業環

境事業が北西ヨーロッパほど熱心に取り組まれていない

こと、研究も北西ヨーロッパと比べて活溌ではないこと

も偏りをもたらす理由となるだろう。地域間の格差をEU

は縮めようとする政策を行っていて、その予算的なし

わ寄せが CAPに及んでいるのであるが、格差の解消には

至っていない。

11 付録

11. 1 付録１イングランドの入門スチュワードシップ

第４版

　この節では 2012 年から始まった入門レベルスチュ

ワードシップの第 4版について、Natural England が発

行した農業者のための解説と申請マニュアルを兼ねたパ

ンフレットに基づいて紹介する。パンフレットは本文

が 178ページある。第 4版（Natural England 2012）で

は、丘陵地農業者手当（Hill Farm Allowance, HFA）を

引き継いだ丘陵地でのみ採用可能な一群のオプション23

個が新設された。これは丘陵地での環境保全だけではな

く、過疎化対策という意味も含んでいる。2005 年の初版

時（Defra 2005, Department of Environment, Food and 

Rural Affairs）には 61のオプションがあり、これらの

従来からあるオプションにおいても 20オプションが新

設され、10オプションが削除された。第１版から第４版

に至るまでオプションの多少の改廃があったので、結果

として丘陵地でのオプションを含めて全 91オプション

となった。全てのオプションを表３（節末に掲示）に示す。

　初版に対する第 4版の違いは、オプション数の増加

だけでなく、第 4 版で 11 の環境目標（environmental 

objectives）と、それぞれの環境目標を達成するための

オプションが示されたことである。環境目標が設定され

たのは、農業者の選択が生垣管理などの取り組みやすい

オプションに集中しがちであった（Hodge 2010、Newton 

2017）のを防ぎ、環境的公共財を、農村に創造する効果

の大きいオプションに参加する農業者を誘導するためで

ある。それら第 4版で掲げられた 11の環境目標とは、

　（１）農地鳥のための耕地管理

　（２）�ミズハタネズミ、トンボ、イモリ、カエルのた

めの生育地管理

　（３）�（かつては普通種であったが、農法の変化のため

に稀少となった）耕地植物のための生育地管理

　（４）�コウモリやヤマネの (移動手段確保のための）

生育地管理

　（５）�チョウやハナバチ（などの昆虫）と（蜜源とな

る草本が多く、また昆虫を支える）脆弱な放牧

地のための管理

　（６）ヤブウサギ（brown hare）のための生育地管理

　（７）丘陵地における野生生物の生育地のための管理

　（８）農地景観の保護と向上のための農地管理
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　（９）�歴史的環境のための農地管理（考古学的地物や

納屋などの伝統的建造物の保護）

　（10）清らかな水と健全な土壌のための農地管理

　（11）気候変動に焦点を当てた農地管理

である（括弧内は本稿による追加）。イングランド全土

が対象になっている８，９，11と丘陵地に限定されてい

る７以外は、対象となる重点地域がそれぞれ地図によっ

て示されているので、その地域の農業者が対象となる。

　入門スチュワードシップの第 4版では新たに目標が示

されたが、目標下にあるオプションは推奨されているだ

けであり、農業者が選んだことによって何らかの特典が

あるわけではない。特典をともなう望ましいオプション

への誘導は、８.１で簡単な紹介をした、2014 年に策定

された田園スチュワードシップの改革まで待たねばなら

なかった。詳しくは付録 11.２を参照されたい。導入し

たい制度をまず農業者の負担が少ない形で試験的に導入

をして、次の改革で望む姿へと実質化するのは、CAP の

政策でよく見られることである。

　第４版に掲げられた 11の目標に含まれる入門レベル

スチュワードシップのオプションについて紹介する前

に、誤解をおこしそうな点があるので述べておく。スチュ

ワードシップがクロス・コンプライアンスを超える便益

をもたらす農業者の行為に報酬を支払うものであること

はすでに述べた。しかし、Natural England が発行した

入門レベルスチュワートシップの説明書には、クロス・

コンプライアンスの内容が、さもオプションの要件であ

るかのように書かれている部分がある。たとえば生垣の

中心から 2ｍまでの土地の管理や、水系の中心から 2ｍ

ないし土手の端から 1ｍまでの範囲の土地に、施肥や薬

剤散布を禁じることについてである。この部分はクロス・

コンプライアンスの要件であり、スチュワードシップで

の支払い対象とはならない。生垣にかんして言えば、ス

チュワードシップが求める生垣そのものの管理と一体化

して、クロス・コンプライアンス該当部分である生垣の

中心から 2ｍまでの土地の管理も、区別だてせず一体化

しておこなうのが良いとの行政側の考えが表れているも

のと考えられる。このことを注意して以下の紹介を読ま

れたい。

目標１　「農地鳥のための耕地管理」

　目標１に含まれるオプションは３群 15個あり、各群

から一つずつ選ぶことが推奨されている。

　第１群の目的は、耕地内に鳥類の営巣地を提供するこ

とであり、EF8、EF13、EF22 の３つのオプションが含ま

れる。

　EF8：「ヒバリ区」。背の高い草むらを営巣場所として

嫌うヒバリのために、耕地の中に作付けされていない小

区を設ける。１区の面積は少なくとも 16㎡が必要であ

る（5ポイント /プロット）。

　EF13：「地上営巣性鳥類のための、耕したあと作付け

をしない耕地」。無作付け地として１～ 2.5 ha が求めら

れる。背の低い植生が早春に成立するように管理するこ

とで、個体数が少なくなったタゲリなどの鳥類に、営巣

場所や採餌場所を提供する（360ポイント /ha）。一種の

輪作的セット・アサイドといえる（輪作的セット・アサ

イドの効用については７.１を見よ）。

　EF22：「時期を延長した越冬刈り株」。秋に収穫したあ

と畑を起こさずにおき、生えてくる冬植物が餌の少ない

冬期に鳥類に餌を提供する（越冬刈り株）だけでなく、

7月 31日まで時期を延長してそのまま残すことで営巣場

所を提供する（410ポイント /ha）。

　第２群の目的は、冬期における餌としての種子供給で

あり、EF2、EF6、EF23、EG4、EK20 の５つのオプション

が含まれる。

　EF2：「野鳥種子混合」。冬期や早春に鳥の餌となる種

子をつける１年草や２年草の種子を、耕地や、播種して

５年以内の若い草地に播く（450ポイント /ha）。

　EF6：「越冬刈り株地」。刈り株地の鋤起こしが禁じら

れる時期を２月 14日までと、先の EF22 の「時期を延長

した越冬刈り株」よりも早くしたものである。したがっ

て支払いも少ない（120ポイント /ha）。

　EF23：「農地鳥にたいする冬期の補助給餌」。1月 1日

から 3月 31 日までの期間、種子を餌として供給する。
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供給する種子は小麦やナタネなどの油性種子や雑穀であ

る。収穫時に生じたくず種子を流用してはならない（630

ポイント /トン）。

　EG4：「ホールクロップサイレージ用の穀物栽培とその

後の越冬刈り株」。サイレージとしての収穫後、鳥に種

子餌を提供する耕地植物が生えてくるように放置、また

は管理する（230ポイント /ha）。

　EK20 は「冬期における鳥の餌としてのライグラスの種

子結実」で、ライグラスの一時的な草地を作り、ライグ

ラスの結実を許す管理をする（80ポイント /ha）。

　第 3群の目的は、鳥の餌となる昆虫類の豊かな生育地

の提供であり、EF4、EF9、EF10、EF11、EF15、EG1、EK21

の７つのオプションが含まれる。

　EF4：「蜜源花混合」。少なくとも4種類の花蜜植物（レッ

ドクローバー、アルサイククローバー、ミヤコグサ、イ

ガマメ、ジャコウアオイ、ヤグルマギクなど）の種子を

混合して播く。種子重量の50％を１種のみで超えてはな

らない（450ポイント /ha）。

　EF9：「穀物畑の保護枕地」。枕地とは作付け部の周辺

に設けるトラクターの旋回のための帯状の場所であり、

EF9では３－ 24ｍ幅を保護枕地とし、そこに低密度に穀

物種子をまく。そのことで植物や昆虫の生息地を提供し、

結実した種子や昆虫が鳥の餌となる。撒いた穀物は収穫

して良い（100ポイント /ha）。

　EF10：「鳥や稀少な植物のための、収穫しない枕地」。

上のEF９と同じく春または秋に３－24ｍ幅を枕地とし、

そこに低密度で穀物種子をまく。異なるのは、翌年の春

まで収穫しないで放置することであり、EF9 の目的の他

に、冬期の餌を鳥に提供することを目的とする（330 ポ

イント /ha）。

　EF11：「稀少植物のための、耕された作付けをしない

耕地の縁」。耕地の端の幅３～６ｍを植栽地とせず耕し

たまま放置する。稀少植物だけでなく、昆虫の住み場所

や種子食鳥の採餌場所となる。イネ科の雑草が多いとこ

ろは避ける。施肥はしない（400ポイント /ha）。

　EF15：「枯草剤を減らした穀物栽培とその後の越冬刈

り株」。枯草剤を減らすことで、耕地植物が夏期に種子

をつけて鳥に餌を提供し、収穫後畑を起こさずにおくこ

とで冬期にも餌を提供する（195ポイント /ha）。

　EG1：「春まき穀物への下層播種」。穀物の下に、イネ

科牧草にたいして重量比で 10－ 30％のマメ科種子をま

いて育て、生育地としての多様性を増すことで野生生物

を利する（200ポイント ha）。

　EK21：「マメ科と広葉草本が豊かな、背の低い草地」。

イネ科、マメ科広葉草本（チコリー、セイヨウノコギリ

ソウ、ヘラオオバコ、ワレモコウの一種、ヤグルマギク

の一種、スイバなど）の種子をまき、一時的な牧草地と

する。これにより、ポリネーターなどの昆虫に餌と住み

場所を提供する（200ポイント /ha）。

目標２　「ミズハタネズミ、トンボ、イモリ、カエルの

ための生息地管理」

　目標２は、農場周辺の水界に生息する動物の保全を

目的とする。含まれるオプションは、EB6、EB7、EB10、

EE7、EE8、EJ9、EJ11 の７つである。

　EB6：「側溝管理」。農地の端にある側溝について、そ

の中心から両側２ｍ以内、もしくは土手の端から１ｍ以

内を耕作してはならず、施肥や薬剤散布もしてはならな

い（クロス・コンプラアンスからの要請）。この部分の

刈り払いは、鳥類の繁殖期を避けるため９月 15日から

２月 28日までに行い、そのときであっても一時に全て

を刈ってはならない。溝の清掃は5年に一度までとして、

さらったものを上に述べた範囲に置いてはならない（24

ポイント /100 ｍ）。EB7 は EB6 の片側管理版である（８

ポイント /100 ｍ）。

　EB10：「強化された生垣管理と側溝管理の組み合わせ」。

溝にそって生垣がある場合である。生垣の中心から２ｍ

を耕作や施肥、薬剤散布をせず、溝の中心から２ｍ、も

しくは土手の端から１ｍまでを EB6と同じように管理す

る。このことで陸側と水系内でそれぞれに多様な植生が

成立する（56ポイント /100 ｍ）。

EE7 と EE8：「農地内に存在する池にたいする緩衝帯の設

置」。EE7は50kg/haをこえる窒素が投入されている草地、
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EE8 は耕地が対象となる。設置する緩衝帯は池から少な

くとも 10 ｍまでの範囲とし、種子をまくか放置する。

植生の成立後は、５年に一度を超えて刈ってはならず、

背の高い草むら、もしくは低木の藪とする（EE7、EE8と

も 400ポンド /ha）。

EJ9は「耕地の中を流れる水系への 12ｍ幅の緩衝帯」で

ある。土壌浸食や表層水が発生すると認定された耕地や

輪作草地のみが選択可能であり、12ｍから 24ｍまでの

幅の緩衝帯を作り、沈殿物や養分（ことにリン）、薬剤

が水系に入ることを防ぐ（400ポンド /ha）。

　EJ11：「家畜が水系に近づくのを防ぐための柵の管理」。

既設の柵が対象である。家畜による水系への糞尿汚染や

踏み込みによる土手の崩壊を減らすことで、水質を大き

く向上させ、土手の植生も守ることができる（4ポイン

ト /100 ｍ）。

目標３　「耕地植物のための生息地管理」

　耕地と結びついた野生植物の中には、かつて普通で

あったが 20世紀中頃より急激に減少した種が存在する

（注）。播種する作物種子に混入する雑草種子の排除がす

すんだこと、多様な除草剤が使用されるようになった

こと、秋まきから春まきに穀物の播種期が変わったこ

となどが減少の原因とされている。目標３に含まれる

オプションは、EF9「穀物畑の保護枕地」、EF10「鳥や稀

少な植物のための、収穫しない枕地」、EF11「稀少植物

のための、耕起し作付けをしない耕地の縁」、EF13「地

上営巣性鳥類のための、耕された作付けをしない耕地」、

EF15「枯草剤を減らした穀物栽培と、その後の越冬刈り

株」の５つである。これらは目標１の「農地鳥のための

丘陵地管理」に全て含まれていて、すでに内容を紹介し

た。農地鳥のための管理は、稀産種となった畑地植物の

保全にも有効であるということである。

（注）日本でもミズアオイやタガラシなど、かつて普通

種であった水田雑草の、急激な減少が知られている（角

野 2014）。

目標４　「コウモリやヤマネの移動経路確保のための生

育地管理」

　目標４は、動物の移動経路を確保することを目的とす

る。含まれるオプションは８つあり、ここでは未紹介の

EB3、EB14、EC3、EC4、EC23、EC25 を紹介する。

　EB3：「景観と野生生物のための生垣管理」。これは EB1

の「景観のための生垣管理」よりも刈り込みの程度をさ

らに抑えることで、訪花昆虫のために花を咲かし、鳥の

ために冬期に果実がつくようにしたものである。もとと

なる EB1の管理は、生垣の高さを 1.5ｍ以上に保たねば

ならず、刈り込みは 2年に１回未満とし、1年に半分よ

り長く刈ってはならず、生垣の中心から２ｍは耕作する

ことも、薬剤をまいてもならないというものであった。

それが EB3では、生垣の高さを２ｍ以上に保ち、刈り込

みは３年に１回未満で、1年に全長の 1/3 より長く刈っ

てはならないという点が異なる。生垣の中心から２ｍは

耕作することも薬剤をまくこともできないことは、EB1

も EB3 も同じである（EB1; 16 ポイント /100 ｍ、EB3; 

42 ポイント /100 ｍ）。

　EB14：「生垣の回復」。生垣を若返らせて厚みや連続性

を増し、他の生垣や池、林地とのつながりを増すこと

を目的とする。その方法は２つあり、横仕立て（hedge 

laying）と生垣にみられる隙間への植え込みである。植

え込みは在来種を用いる必要がある（10ポイント /ｍ）。

hedge laying とは、生垣を構成する幹の下部に切れ目を

入れて横に倒し、互いに組んで新たな枝を多数伸ばすこ

とで生垣の厚みを増やす伝統的手法である。

　EC3：「林地の柵の維持」。家畜が立ち入って草を食み、

林床を破壊することを防ぐことを目的とする。ここでい

う林地は自然林であり、古くからその場所にありつづけ

ている林（ancient woodland）であればなおよい。対象

とする小林分は、丘陵地においてヒョウモンチョウの発

生場所となる（4ポイント /100 ｍ）。

　EC4：「林縁の管理」。EC3が対象としている林地の周囲

を、幅６ｍにわたって低木や背の高い草本のやぶにする

ことで、無脊椎動物、鳥類、小型の哺乳類などの動物に

生育地を与える（38ポイント /ha）。
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　EC23：「生垣に生育している幼木にタグをつけて、成

木の成立を図る」。生垣に生育している、これはと思う

幼木にタグを付けて識別し、管理においてこの幹を刈り

込んだり切ったりせず、成木にまで育つよう導く（１ポ

イント /樹木）。

　EC24：「耕地にある生垣に生育する成木にたいする緩

衝帯」。成木から落ちてきた大枝や幹の一部を片付けず

放置する、もしくは必要であれば積み上げる。このため、

求められている緩衝帯の幅は６ｍと広い。畑に近い側の

３ｍを６月中旬以降に年１回刈り、生垣に近い側の 3ｍ

は樹木の侵入を防ぐ必要があるときのみ刈る（400 ポイ

ント /ha）。

　EC25：「草地にある生垣に生育する成木にたいする緩

衝帯」。EC24 の６ｍ緩衝帯を永久草地にある生垣を対象

に変形したものである。家畜による過大な草食みを防ぎ、

落ちてきた大枝や幹の一部を放置する（400 ポイント /

ha）。

　目標内のこのほかのオプションである EB10「強化され

た生垣管理と側溝管理の組み合わせ」は、目標２の「ミ

ズハタネズミ、トンボ、イモリ、カエルのための生息地

管理」で紹介した。

目標５　「チョウ、ハナバチの生育地と脆弱な草地の管

理」

　イネ科が優占する耕地の端と比べて、入門スチュワー

ドシップの蜜源植物混合による耕地の端は、14倍のマル

ハナバチを誘引することが知られている。ここには９つ

のオプションが含まれ、これまでに未紹介の EE12、EF1、

EK3 の３つのオプションを紹介する。

　EE12：「耕地の隅や耕地の緩衝帯への、野生蜜源草本

の付加」であり、EE1-EE3 のような緩衝帯や耕作除外地

のオプションを選んだ場合に選択できる。蜜源草本（た

とえばヤグルマギク、ミヤコグサ、ウツボグサ、フラン

スギク、セイヨウノコギリソウ、アカツメクサ、ノラニ

ンジン）の種子をまくか、すでに定着している場合はそ

れを維持する管理を継続する。無脊椎動物や鳥類に餌を

提供し、イネ科だけからなる耕地の隅や緩衝帯と比べて、

より多様で複雑な植生が成立する。

　EF1：「耕地の隅の管理」。耕作機械が入りにくい耕地

の隅を、耕作せず草の生える場所とする。上で紹介した

EE12とあわせて選ぶとなお良い（４００ポイント/ha）（イ

ングランドの農地の境界は区画整理などせず昔ながらで

あり、直線的ではない。したがって耕地の隅は機械が入

りにくいことがある）。

　EK3：「投入量をとても少なくした永久草地」。粗放的

な管理により、種数の多い草地の成立をはかる。刈り取

りは、４月１日から６月３０日までの期間を避ける。厩

肥の投入は 12.5 トン /ha まで許される（150 ポイント /

ha）。

　このほかのオプションのうち 3つは、すでに目標１の

「農地鳥のための丘陵地管理」で紹介した。それらは EF4

「蜜源花混合」、EK20「冬期における鳥の餌としてのライ

グラスの種子結実」、EK21「マメ科と広葉草本が豊かな

背の低い草地」である。また EB3「景観と野生生物のた

めの生垣管理」、EB10「強化された生垣管理と側溝管理

の組み合わせ」、EC4「林縁の管理」の 3つを、目標４の「コ

ウモリやヤマネの (移動手段確保の）ための生育地管理」

で紹介した。

目標６　「ヤブノウサギの生育地ための管理」

　ヤブノウサギ（brown hare）はニホンノウサギと同じ

ノウサギ属の 1種であり、ちなみにカイウサギの原種で

あるアナウサギ（rabbit）はアナウサギ属に属する。ヤ

ブノウサギはローマ時代もしくはそれ以前にイギリスに

持ち込まれて野生化し、農業の集約化によって個体数が

減少し、現在は保護の対象となっている。「ヤブノウサ

ギの生育地の管理」には 12のオプションが含まれ、こ

こでは未紹介の EF7と EJ13 を紹介する。

　EF7：「甲虫土手」。鋤による土壌の反転を、土手とす

べき条の両側から反対方向に行うことで、幅 2-7ｍ、高

さ 0.4ｍ程度の土手を耕地内に作る。長さは耕地の端か

ら端までである（捕食者の侵入を防ぐために、端のすぐ

手前までとすることもある（Newton 2017））。土手に成

立するイネ科の草むらは、地上営巣性鳥類や小哺乳類、
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昆虫（そのあるものは作物害虫の捕食者）に生育地を提

供する。殺虫剤、厩肥、化学肥料を与えてはいけない（580

ポイント /ha）。

　EJ13:「冬期植被作物」。冬期に植被があることで窒

素が土壌から流亡して水系を汚染することを防ぐ。育

てる植被に適した植物はライムギ、カラスノエンドウ

（vetch）、ハゼリソウ、オオムギ、カラシ（mustard）な

どである。施肥をしてはならない（65ポイント /ha）。

　このほかのオプションのうちの 9つは、すでに目標１

の「農地鳥のための丘陵地管理」において紹介した。そ

れらは EF2「野鳥種子混合」、EF6「越冬刈り株地」、EF9「穀

物畑の保護枕地」、EF10「鳥や稀少な植物のための、収

穫しない枕地」、EF13「地上営巣性鳥類のための、耕さ

れた作付けをしない耕地」、EF15「枯草剤を減らした穀

物栽培とその後の越冬刈り株」、EG1「春まき穀物への下

層播種」、EG4「ホールクロップサイレージ用の穀物栽培

とその後の越冬刈り株」、EF22「期間延長された越冬刈

り株」である。また EC4「林縁の管理」も目標４の「コ

ウモリやヤマネの移動手段確保のための生育地管理」で

紹介した。

目標７　「丘陵地における野生生物のための生育地管理」

　過去 60年間においておきた、丘陵地に特徴的な野生

生物の減少が報告されている。これらの野生生物の多く

は、その生存を近代化以前の何世代にもわたる農法によ

る農業に依存している。1947 年から 1980 年までの間に、

粗放的な農業が行われていたムーア地の27％が過放牧や

排水・干拓によって失われ、非改良草地の 33％が 1980

年代以来の草地管理の集約化により、いくつかの地域で

失われた。このことが、かつては普通種であった生物を

稀産種に、またある種ではイングランド丘陵地において

地域的な消滅に導いた。しかし、1987 年の農業環境事業

の導入以来、減少は劇的に緩やかになった。半自然草地

やムーア地、それらの背景となっている upland fringe

といわれる丘にある、多くの種を支えるモザイク状の生

育地の広がりを維持することが、丘陵地における入門ス

チュワードシップの目的である。ダイシャクシギ、アカ

シギ、ヒョウモンチョウの一種 (small pearl bordered 

fritillary）は丘陵地に特有な種とはいえないが、低地

では生存できる生育地がすでに失われてしまっている。

丘陵地に残存する生育地を管理するための、目標７にお

けるオプションは生育地に応じて 4つの群に分かれてい

る。それらは

　第１群が「ムーア地」、

　第２群が「ムーア地のへり」、

　�第 ３ 群 が「 採 草 地 と 囲 い 込 み 牧 草 地（in-bye 

grassland）」、

　第４群が「自然成立した木立や小林地」

である。

　第１群には EL6、UL17、UL18、UL22 の 4つが含まれる。

　EL6：「ムーア地での粗放牧」。耕起、施肥、播種をし

てはならず、水の停滞する湿地を保全する。排水をして

はならない。野焼きをするときは、「ヒースと野焼きの

規則」に従う（５ポイント /ha）。

　UL17：「ムーア地における、無追加給餌」。追加給餌を

必要とせず、放牧地の草を食むだけで十分に維持できる

密度に家畜を保てば、過放牧とならず、野生生物にとっ

て良好な状態にムーア地を保つことができる（４ポイン

ト /ha）。

　UL18：「丘陵地の草地やムーア地におけるウシの放牧」。

ヒツジではなくウシを中心とした放牧をすると、草地の

構造が多様となり、植物や無脊椎動物の種数も増え、い

くつかの注意を要する農地鳥の利益となる。ウシによ

る草食みはワラビを抑制してヒースの成長をたすける

（３０ポイント /ha）（丘陵地での放牧はほぼヒツジになっ

ており、ウシの放牧は著しく少なっていることがこのオ

プションの背景にある（Newton 2017））。

　UL22：「囲い込み粗放牧地の、鳥類のための管理」。耕

起、施肥、播種をしてはならず、現状の家畜密度を保ち、

ことに４月１日から６月終わりまでは最大でも 0.4家畜

単位 /haを保つ（35ポイント /ha）。

　第２群の「ムーア地のへり」は、涉禽類やハジロウミ

バト (black grouse) の繁殖にとって重要な生育地であ
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る。ここには EL6「ムーア地での粗放放牧」、UL18「丘陵

地の草地やムーア地におけるウシの放牧」、UL22「囲い

込み粗放牧地の鳥類のための管理」の３つのオプション

が含まれ、これらはすでに第１群で紹介した。

　 第 ３ 群 は「 採 草 地 と 囲 い 込 み 牧 草 地 (in-bye 

grassland」である。晩夏まで採草を遅らせることで多

様な植物が開花する草地を誘導し、採草のさい刈り残す

場所を作ることでチョウなどの無脊椎動物にとっての良

い生育地をつくる。ここには EL3、UL20、UL21、UL23 の

４つが含まれる。

　EL3：「劣悪地における、投入量をとても少なくした永

久草地」。厩肥の投入量を12.5トン/haまでに制限する。

鳥の種類によって好む草の高さは異なるので、高さ７㎝

未満の場所が草地面積の 20～ 80％を占めるようにする

（逆に言えば、高さ７cmを越える場所が 20～ 80％を占

める）。このように管理された草地には多様な植物種が

育ち、土壌の浸食や表層水も発生しない（60ポイント /

ha）。

　UL20：「乾草作り」。野生生物への効果を最大化するた

め、上に述べた EL3と同じ場所に配置しなくてはならな

い。乾草用の採草地は、サイレージ用の採草地と比べて、

野草だけでなく、その野草と結びつく野生動物の多様性

が高く、さらに景観の質も高い。採草は年１回晩夏に行

う（60ポイント /ha）。

　UL21：「採草地における無刈り取り帯状地」。無刈り取

り地を設けることにより、無脊椎動物や鳥類、小動物に

とっての生育地としての質を改善する。土手や壁、生垣

の土手に接する１ｍ幅の土地を刈り残す。もしくは草地

の隅や草地の中に刈り残す場所を作る。涉禽類の営巣場

所や採餌場所となる、草地内の湿った凹地を刈り残すの

も良い。EF7 の「甲虫土手」の草地版とも言える（250

ポイント /ha帯状地面積）。

　UL23：「丘陵地の草地における、鳥類のための管理」。

応募にさいしてタゲリ、シギ、アカシギ、ダイシャクシ

ギなどの涉禽類やノビタキ類やセンニュウ類などの重要

な鳥類種が当該地もしくはその近くで繁殖していなくて

はならない。放牧のみが許され、４月１日から６月３０

日までは、放牧家畜を 0.6家畜単位 /haまでに制限する。

鳥の種類によって好む草の高さは異なるので、高さ７㎝

未満の場所が草地面積の 20から 80％占めるようにする。

施肥をしてはならない（37ポイント /ha）。

　

　第 4群は「自然成立した木立や小林地」であり、４つ

のオプションを含み、ここでは未紹介の UC5、UC22 を紹

介する

　UC5：「小林地周囲のヒツジ柵の設置」。EC3が既設の柵

の管理であったのに対して、新設するところが異なる。

３ha未満の林地が対象で、少なくとも林地の 50％の樹

木が在来種よりなり、柵の完成後には林地の全周が柵で

囲まれていることが必要である。柵は契約の 1年目に完

成させなくてはならないが、ポイントは２年目以降も同

じ値が与えられる（50ポイント /100 ｍ）。

　UC22：「林地からの家畜の排除」。林地とは上の UC5で

いう小林地を指し、家畜の侵入を妨げる境界物を回復す

る。柵の新設が必要なときは UC5を、維持が必要なとき

は EC3を選択すること（75ポイント /ha）。

　このほかのオプションである EC3「林地の柵の維持」

と EC4「林縁の管理」は、すでに目標４の「コウモリや

ヤマネの移動手段確保のための生育地管理」で紹介した。

目標８　「農地景観の保護と向上のための農地管理」

　ここには 2群のオプションがあり、第１群は「伝統的

な境界と、歴史的な家畜の囲い」であり、第２群は「林

地と樹木」である。

　第１群には EB3、EB6、EB7、EB10、EB11、EB14 の６つ

と、丘陵地を対象とする UB4、UB5、UB11、UB12、UB13、

UB15、UB16、UB17 の８つのオプションが含まれる。ここ

では、そのうち未紹介の 9つのオプションを紹介する。

　EB11：「石垣の保全と維持」。石垣の状態悪化を防ぐの

が目的であり、年１回の視認による検査を行い、問題箇

所の修復を行う。修復は地域の伝統的方法に従う（15ポ

イント /100 ｍ）。

　UB4：「表面が石で覆われていて、生垣がある土手の両
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側の管理（ムーア地線以高）」。

　UB5：「表面が石で覆われていて、生垣がある土手の片

側の管理（ムーア地線以高）」。いずれも石で覆われてい

る土手の劣化を防ぎ、必要であれば地域の伝統的な方法

で生じたギャップを修復する（UB4; 24 ポイント /100 ｍ、

UB5; 12 ポイント /100 ｍ）。UB4は、低地での EB4「表面

が石で覆われていて、生垣のある土手の両側管理」と管

理内容はまったく変わらないが、丘陵地であるためにポ

イント数が大きい（UB4; 32 ポイント /100 ｍ、EB4; 16

ポイント /100 ｍ）。

　UB11：「石垣の保全と維持（ムーア地線以高）」。石垣

を劣化から守る。EB11 となすべき事は同じであるが、ポ

イント数は UB11 のほうが大きい（UB11: 32 ポイント

/100 ｍ、EB11: 15 ポイント /100 ｍ）。

　UB12：「土手の両側管理（ムーア地線以高）」と UB13：

「土手の片側管理（ムーア地線以高）」。それぞれムーア

地線以低のオプションである EB12（「土手の両側管理」）、

EB13（「土手の片側管理」）と管理内容に違いはない。た

だし、ここでもムーア地線以高のほうが、ポイント数が

大きい。このオプションでは劣化から土手を守り、必要

であれば地域の伝統的な方法に従って修復する。ムーア

地線以高、以低にかかわらず、土手は、景観上重要で、

歴史的地物であり、地下には考古学的な遺物がしばしば

埋まっている。丈の低い植物で覆われた土手は、無脊椎

動物や、は虫類、鳥類、小型哺乳類の重要な生育地とな

る（UB12; 18ポイント/100ｍ、UB13; ９ポイント/100ｍ、

EB12; 14 ポイント /100 ｍ、EB13; 7 ポイント /100 ｍ）。

　次の UB15、UB16、UB17 は復元に関するオプションで

ある。

　UB15：「表面が石で覆われていて、その上に生垣があ

る土手の復元」であり、石が失われていて土が崩れる恐

れのあるところを有する既存の土手が対象である。復元

のさい、基礎となっている石は相当古く設置したもので

あり、考古学的な価値があるので動かしてはならない。

復元は地域に伝統的な方法で行う。復元なのでポイント

数が大きい（55ポイント /ｍ）。

　UB16：「土手の復元」、UB17：「石垣の復元」。方法や注

意事項は UB15 と変わらない（UB16;12.5 ポイント /ｍ、

UB17; 30 ポイント /ｍ）。

　このほかのオプションでは、すでに EB6「側溝管理」、

EB7「側溝の片側管理」、EB10「強化された生垣管理と側

溝管理の組み合わせ」の 3つを、目標２の「ミズハタ

ネズミ、トンボ、イモリ、カエルのための生育地管理」

で紹介した。EB3「景観と野生生物のための生垣管理」、

EB14「生垣の回復」の２つは、目標４の「コウモリやヤ

マネの移動手段確保のための生育地管理」で紹介した。

　第２群に含まれるオプションは、EC2、EC3、EC4、

EC23、EC24、EC25 の６つと、丘陵地を対象とする UC5、

UC22 の２つの計 8オプションである。このうち EC2「草

地内の樹木の保護」以外のオプションはすでに紹介した。

　EC2：「草地内の樹木の保護」。樹木は孤立木を対象と

している。もし４本以上の樹木が樹冠を接して並んでい

るならば、６ｍ緩衝帯のオプションを選ぶべきである。

樹木は胸高直径（高さ 1.2ｍ、もしくは 1.3ｍ位置での

直径のこと）が 30cm を超えていなくてはならない。樹

冠から２ｍまでの範囲を耕作してはならず、補助給餌を

したり機械を置く場所としたりしてはならない。特段の

管理をせず、落ちてきた幹の一部や枝もそのままにして

おく（11ポイント /樹木）。

　このほかのオプションでは、すでに EC3「林地の柵の

維持」、EC4「林縁の管理」、EC23「生垣に生育している

幼木にタグをつけて成木の成立を図る」、EC24「耕地に

ある生垣に生育する成木にたいする緩衝帯」、EC25「草

地にある生垣に生育する成木にたいする緩衝帯」を目標

４の「コウモリやヤマネの (移動手段確保の）ための生

育地管理」で紹介した。また、UC5「小林地周囲のヒツ

ジ柵の設置」、UC22「林地からの家畜の排除」は目標７

の「丘陵地における野生生物の生育地のための管理」で

紹介した。

目標９　「歴史的環境のために自らの農地を管理する」

　考古学的な遺物や伝統的な建造物、そしてこれらが存

在する景観は、人類の歴史に関する唯一の証拠である。
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歴史的地物は、人を引きつけるのに欠かせない多様性や

魅力を農村にあたえる。低地においては、集約的な農業

によってそのような歴史的地物が失われたが、丘陵地で

はいまだに残っている。目標９はオプションが３つの群

に分かれる。その

　　第１群は「耕地の地下にある考古物」、

　　第２群は「草地の地下にある考古物」、

　　第３群は「伝統的な農地建造物」、

である。

　第１群は「耕地の地下にある考古物」であり、ED2 と

ED3の２つのオプションを含む。　

ED2：「耕地に現存する考古学的地物を、耕作から除外す

る」。考古学的地物を含む範囲を耕作から除外し、永久

草地として管理する（460ポイント /ha）。

　ED3：「考古学的地物のある耕地での、反転しない浅土

耕作（最小耕作）」。考古学的地物を耕作から除外できな

いときに、このオプションを選ぶ。深さ 10cm までの耕

作を許す。わだちをつけない。トウモロコシや根菜を栽

培しない。作物を春まきするなら、前作の刈り株を２月

14日まで残す（60ポイント /ha）。

　

　第２群の「草地の地下にある考古物」には、ED4、

ED5、UD13 の３つのオプションが含まれる。

　ED4：「考古学的地物の上にある低木の茂みの管理」。

樹木は根が考古物を貫通したり、風で根こそぎになった

り、穴を掘る動物を呼び寄せたり、家畜の避難所になっ

たりして、考古物を傷つける。やぶが存在しているとき

は、やぶがそれ以上拡がらないよう、家畜に草を食（は）

ます。やぶを皆伐するときは、刈り株を抜いてはならな

い（120ポイント /ha）。

　ED5：「草地にある考古学的地物の管理」。よく管理さ

れた永久草地が最も良い農業的管理なので、それを保つ。

裸地化された場所を作らないために、家畜を寄せて踏み

荒らさないよう、水飲み桶や塩場を設置しない（16ポイ

ント /ha）。

　UD13：「ムーア地にある考古学的地物を、目に見える

状態に保つ」。もし考古学的地物の上にやぶがあるとき

は、上に紹介した ED4に応募すること。植生を刈るとき

は３月１日から８月 31日までを避ける。手刈りが必要

になるかもしれない（53ポイント /地物）。

　第３群は「伝統的な農場建造物」である。ED1と UD12

の２つが含まれる。

　ED1：「耐候性のある伝統的農場建造物」。住居は対象

にしない。ふだんから点検して問題を把握すること。建

造物が耐候性を保つために必要な、日常的な作業や修理

をする。これを越える重大な修理は、高度レベルスチュ

ワードシップにおいて行うことが適している（２ポイン

ト /地上階面積ｍ2）。

　UD12：「離れた、耐候性のある伝統的農場建造物の管

理」。農地が劣等地にあり、建造物が主要な農場の建物

から少なくとも 400ｍ離れていて、かつ砂利舗装された

公道からも少なくとも 400ｍ離れていることが必要であ

る。管理は ED1と同じであるが、ポイント数が大きい（４

ポイント /地上階面積ｍ2）。

目標 10　「清らかな水と健全な土壌のための農場管理」

　土壌のタイプや景観、気候は変えられない。しかし土

地利用や管理の方法は変えることができ、土壌浸食や表

層水の発生を防ぐことができる。ここでのオプションは

低地対象群と丘陵地対象群の二つに大きく分かれ、それ

ぞれが「土壌浸食と表層水の原因の解消」、「土壌浸食と

表層水の通路をなだらかにする」、「水域の保護」の 3群

に分かれる。まず低地を対象とするオプション群につい

て紹介する。

　低地の第１群「土壌浸食と表層水の原因の解消」には、

EG1、EJ2、EJ10、EJ13 の４つのオプションが含まれる。

ここでは未紹介の EJ2と EJ10 の二つを紹介する

　EJ2：「土壌浸食を減らすためのトウモロコシ畑の管

理」。10月１日までに収穫を終え、耕起した後ならさず

におき起伏の多い状態にしておくか、秋まき作物を播く、

もしくはあらかじめイネ科牧草とクローバーを追いまき

しておく。推奨量を超えるスラリーや厩肥を播かない（18

ポイント /ha）。
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　EJ10：「土壌浸食と表層水を減らすためのトウモロコ

シ畑の高度管理」。EJ2「土壌浸食を減らすためのトウモ

ロコシ畑の管理」の強化版である。トウモロコシの後に

翌年春まき作物を播く場合に適用され、冬期の間、被覆

作物を栽培して、土壌や土壌中に残る肥料成分が流亡す

ることを防ぐ（94ポイント /ha）。

　このほかのオプションである、EG1「春まき穀物への

下層播種」、EJ13「冬期植被作物」は、すでに目標６の「ヤ

ブノウサギのための生育地管理」で紹介した。

　第２群「土壌浸食と表層水の経路をなだらかにする」

には、9つのオプションが含まれる。ここでは未紹介の

EJ5、EK1、EK2、EK4の 4つを紹介する。

　EJ5：「土壌浸食と表層水の発生防止のために耕地内に

設置した草地」。農場環境記録は入門レベルスチュワー

ドシップに応募するさいに、義務としてすべての農業者

が作成しなくてはならない。その農場環境記録に、土壌

浸食や表層水が発生する危険性があると記載されている

土地に適用され、耕地内に少なくとも幅が 10mある草地

を作る。作った草地に施肥をしてはならず、家畜に草を

食ませてもいけない（454ポイント /ha）。

　EK1：「草地の隅を管理から除外する」。毎年 50kg/ha

以上の窒素を与えている改良草地に適用される。個々の

無管理パッチは面積を 0.5ha 以下とし、すでに隅が低木

地となっている場合には適合しない。施肥をせず、５年

に一度をこえて刈ってはならない。刈るときは鳥類の繁

殖期を避ける（３月１日～８月 31日）。家畜に食ませて

はならない（400ポイント /ha）。

　EK2：「投入量を少なくした永久草地」。窒素の施肥量

を毎年 50kg/ha 以内としなくてはならない。放牧、採草

は４月１日から５月 31日まで避けること。植物の開花

を許し、より変化のある生育地を提供するために、高さ

７㎝未満の場所が草地面積の 20から 80％占めるように

する（85ポイント /ha）。

　EK4：「イグサ牧草地の管理」。ムーア地線より低い土

地で、劣悪地ではないところで応募が可能である。少な

くとも全体の 3分の１がイグサに覆われている草地が適

合する。湿性放牧地はタゲリ、ダイシャクシギ、アカ

アシシギ、タシギ（snipe）、オオジュリンにとって重要

な生育地である。少ない肥料（厩肥 12.5 トン /ha 以下）

を保って草地を管理する。イグサが優占する場所は年 1

回刈る。ただし、ローテーションで、全体の 3分の１未

満ずつ分けて刈ること。３月 15日から７月 31日までは

刈ってはならない（15ポイント /ha）。

　このほかのオプションでは、すでに EB14「生垣の回

復」を、目標４の「コウモリやヤマネの (移動手段確保

の）ための生育地管理」で紹介した。また、EF1「耕地

の隅の管理」、EK3「投入量をとても少なくした永久草地」、

EK21「マメ科と広葉草本が豊かな背の低い草地」の３つ

を、目標５の「チョウやハナバチ（などの昆虫）と（蜜

源となる草本が多く、また昆虫を支える）脆弱な放牧地

のための管理」で紹介した。EF7「甲虫土手」は目標6の「ヤ

ブウサギのための生育地管理」で紹介した。

　第３群「水域の保護」は４つのオプションを含み、こ

こでは未紹介の EE9、EE10 の２つを紹介する。

　EE9：「水系に隣接する耕地での６ｍ緩衝帯」。EE1の「耕

地での２ｍ緩衝帯」、EE2の「耕地での４ｍ緩衝帯」と同

様に、緩衝帯を播種もしくは自然更新で造成し、無施肥

で管理する。刈り払いは作物側については毎年刈り、残

りの３ｍについては木本の侵入を防ぐためだけに刈り、

頻度は２年に 1回までとする（400ポイント /ha）。

　EE10：「水系に隣接する集約草地での６ｍ緩衝帯」。年

100kg/ha をこえる窒素が投入される草地が対象となる。

肥料や厩肥を与えず、刈取頻度は２年に１度までとする。

車の移動路や車が旋回する場所として日常的に用いては

ならない（400ポイント /ha）。

　残る二つのオプションは、EJ9「耕地の中を流れる水

系への 12ｍ幅の緩衝帯」、EJ11「家畜が水系に近づくの

を防ぐための柵の管理」を、すでに目標２の「ミズハタ

ネズミ、トンボ、イモリ、カエルのための生育地管理」

で紹介した。

　次に丘陵地でのオプションの 3群について紹介する。
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丘陵地でもその３群は「土壌浸食と表層水の原因の解

消」、「土壌浸食と表層水の通路をなだらかにする」、「水

域の保護」に分かれる。

　そのうちの第１群「土壌浸食と表層水の原因の解消」

では、土壌の浸食の発生を避けるため、補助給餌を急な

斜面や水系の近くに設置しないことが求められる。含ま

れるオプションは６つあり、ここでは未紹介の EL5の一

つのみを紹介する。

　EL5：「囲い込み粗放牧地（rough grazing）」。粗放牧

地は半自然植生が卓越し、排水や再播種、定期的な耕作

がなされてこなかった草地である。このオプションのも

とでは、泥炭地や湧水地、ぬかるみなどの滯水した場所

を破壊しないようにする。草地の排水をしてはならない。

施肥や補助給餌をしない。ワラビや外来のツツジが拡が

らないにように対策をとる（35ポイント /ha）。

　このほかのオプション５つのうち、4つをすでに目標

７の「丘陵地における野生生物の生育地のための管理」

で紹介した。それらは EL6「ムーア地での粗放牧」、UL17

「ムーア地における、無追加給餌」、UL22「囲い込み粗放

牧地の、鳥類のための管理」、UL23「丘陵地の草地にお

ける、鳥類のための管理」である。さらに目標８の「農

地景観の保護と向上のための農地管理」で UC22「林地か

らの家畜の排除」を紹介した。

　

　第２群「土壌浸食と表層水の通路をなだらかにする」

には５つのオプションが含まれ、ここでは未紹介の EE6、

EL1の２つを紹介する。

　EE6：「集約的草地での６ｍ緩衝帯」。採草地の場合は

最終刈りに合わせて年１回刈る。肥料や厩肥を与えない

（400ポイント /ha）。

　EL1：「劣悪地における草地の隅を管理から除外する」。

これは同じ目標 10にあり、すでに低地対象オプション

の第２群で紹介した EK1「草地の隅を管理から除外する」

の劣悪地版であり、するべき管理に変わりはない。ただ

ポイント数は EL1 の方が小さく、EK1 が 400 ポイント /

ha であるのに対して、EL1はその４分の１の 100ポイン

ト /haである。劣悪地のポイント数が小さいのは、劣悪

地ではもともと粗放的な農業が営まれていて、草地の隅

を管理から除外したときの逸失利益が小さいからであ

る。

　このほかのオプションである EB14「生育地の回復」は、

目標４の「コウモリやヤマネの (移動手段確保の）ため

の生育地管理」ですでに説明した。また目標５の「チョ

ウやハナバチと脆弱な放牧地のための管理」で EF1「耕

地の隅の管理」を説明し、目標 10の低地の第２群で EJ5

「土壌浸食と表層水の防止のために耕地内に設置した草

地」を紹介した。

　第３群「水域の保護」には７つのオプションが含まれ、

ここでは未紹介の EL4、UJ3、UJ12 を説明する。

　EL4：「劣悪地におけるイグサ放牧地の管理」。同じ目

標 10の低地のオプションですでに説明した EK4「イグサ

放牧地の管理」とすべき管理は同じである。EK4 のポイ

ントが 150/ha なのに対して、EL4は 60/ha と小さい。

　UJ3：「水系にそった支柱と柵」。劣悪地にのみ適用され、

すべきことは柵を契約年の開始年内に新設することであ

る。既設の柵の管理は EJ11「家畜が水系に近づくのを防

ぐ柵の管理」である。柵の造成が終わっても支払いは５

年間続く（50ポイント /100 ｍ）。

　UJ12：「小川、河川、湖沼の近くからの家畜の冬期排除」。

ムーア地より低地にある劣等地に適用される。このオプ

ションでは、12月１日から３月 15日までのあいだ、農

地に家畜を入れてはならず、また化学肥料や厩肥を播い

てはならない（35ポイント /ha）。

　このほかのオプションでは、すでに目標２の「ミズハ

タネズミ、トンボ、イモリ、カエルのための生育地管理」

で EJ11「家畜が水系に近づくのを防ぐための柵の管理」

を説明した。さらに目標３の「耕地植物のための生育地

管理」で EL3「劣悪地における投入量をとても少なくし

た永久草地」を紹介し、同じ目標 10の低地の第３群で

EE9「水系に隣接する耕地での６ｍ緩衝帯」と EE10「水

系に隣接する集約草地での６ｍ緩衝帯」を紹介した。

目標 11　「気候変動に焦点をあてた農地の管理」
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　目標 11は、温室効果ガスの放出を減らし、土壌や植

生に蓄えられた炭素を保全する。また野生動物が気候変

動に適応できるように、多様な生育地を確保する。生息

地が多様であれば、気候が変動してもそれぞれの種が自

らに適した生育地を見つけることができるからである。

　土壌中の有機物を増やし土壌の流亡を防ぐことは、水

質の向上につながるだけではなく、土壌中の有機物が失

われることも防ぐ。イギリスの陸上炭素貯蔵量の95％が

土壌中にあるとの推測もある。入門レベルスチュワード

シップにおいて永久草地での低投入管理、土壌浸食防止、

有機炭素含有レベルの向上は大いに有効である。樹木は

その成長期に炭酸ガスの吸収源となり、成木になると炭

素貯蓄の役割を果たす。樹木は、予測される温暖化のも

とで、乾燥した夏期に日陰と避難所を提供する。野生動

物が気候変動に適応するために必要な多様な生育地を、

生垣や池、林地に緩衝帯を設け、農地の隅を無管理にす

ることで作り出す。目標 11で気候変動が問題とされた

のは、EUでは環境目標に気候変動がとくに重視されてい

ることと関係する。

　目標 11を達成するためのオプションは 30ある。その

なかに目標 11独自のオプションはなく、すべて目標１

から 10までで説明した。これらのオプションのそれを

説明した場所とタイトルは以下のとおりである。まず目

標２の「ミズハタネズミ、トンボ、イモリ、カエルのた

めの生育地管理」において EE7「改良永年草地の中にあ

る池にたいする緩衝帯」、EE8「耕地の中にある池にたい

する緩衝帯」、EJ2「土壌浸食を減らすためのトウモロコ

シ畑の管理」、EJ9「耕地の中を流れる水系への 12ｍ幅

の緩衝帯」の４つのオプションを紹介した。また EK21「マ

メ科と広葉草本が豊かな背の低い草地」を目標３の「耕

地植物のための生育地管理」において、EB3「景観と野

生生物のための生垣管理」、EB10「強化された生垣管理

と側溝管理の組み合わせ」、EB14「生垣の回復」、EC4「林

縁の管理」、EC23「生垣に生育している幼木にタグをつ

けて成木の成立を図る」、EC24「耕地にある生垣に生育

する成木にたいする緩衝帯」、EC25「草地にある生垣に

生育する成木にたいする緩衝帯」の７つを目標４の「コ

ウモリやヤマネの (移動手段確保の）ための生育地管理」

において紹介した。さらに目標５の「チョウやハナバチ

と脆弱な放牧地のための管理」において、EF1「耕地の

隅の管理」、EK3「投入量をとても少なくした永久草地」を、

EE9「水系に隣接する耕地での６ｍ緩衝帯」、EE10「水系

に隣接する集約草地での６ｍ緩衝帯」、EF7「甲虫土手」、

EG1「春まき穀物への下層播種」、EJ13「冬期植被作物」

のこれら 7つも目標６の「ヤブウサギのための生育地管

理」において紹介した。さらに EL3「劣悪地における、

投入量をとても少なくした永久草地」、UC5「小林地周囲

のヒツジ柵の設置」を目標７の「丘陵地における野生生

物の生育地のための管理」において、ED2「耕地に現存

する考古学的地物を耕作から除外する」、ED3「考古学的

地物のある耕地での、反転しない浅土耕作」を目標９の

「歴史的環境のための農地管理」において紹介した。EJ5

「土壌浸食と表層水の防止のために耕地内に設置した草

地」、EJ10「土壌浸食と表層水を減らすためのトウモロ

コシ畑の高度管理」、EK1「草地の隅を管理から除外する」、

EK4「イグサ牧草地の管理」、EL1「劣悪地における草地

の隅を管理から除外する」、EL4「劣悪地におけるイグサ

放牧地の管理」は目標 10の「清らかな水と健全な土壌

のための農地管理」において紹介した。

　以上で、入門スチュワードシップで新たに設けられた

10の目標について説明した。
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履歴 コード 項目 ユニット ポイント

ELS にに関関すするる義義務務的的項項目目 

EA1 農場環境記録 ha 1 

ELS にに関関すするる項項目目 

B 境境界界特特徴徴物物にに対対すするる項項目目 

EB1 景観のための生垣管理 生垣の両側 100m 16（22） 

EB2 景観のための生垣管理 生垣の片側 100m 8（11） 

EB3 景観と野生動物ののための生垣管理 100m 42 

EB4 表面が石で覆われていて生垣のある土手の両側管理 100m 16 

EB5 表面が石で覆われていて生垣のある土手の片側管理 100m 8 

EB6 側溝管理 100m 24 

EB7 側溝の片側管理 100m 8 

EB8 生垣管理 EB1)と側溝管理の組み合わせ 100m 38 

EB9 生垣管理 EB2)と側溝管理の組み合わせ 100m 26 

EB10 強化された生垣管理 EB3)と側溝管理の組み合わせ 100m 56 

EB11 石垣の保全と維持 100m 15 

EB12 土手の両側管理 100m 14 

EB13 土手の片側管理 100m 7 

EB14 生垣の回復 m 10 

C 樹樹木木とと林林地地のの項項目目 

EC1 耕地内の樹木の保護 樹木 16（12） 

EC2 草地内の樹木の保護 樹木 11（8） 

EC3 林地の柵の維持 100m 4 

EC4 林縁の管理 ha 380 

EC23 生垣中の幼木にタグを付けて、成木の成立を図る 樹木 1 

EC24 耕地にある生垣に生育する成木に対する緩衝帯 ha 400 

EC25 草地にある生垣に生育する成木に対する緩衝帯 ha 400 

D 歴歴史史的的特特徴徴物物とと景景観観特特徴徴物物のの項項目目 

ED1 耐候性のある伝統的農場建造物の維持 m2 2 

ED2 耕地に現存する考古学的地物を耕作から除外する ha 460 

ED3 
考古学的地物のある耕地での、反転しない浅土耕作（最小耕

作）
ha 60 

ED4 考古学的地物の上にある低木の茂みの管理 ha 120 

ED5 草地にある考古学的地物の管理 ha 16 

表 3. 入門スチュワードシップの項目 .

 +V4 は第 1版 (2005年)になく、第 4版 (2012年)にある項目、-V4はその逆．ポイント欄の括弧内は第 1版時の値

緩緩衝衝帯帯とと畑畑へへりりのの項項目目   

EE1 耕作地での 2m 緩衝帯 ha 255（300） 

EE2 耕作地での 4m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE3 耕作地での 6m 緩衝帯 ha 343（400） 

EE4 集約的草地での 2m 緩衝帯 ha 255（400） 

EE5 集約的草地での 4m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE6 集約的草地での 6m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE7 改良永年草地の中にある池の緩衝帯 ha 400 

EE8 耕地の中にある池の緩衝帯 ha 400 

EE9 水系に隣接する耕作地での 6m 緩衝帯 ha 400 

EE10 水系に隣接する集約草地での 6m 緩衝帯 ha 400 

EE12 耕地の隅や耕地の緩衝帯への野生蜜源草本の付加 ha 63 

F 耕耕作作地地のの項項目目   

EF1 耕地の隅の管理 ha 400 

EF2 野鳥種子混合※ ha 450 

EF3 耕作除外地での野鳥種子混合 ha 85 

EF4 蜜源花混合 ha 450 

EF5 耕作除外地での花粉源・蜜源花混合 ha 85 

EF6 越冬刈り株地 ha 120 

EF7 甲虫用土手 ha 580 

EF8 ヒバリプロット プロット 5 

EF9 穀物畑内の保護枕地 ha 100 

EF10 鳥や稀少な植物のための、収穫しない枕地 ha 330 

EF11 稀少植物のための、耕された作付けをしない耕地の縁 ha 400 

EF13 地上営巣性鳥類のための、耕された作付けをしない耕地 ha 360 

EF15 枯草剤を減らした穀物栽培とその後の越冬刈り株 ha 195 

EF22 期間延長された越冬切り株 ha 410 

EF23 農地鳥にたいする冬期の補助給餌 トン 630 

G 多多様様なな作作物物種種のの栽栽培培をを奨奨励励すするる項項目目   

EG1 春まき穀物への下層播種 ha 200 

EG2 草地での野鳥種子混合 ha 450 

EG3 草地での花粉源・蜜源花種子混合 ha 450 

EG4 ホールクロップサイレージ用の穀物栽培とその後の越冬刈り株 ha 230 

EG5 アブラナ属飼料作物栽培後の越冬刈り株 ha 90 

土土壌壌（（とと水水））のの保保護護のの項項目目   
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EJ1 浸食の危険性が高い耕作地の管理 ha 18 

EJ2 土壌浸食を減らすためのトウモロコシ畑の管理 ha 18 

EJ5 土壌浸食と表層水の防止のために耕地内に設置した草地 ha 454 

EJ9 耕作地における小川に対する 幅の緩衝帯 ha 400 

EJ10 土壌浸食と表層水を減らすためのトウモロコシ畑の高度管理 ha 94 

EJ11 家畜が水系に近づくのを防ぐ柵の管理 100ｍ 4 

EJ13 冬期植被作物 ha 65 

K 強強劣劣悪悪地地(SDA 地地)外外のの低低地地草草地地のの項項目目   

EK1 草地の隅を管理から外す ha 400 

EK2 投入量を少なくした永久草地 ha 85 

EK3 投入量をとても少なくした永久草地 ha 150 

EK4 イグサ牧草地の管理 ha 150 

EK5 混合家畜飼育 ha 8 

EK20 冬期における鳥の餌としてのライグラス種子セット ha 80 

EK21 マメ科と広葉草本が豊かな背の低い草地 ha 200 

L 強強劣劣悪悪地地(SDAs)ににああるる草草地地ととムムーーアア地地のの項項目目   

EL1 劣悪地における草地の隅を管理から除外する ha 100 

EL2 劣悪地における投入量を少なくした永久草地 ha 35 

EL3 劣悪地における、投入量をとても少なくした永久草地 ha 60 

EL4 劣悪地におけるイグサ放牧地の管理 ha 60 

EL5 囲いこみ粗放放牧 ha 35 

EL6 ムーア地での粗放放牧 ha 5 

管理計画項目   

EM1 土壌管理計画 ha 3 

EM2 栄養素管理計画 ha 2 

EM3 有機質肥料管理計画 ha 2 

EM4 作物保護管理計画 ha 2 

 高高地地入入門門ススチチュュワワーードドシシッッププのの項項目目（（第第 1 版版時時ににはは存存在在せせずず））   

高高地地 ELS ににおおけけるる条条件件不不利利地地にに関関すするる義義務務的的項項目目   

UX1 ムーア地における共有地と共用放牧地にたいする要請 ha 5(£/ha) 

UX2 高地の牧草地と耕地にたいする要請 ha 11 

UX3 ムーア地における要請 ha 15 

UB  高高地地ににおおけけるる境境界界特特徴徴物物にに関関すするる項項目目   

UB4 
表面が石で覆われていて、生垣のある土手の両側の管理（ムー

ア地線以高）
100m 24 

紺野康夫

緩緩衝衝帯帯とと畑畑へへりりのの項項目目   

EE1 耕作地での 2m 緩衝帯 ha 255（300） 

EE2 耕作地での 4m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE3 耕作地での 6m 緩衝帯 ha 343（400） 

EE4 集約的草地での 2m 緩衝帯 ha 255（400） 

EE5 集約的草地での 4m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE6 集約的草地での 6m 緩衝帯 ha 340（400） 

EE7 改良永年草地の中にある池の緩衝帯 ha 400 

EE8 耕地の中にある池の緩衝帯 ha 400 

EE9 水系に隣接する耕作地での 6m 緩衝帯 ha 400 

EE10 水系に隣接する集約草地での 6m 緩衝帯 ha 400 

EE12 耕地の隅や耕地の緩衝帯への野生蜜源草本の付加 ha 63 

F 耕耕作作地地のの項項目目   

EF1 耕地の隅の管理 ha 400 

EF2 野鳥種子混合※ ha 450 

EF3 耕作除外地での野鳥種子混合 ha 85 

EF4 蜜源花混合 ha 450 

EF5 耕作除外地での花粉源・蜜源花混合 ha 85 

EF6 越冬刈り株地 ha 120 

EF7 甲虫用土手 ha 580 

EF8 ヒバリプロット プロット 5 

EF9 穀物畑内の保護枕地 ha 100 

EF10 鳥や稀少な植物のための、収穫しない枕地 ha 330 

EF11 稀少植物のための、耕された作付けをしない耕地の縁 ha 400 

EF13 地上営巣性鳥類のための、耕された作付けをしない耕地 ha 360 

EF15 枯草剤を減らした穀物栽培とその後の越冬刈り株 ha 195 

EF22 期間延長された越冬切り株 ha 410 

EF23 農地鳥にたいする冬期の補助給餌 トン 630 

G 多多様様なな作作物物種種のの栽栽培培をを奨奨励励すするる項項目目   

EG1 春まき穀物への下層播種 ha 200 

EG2 草地での野鳥種子混合 ha 450 

EG3 草地での花粉源・蜜源花種子混合 ha 450 

EG4 ホールクロップサイレージ用の穀物栽培とその後の越冬刈り株 ha 230 

EG5 アブラナ属飼料作物栽培後の越冬刈り株 ha 90 

土土壌壌（（とと水水））のの保保護護のの項項目目   
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EJ1 浸食の危険性が高い耕作地の管理 ha 18 

EJ2 土壌浸食を減らすためのトウモロコシ畑の管理 ha 18 

EJ5 土壌浸食と表層水の防止のために耕地内に設置した草地 ha 454 

EJ9 耕作地における小川に対する 幅の緩衝帯 ha 400 

EJ10 土壌浸食と表層水を減らすためのトウモロコシ畑の高度管理 ha 94 

EJ11 家畜が水系に近づくのを防ぐ柵の管理 100ｍ 4 

EJ13 冬期植被作物 ha 65 

K 強強劣劣悪悪地地(SDA 地地)外外のの低低地地草草地地のの項項目目   

EK1 草地の隅を管理から外す ha 400 

EK2 投入量を少なくした永久草地 ha 85 

EK3 投入量をとても少なくした永久草地 ha 150 

EK4 イグサ牧草地の管理 ha 150 

EK5 混合家畜飼育 ha 8 

EK20 冬期における鳥の餌としてのライグラス種子セット ha 80 

EK21 マメ科と広葉草本が豊かな背の低い草地 ha 200 

L 強強劣劣悪悪地地(SDAs)ににああるる草草地地ととムムーーアア地地のの項項目目   

EL1 劣悪地における草地の隅を管理から除外する ha 100 

EL2 劣悪地における投入量を少なくした永久草地 ha 35 

EL3 劣悪地における、投入量をとても少なくした永久草地 ha 60 

EL4 劣悪地におけるイグサ放牧地の管理 ha 60 

EL5 囲いこみ粗放放牧 ha 35 

EL6 ムーア地での粗放放牧 ha 5 

管理計画項目   

EM1 土壌管理計画 ha 3 

EM2 栄養素管理計画 ha 2 

EM3 有機質肥料管理計画 ha 2 

EM4 作物保護管理計画 ha 2 

 高高地地入入門門ススチチュュワワーードドシシッッププのの項項目目（（第第 1 版版時時ににはは存存在在せせずず））   

高高地地 ELS ににおおけけるる条条件件不不利利地地にに関関すするる義義務務的的項項目目   

UX1 ムーア地における共有地と共用放牧地にたいする要請 ha 5(£/ha) 

UX2 高地の牧草地と耕地にたいする要請 ha 11 

UX3 ムーア地における要請 ha 15 

UB  高高地地ににおおけけるる境境界界特特徴徴物物にに関関すするる項項目目   

UB4 
表面が石で覆われていて、生垣のある土手の両側の管理（ムー

ア地線以高）
100m 24 

UB5 
表面が石で覆われていて、生垣のある土手の片側の管理 ムー

ア地線以高）
100m 12 

UB11 石垣の保全と維持 （ムーア地線以高） 100m 32 

UB12 土手の両側管理 （ムーア地線以高） 100m 18 

UB13 土手の片側管理 （ムーア地線以高） 100m 9 

UB15 表面が石で覆われていて、生垣のある土手の復元 m 55 

UB16 土手の復元 m 12.5 

UB17 石垣の復元 m 30 

UC  高高地地ににおおけけるる樹樹木木とと林林地地にに関関すするる項項目目 ha 30 

UC5 小林地周囲の羊柵の設置 100m 50 

UC22 林地からの家畜の排除 ha 75 

UD 高高地地ににおおけけるる歴歴史史的的特特徴徴物物とと景景観観特特徴徴物物のの項項目目   

UD12 離れた、耐候性のある伝統的農場建造物の管理 m2 4 

UD13 ムーア地にある考古学的地物を目に見える状態に保つ 地物 53 

高高地地ににおおけけるる土土壌壌（（とと水水））のの保保護護のの項項目目   

UJ3 水系にそった支柱と柵 100m 50 

UJ12 小川、河川、湖沼近くからの家畜の冬期排除 ha 35 

UL 高高地地ににああるる草草地地ととムムーーアア地地のの項項目目   

UL17 ムーア地における無追加給餌 ha 4 

UL18 高地の草地やムーア地における牛の放牧 ha 30 

UL20 乾草作り ha 60 

UL21 採草地における無刈り取り帯状地 ha 250 

UL22 囲い込み粗放牧地の、鳥類のための管理 ha 35 

UL23 高地の草地における、鳥類のための管理 ha 37 
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UB5 
表面が石で覆われていて、生垣のある土手の片側の管理 ムー

ア地線以高）
100m 12 

UB11 石垣の保全と維持 （ムーア地線以高） 100m 32 

UB12 土手の両側管理 （ムーア地線以高） 100m 18 

UB13 土手の片側管理 （ムーア地線以高） 100m 9 

UB15 表面が石で覆われていて、生垣のある土手の復元 m 55 

UB16 土手の復元 m 12.5 

UB17 石垣の復元 m 30 

UC  高高地地ににおおけけるる樹樹木木とと林林地地にに関関すするる項項目目 ha 30 

UC5 小林地周囲の羊柵の設置 100m 50 

UC22 林地からの家畜の排除 ha 75 

UD 高高地地ににおおけけるる歴歴史史的的特特徴徴物物とと景景観観特特徴徴物物のの項項目目   

UD12 離れた、耐候性のある伝統的農場建造物の管理 m2 4 

UD13 ムーア地にある考古学的地物を目に見える状態に保つ 地物 53 

高高地地ににおおけけるる土土壌壌（（とと水水））のの保保護護のの項項目目   

UJ3 水系にそった支柱と柵 100m 50 

UJ12 小川、河川、湖沼近くからの家畜の冬期排除 ha 35 

UL 高高地地ににああるる草草地地ととムムーーアア地地のの項項目目   

UL17 ムーア地における無追加給餌 ha 4 

UL18 高地の草地やムーア地における牛の放牧 ha 30 

UL20 乾草作り ha 60 

UL21 採草地における無刈り取り帯状地 ha 250 

UL22 囲い込み粗放牧地の、鳥類のための管理 ha 35 

UL23 高地の草地における、鳥類のための管理 ha 37 

 

11. ２ 付録２ �イングランドの田園スチュワードシッ

プ（2014 年）における改革 

11. ２. １ 改革の概要

　2014 年 の 改 革 で は 環 境 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ

（Environmental Stewardship）に代わって、田園スチュ

ワードシップ（Coutryside Stewardship）が始まった（募

集 2015 年、開始 2016 年）。名称が環境スチュワードシッ

プ以前に戻ったことになる。あらたな田園スチュワード

シップは中層スチュワードシップ（以下、Mid Tier）と

高層スチュワードシップ（以下、Higher Tier）の 2層

からなる。環境スチュワードシップが入門レベルと高度

レベルスチュワードシップの２層からなっていたのと同

じである。Mid Tier の目的は、

　（１）地域の野生生物に資する農地管理をする、

　（２）地域で優先されるべき生育地を支える、

　（３）�地域における氾濫の危機を管理する（土壌浸食

の抑制や水質の改善）、

　（４）�認証基準を満たす有機農業への転換や土地管理

を推進する、

　（５）景観要素となる地物（feature）の管理と維持

である。

　一方、Higher Tier は高度レベルスチュワードシップ

をおおむねそのまま引き継いでいる。Higher Tier では、

当該農地が環境や生物多様性において関心の持たれる地

域に存在することが採用において優先され、申請の目標

が明示されていることが求められる。取り組む作業もよ

り複雑かつ高度になる。Defra 担当者のアドバイスを受

けねばならず、一対一の綿密な話し合いによって内容が

決まる。そこでは Mid Tier のオプションはすべて選択

できるものの、明示された申請の目標や地域の環境目

標によりあうように調整される。和泉（2018）に、Mid 

Tier や Higher Tier を含めて、田園スチュワードシップ

全体についての詳しい解説があるので、それも参考にさ

れたい。

　Mid Tier は大きな変更が加えられたので、変更点につ

いてさらに説明する。Mid Tier は、その中間という名称

が示すように入門スチュワードシップ（以下、ELS）よ

りもさらに高度な内容になっている。加えられた変更点

の第一は、審査があることであり、それを通らないと

参入が許されない。Natural England（Natural England 

2016）は、Mid Tier を競争的であるとしている。ただし

ここには二つの例外がある。有機農業にかんする範疇で

の申請と、少数の限られたオプション群からオプション

を選ぶ Wildlife Offer と呼ばれる範疇での申請であり、

これらは無審査で参入できる。変更点の第二は、Mid 

Tierでは採用するオプションによって支払いが異なるこ
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とである。ELSでは 1ヘクタールあたり 30ポンドの支払

いを均一に受けることになっていたが、Mid Tier では採

用したオプションの数、種類によって異なる支払いを受

けることになる。これにより申請者は上限なくオプショ

ンを選べることになった。変更の第三は、イングランド

を 159 に分ける地域区分が Mid Tier にも導入されたこ

とである。地域区分はすでに高度レベルスチュワード

シップには存在していたが、それが Mid Tier にも適用

されることになる。変更の第四は、農業者のグループ化

を推奨していることである。ELS では、申請する農業者

は近隣の農業者と無関係に申請を行っていた。このため

選ばれるオプションがばらばらで景観レベルでの効果が

得られないばかりか、互いに効果が打ち消し合う可能性

すらあった（Newton 2017）。グループ化が推奨されてい

ることは、８.５で紹介したスイスの農業環境事業でも

紹介した。

　Mid Tier では審査により上位の評点をえたものが採用

される。審査の導入は、スチュワードシップの効果を高

めたい行政側の意図に沿った申請の評点を高くしたり、

効果の期待されるオプション群での申請を無審査にした

りすることで好ましい申請を採用し、入門レベルスチュ

ワードシップ（Entry Level Stewardship）にみられた

実行オプションが偏る問題の改善を図ろうとするもので

ある。そのうち行政側の意図に則った、審査において高

い評点をえられる申請は、次の４つである。

　（１）�申請にさいして、地域の環境目標にそったオプ

ションを選んでいる。

　（２）�野生ポリネーターと農地の野生生物パッケージ

（Wild Pollinator and Farm Wildlife package, 

以下 WPFWP パッケージ）によって申請している。

　（３）�共同で地域の環境目標にとりくむ、Facilitation 

Group と呼ばれる地域グループの１員になってい

る。

　（４）�望ましい水・空気・土壌環境を作り出す農業を

行うためのアドバイス（Catchment Sensitive 

Farming advice）を正式に受けている。

また、審査を必要としない申請は、次の２つである。

　（１）�有機農業のオプションを選び、有機農業の申請

をする。

　（２）Wildlife Offer による申請をする。

以下に、Mid Tier の特徴ともなっている、審査において

高い評点をえられる申請と、審査を必要としない申請の

内容を説明する。

11. ２. ２ 高い評点が与えられる４種類の申請

　１）地域の環境目標をターゲットにしたオプション

　 農 場 が 属 す る 地 区 の 環 境 目 標（Countryside 

Stewardship Statement of Priority）に沿った申請で

あれば、より高い評点が与えられる。イングランド全体

を 159の地区に分け、それぞれの地区の目標が掲げられ

ていて、農地が存在する地区がどのような目標を持つか

ネット上で検索できる。たとえばケンブリッジシャ県の

フェン湿地地区では、維持もしくは回復すべき重要な生

育地、重要な生物種（24種）、この地で繁殖する涉禽類

（4種）、農地における稀少な植物、水系、植林、景観に

ついて地域が重視する項目が挙げられている。

　２）�野生ポリネーターと野生生物パッケージ（WPFWP

パッケージ）による申請

　WPFWP パッケージには営農形態にかんして耕地農業

（arable farm）、畜産農業（pastoral farm）、混合農業

（mixed farm）の３区分があり、それぞれに選択すべき

オプションが異なる。ここでのオプションは、中層スチュ

ワードシップにある一般のオプションのうちから、生物

多様性や環境の保全・向上に高い効果が期待されるもの

が選ばれているのであって、WPFWP のために新たに設け

られたものではない。ここには、満たされるべき最小面

積があり、耕地と混合農業は選択したオプションが占め

る面積が申請農地の３％以上を、畜産農業は２.５％以

上を占めなくてはならない。

　耕地、畜産、混合の３区分ともいくつかのオプション

群があり、それぞれのオプション群から少なくとも 1つ

のオプションを選ばなくてはならない。

　営農形態の３区分のうち、耕地農業には 3つのオプ

ション群がある。そのうち野生ポリネーターと農地鳥に
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とって重要なものとして、第 1群 「花蜜と花粉源、昆虫

の多い鳥類のための餌場」と第 2群 「種子食鳥のための

冬季給餌」があり、前者に「蜜源植物混合」（4種以上の

蜜源植物の種子を撒き、群落を成立させる））などの５

つのオプションが、後者に 「種子食鳥のための冬季給餌」

や「強化された越冬刈り株」などの３つのオプションが

含まれる。さらに、第３群「その他」として「生垣」な

どの３つのオプションがある。

　畜産農業には、野生ポリネーターと農地鳥にとって重

要なものとして第1群 「花蜜と花粉源、昆虫の多い鳥類

のための餌場」と第2群 「営巣と休眠のための隠れ場所」、

第3群 「生垣」があり、それぞれに1つのオプションを

含む。さらに、その他として第4群に３オプションがある。

　混合農業には、野生ポリネーターと農地鳥にとって重

要なものとして、第 1群 「花蜜と花粉源、昆虫の多い鳥

類のための餌場」に８つのオプションが、第 2群に 「種

子食鳥のための冬季給餌」に６つのオプションがふくま

れる。さらに、その他として第 3群に 2つのオプション

がある。

　３）�共同で地域の環境目標にとりくむ、地域グルー

プの１員である農業者の申請

　田園スチュワードシップでは、地域グループを作り、

地域環境目標に見合ったオプションやこれに相補的な

オプションを地域で広く採用することを推奨していて、

地域グループの一員である事を優先するのは、このこ

とを反映している。地域グループの１例を紹介すると、

Wharfedale というグループは氾濫の管理を通じて、生

物多様性の向上、歴史的景観の保護、湿地管理、水質改

善をめざす。参加する 16の農業者が所有する 6456 ヘク

タールの土地が対象となる。

　４）�望ましい水・空気・土壌環境を作り出す農業を

行うためのアドバイスを受けている

　アドバイスを受けるには、アドバイス担当事務所に、

望ましい水・空気・土壌環境を作り出す農業を行う意志

を持ったうえで申しこまねばならない。アドバイス担当

事務所は申請者の農地や農業のそれぞれに適した個別の

アドバイスを行う。

11. ２. ３ 無審査で採用される申請

　1）有機農業

　無審査で採用される申請の二つの種類のうち、有機農

業関係の申請は、有機農業そのものが推奨されているこ

とを反映している。有機農産物への需要は高まっている

が、イングランドにおける有機農地は減少している（和

泉 2018）。

　２）Wildlife offer

　Wildlife offer は一種の簡易申請であり、これにも

とづいて申請すれば、審査を受けることなく受け入れら

れる。始めからあったわけでは無く、2019 年に発行さ

れた田園スチュワードシップの第２版から新たに導入さ

れた。WPFWP パッケージと Wildlife offer とは、提供さ

れているオプションに共通するものが多い。WPFWP パッ

ケージとの違いは、WPFWP パッケージではパッケージ以

外のオプションも合わせて選ぶことが可能なのに対し

て、Wildlife offer では選択できるオプションがここで

提供されている群に限られる点である。Wildlife offer

は選択可能なオプションが Mid Tier の目的にそってい

て、しかも農業者にとって申請が簡単なので、審査する

側の事務量を増やすことなく制度への参加者を増やすこ

とができる。

　Wildlife offer には、耕地 offer、低地放牧 offer、

混合農業 offer、丘陵地 offer の４群がある点で３群で

あった WPFWP とは異なる。４群となったのは WPFWP パッ

ケージにあった畜産関係が、低地放牧農業と丘陵地農業

の２つに分けられたためである。

　畜産関係の２群のうちの丘陵地農業での申請は強度条

件不利域地（Severely Disadvantage Area）に農地がなく

てはならず、そこでの経営はほとんどがヒツジの放牧で

ある。丘陵農業地での農業は、補助金がなくては経営が

成り立たず、他産業や低地の農業者よりも収入が低いの

で、過疎化がつねに問題となっている。丘陵地で農業者

が農業を続けるのは、そこでの農業を気に入っているた

めであり、経済的な理由であれば農業を続けていないと

言われている（Newton 2017）。このために、丘陵地をとく

に項立てすることで、参入しやすくしたものと思われる。
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　Wildlife offer におけるこの他の offer である耕地

offer、低地放牧 offer、混合農業 offer のオプション群

の名称は、WPFWP パッケージにおける耕地農業、畜産農業、

混合農業と同じであるが、一般に WPFWP パッケージと比

べて提供されているオプションの数が少ない。申請者は

各群より少なくとも 1つのオプションを選ばなくてはな

らない。選択したオプションが農地に占めるべき最小面

積がここにも存在し、耕地農業、混合農業にかんしては

申請農地の３％であり、WPFWP パッケージと変わらない。

しかし低地放牧農業では２％と WPFWP パッケージの畜産

農業の２.５％よりも小さい。丘陵農業地には面積規定

がないようである。

　最後に、耕地 offer で選べるオプションを紹介する。

WPFWPパッケージと同様に3つの群がある。そのうち第1

群 「花蜜と花粉源、昆虫の多い鳥類のための餌場」には「蜜

源植物混合」（4種以上の蜜源植物の種子を撒き、群落を

成立させる）、「花の豊富な畑の端と区」（前者との違いは

蜜源植物以外のイネ科も播けることで、鳥類が餌とする

昆虫が期待できる）、「マメ科と広葉草本の多い丈の短い

草地」がある。第2群 「種子食鳥のための冬季給餌」に

あるのは「冬期鳥類種子餌」（冬期に種子を結実もしくは

保持する草本種子をまき、その群落を維持する）のみで

ある。第 3群の「その他」には 8つのオプションが含ま

れ、それらは「ヒバリ区」（作付けされた農地内に作付け

しない小区を作る）、「タゲリとstone curlew（イシチド

リ）の営巣地」、「強化された越冬刈り株」（刈り株を放置

し、鳥類の繁殖期が終わるまで鋤き起こさない）、「耕起

するが作付けしない」（農地植物や昆虫、鳥類を利する）、

「農地鳥のための冬期給餌」、「4-6m幅の耕地緩衝帯」（イ

ネ科を中心とした群落を造成し、農薬を撒かない）、「農

地内の池や溝への緩衝帯」、「生垣管理」である。

11.3  �イングランドの高度レベルスチュワードシップ

第４版におけるオプション

　高度レベルスチュワードシップ第４版におけるオプ

ションを表 4に示すことで紹介に代える。 

1  

 
ココーードド 項目 支支払払いい 単単位位

 境境界界特特徴徴物物にに関関すするるオオププシショョンン群群

HB11 環境価値の非常に高い生け垣管理 両面 ￡54 100m 

HB12 環境価値の非常に高い生け垣管理 片面 ￡27 100m 

HB14 環境価値が非常に高い側溝の管理 ￡36 100m 

 樹樹木木、、森森林林地地、、雑雑木木林林にに関関すするるオオププシショョンン群群

HC5 耕作地内の古木 ￡25 本

HC6 集約管理された草地内の古木 ￡25 本

HC12 wood pasture 森林牧草地 と parkland 大庭園 の維持 ￡180 ha 

HC13 wood pasture ( 森林牧草地 と parkland 大庭園 の再生 ￡180 ha 

HC14 wood pasture 森林牧草地 の創出 ￡180 ha 

HC7 林地の維持 ￡100 ha 

HC8 林地の再生 ￡100 ha 

HC9 条件の厳しい地域での森林地の創出 ￡200 ha 

HC10 条件の厳しい地域以外での森林地の創出 ￡315 ha 

HC15 遷移途中にある場所と雑木林の維持 ￡100 ha 

HC16 遷移途中にある場所と雑木林の再生 ￡100 ha 

HC17 遷移途中にある場所と雑木林の創出 ￡100 ha 

 補補足足オオププシショョンン

HC11 森林地での家畜排除補足オプション ￡100 ha 
 果樹園に関するオプション   

HC18 高い価値のある伝統的果樹園の維持 ￡250 ha 

HC20 伝統的果樹園の再生 ￡250 ha 

HC19 生産をしている伝統的な果樹園の維持 ￡95 ha 

HC21 伝統的な果樹園の創出 ￡190 ha 

 歴歴史史的的、、景景観観的的特特徴徴物物にに関関すするるオオププシショョンン群群

HD6 
直播すじまき栽培 (direct drilling) による作物の創

￡70 ha 
出 非輪換地

HD7 天然更新による、耕作地から草地への復帰 ￡500 ha 

HD8 遺物を保護するための高水位の維持 ￡240 ha 

HD9 
設計された (designed) 、もしくは土木工事によっ

￡295 ha 
て作られた (engineered) 水域の維持

表4 高度レベルスチュワードシップ　オプション一覧
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66 

 

HD10 伝統的な湿地牧草地の維持 ￡350 ha 

HD11 伝統的な湿地牧草地の再生 ￡350 ha 

 耕耕作作地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

HE10 植物相が強化されたイネ科草本緩衝帯 非輪換 ￡485 ha 

HF12 
強化された野鳥種子混合小区 輪換、もしくは非輪

￡475 ha 
換

HF14 収穫をしない、無施肥保護枕地 ￡440 ha 

HF20 
耕作地植物のための、耕起された休耕地小区、もし

￡440 ha 
くは畑の縁 輪換または非輪

HG5 
アブラナ属飼料植物の栽培、その後越冬刈り株地と

￡90 ha 
する

HG6 
耕作地のモザイクを保持、再生するための、飼料用

￡150 ha 
作物管理

HG7 
耕作地のモザイクを保持、または再生するための、

￡250 ha 
低投入による春穀物栽培

 土土壌壌とと水水質質をを保保護護すするるたためめののオオププシショョンン群群   

HJ3 
土壌浸食や地表水流出を防ぐための、耕作地から無

￡280 ha 
施肥草地への転換

HJ4 
土壌浸食や地表水流出を防ぐための、肥料低施肥草

￡210 ha 
地への転換

HJ6 
集約的に管理された改良草地からの、土壌浸食もし

￡280 ha 
くは地層水流出の防止

HJ7 
肥料投入を制限しない草地での、季節による家畜の

￡40 ha 
移動

 補補足足オオププシショョンン   

HJ8 無化学肥料施肥補足オプション ￡55 ha 

 草草地地へへののオオププシショョンン群群

 種種数数のの多多いい ((ssppeecciieess  rriicchh))  、、半半自自然然草草地地

HK6 種数の多い、半自然草地の維持 ￡200 ha 

HK7 種数の多い、半自然草地の再生 ￡200 ha 

HK8 種数の多い、半自然草地の創出 ￡280 ha 

 
渉渉禽禽類類 ((ツツルル・・ササギギ・・シシギギ・・チチドドリリななどど))  とと猟猟鳥鳥 ((ガガンン・・カカモモ類類))  にに対対すするる湿湿性性草草地地のの管管
理理

HK9 繁殖期にある渉禽のための、湿性草地の維持管理 ￡335 ha 

1  

 
ココーードド 項目 支支払払いい 単単位位

 境境界界特特徴徴物物にに関関すするるオオププシショョンン群群

HB11 環境価値の非常に高い生け垣管理 両面 ￡54 100m 

HB12 環境価値の非常に高い生け垣管理 片面 ￡27 100m 

HB14 環境価値が非常に高い側溝の管理 ￡36 100m 

 樹樹木木、、森森林林地地、、雑雑木木林林にに関関すするるオオププシショョンン群群

HC5 耕作地内の古木 ￡25 本

HC6 集約管理された草地内の古木 ￡25 本

HC12 wood pasture 森林牧草地 と parkland 大庭園 の維持 ￡180 ha 

HC13 wood pasture ( 森林牧草地 と parkland 大庭園 の再生 ￡180 ha 

HC14 wood pasture 森林牧草地 の創出 ￡180 ha 

HC7 林地の維持 ￡100 ha 

HC8 林地の再生 ￡100 ha 

HC9 条件の厳しい地域での森林地の創出 ￡200 ha 

HC10 条件の厳しい地域以外での森林地の創出 ￡315 ha 

HC15 遷移途中にある場所と雑木林の維持 ￡100 ha 

HC16 遷移途中にある場所と雑木林の再生 ￡100 ha 

HC17 遷移途中にある場所と雑木林の創出 ￡100 ha 

 補補足足オオププシショョンン

HC11 森林地での家畜排除補足オプション ￡100 ha 
 果樹園に関するオプション   

HC18 高い価値のある伝統的果樹園の維持 ￡250 ha 

HC20 伝統的果樹園の再生 ￡250 ha 

HC19 生産をしている伝統的な果樹園の維持 ￡95 ha 

HC21 伝統的な果樹園の創出 ￡190 ha 

 歴歴史史的的、、景景観観的的特特徴徴物物にに関関すするるオオププシショョンン群群

HD6 
直播すじまき栽培 (direct drilling) による作物の創

￡70 ha 
出 非輪換地

HD7 天然更新による、耕作地から草地への復帰 ￡500 ha 

HD8 遺物を保護するための高水位の維持 ￡240 ha 

HD9 
設計された (designed) 、もしくは土木工事によっ

￡295 ha 
て作られた (engineered) 水域の維持
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HK10 越冬する渉禽と猟鳥のための、湿性草地の維持管理 ￡255 ha 

HK11 繁殖期にある渉禽のための湿性草地の再生 ￡335 ha 

HK12 越冬する渉禽と猟鳥のための湿性草地の再生 ￡255 ha 

HK13 繁殖期にある渉禽のための、湿性草地の創出 ￡355 ha 

HK14 越冬する渉禽と猟鳥のための、湿性草地の創出 ￡285 ha 

目目標標特特徴徴物物にに対対すするる草草地地のの管管理理

HK15 目標特徴物のための草地の維持 ￡130 ha 

HK16 目標特徴物のための草地の再生 ￡130 ha 

HK17 目標特徴物のための草地の創出 ￡210 ha 

緩緩衝衝帯帯

HE11 集約草地上における目標種のための強化された緩衝帯 ￡590 ha 

補補足足オオププシショョンン

HK18 干し草作り補足オプション ￡75 ha 

HK19 水位上昇補足オプション ￡80 ha 

HQ13 氾濫草地補足オプション ￡85 ha 

湿湿地地及及びび高高地地のの天天然然牧牧草草地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

HL9 湿原の維持 ￡40 ha 

HL10 湿原の復元 ￡40 ha 

HL11 高地におけるヒース荒野の創生 ￡60 ha 

HL7 鳥類のための粗放天然放牧地 (rough grazing) の維持 ￡80 ha 

HL8 鳥類のための粗放天然放牧地 (rough grazing) の復元 ￡80 ha 

補補足足オオププシショョンン

HL12 

ヘザー (ギョリュウモドキ) 、ハリエニシダ、イネ

￡7 ha 科植物の管理のための野焼きや刈取り、打ち付け

(swipe) による追加 

HL13 ヘザー荒野 (moorland) の再湿化補足 ￡10 ha 

HL15 季節的な家畜の排除に関する補足 ￡10 ha 

私私有有地地へへのの立立ちち入入りり ((aacccceessss))  にに関関すするるオオププシショョンン群群

HN1 線状の立ち入り地および面的立ち入り地―基本報酬 ￡350 協定/年

HN2 面的立ち入り許可 ￡41 ha 

線線的的立立ちち入入りり許許可可

HN3 歩道立ち入り許可 ￡45 100m 

HN4 任意の乗馬道╱自転車用道への立ち入り許可 ￡90 100m 

HN6 「田園と交通の権利法」 (Countryside and Rights ￡90 100m 
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HD10 伝統的な湿地牧草地の維持 ￡350 ha 

HD11 伝統的な湿地牧草地の再生 ￡350 ha 

 耕耕作作地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

HE10 植物相が強化されたイネ科草本緩衝帯 非輪換 ￡485 ha 

HF12 
強化された野鳥種子混合小区 輪換、もしくは非輪

￡475 ha 
換

HF14 収穫をしない、無施肥保護枕地 ￡440 ha 

HF20 
耕作地植物のための、耕起された休耕地小区、もし

￡440 ha 
くは畑の縁 輪換または非輪

HG5 
アブラナ属飼料植物の栽培、その後越冬刈り株地と

￡90 ha 
する

HG6 
耕作地のモザイクを保持、再生するための、飼料用

￡150 ha 
作物管理

HG7 
耕作地のモザイクを保持、または再生するための、

￡250 ha 
低投入による春穀物栽培

 土土壌壌とと水水質質をを保保護護すするるたためめののオオププシショョンン群群   

HJ3 
土壌浸食や地表水流出を防ぐための、耕作地から無

￡280 ha 
施肥草地への転換

HJ4 
土壌浸食や地表水流出を防ぐための、肥料低施肥草

￡210 ha 
地への転換

HJ6 
集約的に管理された改良草地からの、土壌浸食もし

￡280 ha 
くは地層水流出の防止

HJ7 
肥料投入を制限しない草地での、季節による家畜の

￡40 ha 
移動

 補補足足オオププシショョンン   

HJ8 無化学肥料施肥補足オプション ￡55 ha 

 草草地地へへののオオププシショョンン群群

 種種数数のの多多いい ((ssppeecciieess  rriicchh))  、、半半自自然然草草地地

HK6 種数の多い、半自然草地の維持 ￡200 ha 

HK7 種数の多い、半自然草地の再生 ￡200 ha 

HK8 種数の多い、半自然草地の創出 ￡280 ha 

 
渉渉禽禽類類 ((ツツルル・・ササギギ・・シシギギ・・チチドドリリななどど))  とと猟猟鳥鳥 ((ガガンン・・カカモモ類類))  にに対対すするる湿湿性性草草地地のの管管
理理

HK9 繁殖期にある渉禽のための、湿性草地の維持管理 ￡335 ha 
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of Way (CRoW) Act) による立ち入りにあわせた自 

転車や馬に乗る人のための上級変更 (アップグレード）

HN5 移動に制限のある人々のための立ち入り権 ￡ 10 0 10 0m 

HN7 
「田園と通行権法」による立ち入りの、移動に制限

￡105 100m 
のある人々にあわせた上位変更 (アップグレード )

 教教育育目目的的のの立立ちち入入りり

HN8 教育目的の立ち入り (educational access) ―基本報酬 ￡500 協定/年

HN9 教育目的の立ち入り―訪問あたりの報酬 ￡100 訪問

 低低地地ののヒヒーースス荒荒野野にに関関すするるオオププシショョンン群群

HO1 低地ヒース荒野の維持 ￡200 ha 

HO2 低地ヒース荒野の復元に関するオプション ￡200 ha 

HO3 森林地域から低地ヒース荒野への復元 ￡200 ha 

HO4 耕作地や改良した草地からの低地ヒース荒野の創生 ￡450 ha 

HO5 鉱物採掘跡地でのヒース荒野の創生 ￡150 ha 

 潮潮間間帯帯とと海海洋洋沿沿岸岸帯帯ににつついいててののオオププシショョンン群群

 砂砂丘丘とと、、植植生生ののああるる砂砂利利浜浜

HP1 砂丘の維持 ￡140 ha 

HP2 砂丘の復元 ￡140 ha 

HP3 耕作地からの、海洋性沿岸植生を持つ砂利浜や砂丘の創生 ￡320 ha 

HP4 草地からの、海洋性沿岸植生を持つ砂利浜や砂丘の創生 ￡200 ha 
 塩塩湿湿地地やや干干潟潟、、塩塩性性潟潟 塩塩性性ララググーーンン

HP5 沿岸塩性湿地の維持 ￡30 ha 

HP6 沿岸塩性湿地の復元 ￡30 ha 

HP7 耕作地からの、潮間帯および塩性生息地の創生
最大

ha 
￡700

HP8 草地からの、潮間帯および塩性生息地の創生
最大

ha 
￡500

HP9 土地をさわることのない、潮間帯および塩性生息地の創生 ￡150 ha 
 補補足足オオププシショョンン

HP10 塩性湿地での粗放的放牧に関する補足 ￡70 ha 

HP11 塩性湿地における家畜の排除に関する補足 ￡40 ha 

 湿湿地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

 池池

3 

HK10 越冬する渉禽と猟鳥のための、湿性草地の維持管理 ￡255 ha 

HK11 繁殖期にある渉禽のための湿性草地の再生 ￡335 ha 

HK12 越冬する渉禽と猟鳥のための湿性草地の再生 ￡255 ha 

HK13 繁殖期にある渉禽のための、湿性草地の創出 ￡355 ha 

HK14 越冬する渉禽と猟鳥のための、湿性草地の創出 ￡285 ha 

目目標標特特徴徴物物にに対対すするる草草地地のの管管理理

HK15 目標特徴物のための草地の維持 ￡130 ha 

HK16 目標特徴物のための草地の再生 ￡130 ha 

HK17 目標特徴物のための草地の創出 ￡210 ha 

緩緩衝衝帯帯

HE11 集約草地上における目標種のための強化された緩衝帯 ￡590 ha 

補補足足オオププシショョンン

HK18 干し草作り補足オプション ￡75 ha 

HK19 水位上昇補足オプション ￡80 ha 

HQ13 氾濫草地補足オプション ￡85 ha 

湿湿地地及及びび高高地地のの天天然然牧牧草草地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

HL9 湿原の維持 ￡40 ha 

HL10 湿原の復元 ￡40 ha 

HL11 高地におけるヒース荒野の創生 ￡60 ha 

HL7 鳥類のための粗放天然放牧地 (rough grazing) の維持 ￡80 ha 

HL8 鳥類のための粗放天然放牧地 (rough grazing) の復元 ￡80 ha 

補補足足オオププシショョンン

HL12 

ヘザー (ギョリュウモドキ) 、ハリエニシダ、イネ

￡7 ha 科植物の管理のための野焼きや刈取り、打ち付け

(swipe) による追加 

HL13 ヘザー荒野 (moorland) の再湿化補足 ￡10 ha 

HL15 季節的な家畜の排除に関する補足 ￡10 ha 

私私有有地地へへのの立立ちち入入りり ((aacccceessss))  にに関関すするるオオププシショョンン群群

HN1 線状の立ち入り地および面的立ち入り地―基本報酬 ￡350 協定/年

HN2 面的立ち入り許可 ￡41 ha 

線線的的立立ちち入入りり許許可可

HN3 歩道立ち入り許可 ￡45 100m 

HN4 任意の乗馬道╱自転車用道への立ち入り許可 ￡90 100m 

HN6 「田園と交通の権利法」 (Countryside and Rights ￡90 100m 
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5  

HQ1 
野生生物に対して価値の高い貯水池の維持 面積が

￡90 池
100m2 に満たないもの  

HQ2 
野生生物に対して価値の高い貯水池の維持 面積が

￡180 池
100m2 を超えるもの  

 ヨヨシシ原原 ((rreeeeddbbeedd))
HQ3 ヨシ原の維持 ￡60 ha 

HQ4 ヨシ原の復元 ￡60 ha 

HQ5 ヨシ原の創生 ￡380 ha 
 沼沼沢沢地地

HQ6 沼沢地の維持 ￡60 ha 

HQ7 沼沢地の復元 ￡60 ha 

HQ8 沼沢地の創生 ￡380 ha 
 低低地地ににおおけけるる凸凸状状湿湿地地 lloowwllaanndd  rraaiisseedd  bbooggss))

HQ9 低地における凸状湿地の維持 ￡150 ha 

HQ10 低地における凸状湿地の復元 ￡150 ha 
 補補足足オオププシショョンン

HQ11 湿原での刈り払いに関する補足 ￡350 ha 

HQ12 湿地での放牧に関する補足 ￡200 ha 

 追追加加的的補補足足オオププシショョンン

HL16 牧羊に関する補足 ￡5 ha 

HR1 畜牛の放牧に関する補足
最大

ha 
￡35

HR2 消滅の危機にある在来家畜品種の放牧に関する補足
最大

ha 
￡70

HR4 侵略的な植物種の防除に関する補足 ￡60 ha 

HR5 大型シダ (bracken) の管理に関する補足 ￡35 ha 

HR6 小さな畑に関する補足 ￡35 ha 

HR7 困難地に関する補足 ￡50 ha 

HR8 グループでの申請に関する補足 ￡10 ha 
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of Way (CRoW) Act) による立ち入りにあわせた自 

転車や馬に乗る人のための上級変更 (アップグレード）

HN5 移動に制限のある人々のための立ち入り権 ￡ 10 0 10 0m 

HN7 
「田園と通行権法」による立ち入りの、移動に制限

￡105 100m 
のある人々にあわせた上位変更 (アップグレード )

 教教育育目目的的のの立立ちち入入りり

HN8 教育目的の立ち入り (educational access) ―基本報酬 ￡500 協定/年

HN9 教育目的の立ち入り―訪問あたりの報酬 ￡100 訪問

 低低地地ののヒヒーースス荒荒野野にに関関すするるオオププシショョンン群群

HO1 低地ヒース荒野の維持 ￡200 ha 

HO2 低地ヒース荒野の復元に関するオプション ￡200 ha 

HO3 森林地域から低地ヒース荒野への復元 ￡200 ha 

HO4 耕作地や改良した草地からの低地ヒース荒野の創生 ￡450 ha 

HO5 鉱物採掘跡地でのヒース荒野の創生 ￡150 ha 

 潮潮間間帯帯とと海海洋洋沿沿岸岸帯帯ににつついいててののオオププシショョンン群群

 砂砂丘丘とと、、植植生生ののああるる砂砂利利浜浜

HP1 砂丘の維持 ￡140 ha 

HP2 砂丘の復元 ￡140 ha 

HP3 耕作地からの、海洋性沿岸植生を持つ砂利浜や砂丘の創生 ￡320 ha 

HP4 草地からの、海洋性沿岸植生を持つ砂利浜や砂丘の創生 ￡200 ha 
 塩塩湿湿地地やや干干潟潟、、塩塩性性潟潟 塩塩性性ララググーーンン

HP5 沿岸塩性湿地の維持 ￡30 ha 

HP6 沿岸塩性湿地の復元 ￡30 ha 

HP7 耕作地からの、潮間帯および塩性生息地の創生
最大

ha 
￡700

HP8 草地からの、潮間帯および塩性生息地の創生
最大

ha 
￡500

HP9 土地をさわることのない、潮間帯および塩性生息地の創生 ￡150 ha 
 補補足足オオププシショョンン

HP10 塩性湿地での粗放的放牧に関する補足 ￡70 ha 

HP11 塩性湿地における家畜の排除に関する補足 ￡40 ha 

 湿湿地地にに関関すするるオオププシショョンン群群

 池池
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11. ４　その他

　東欧社会主義国家についての感想。

　社会主義や共産主義は本来よりよい社会政策を行うこ

とをめざしたものであって、生産手段の公有や計画経済

はそれを実現する単なる手段にすぎない。しかし既成の

社会主義国家では、社会主義的原理主義におちいって手

段が目的化した。社会主義経済のもとでは、おのずとよ

り良い社会政策が実現するとする考えには同意できない。

　東欧では強圧的なソ連型社会主義に対してより自由な

社会を求めるハンガリー動乱（1956 年）やチェコ事件

（1968 年）があったが、ことごとくソ連の戦車によって

弾圧され消滅させられた。結果として多様な社会主義国

の出現にはいたらないまま、東欧社会主義国家は崩壊す

るに至った。もし多様な社会主義国家が生まれていれば、

たとえそれらが結局は崩壊したとしても、もうすこし豊

かな経験や教訓を人類はそこから得られていたであろう

し、それが鏡となって、われわれに経済合理主義だけで

はない多様な資本主義もありうること示してくれたかも

しれない。チェコ事件のときは、東欧諸国からも弾圧に

反対する声が上がったのであり、多様な社会主義国家が

存在する可能性はあったのである。

　マンスホルト主義についての感想

　21世紀なって喧伝されるようになった新自由主義は、

教科書にある経済はうまく動かせても、人間社会がつく

る経済はうまく動かすことはできないと聞いたことがあ

る。マンスホルト主義も経済合理主義という意味では現

在の新自由主義と通ずるところがあり、やはりそれは机

上の計画となった。マンスホルト主義や新自由主義のよ

うに経済合理性を唯一追求するのではなく、人間社会は

多様で、さまざまに絡み合っているのだから、人びとの

幸せを増進するための経済学があっても良いだろう。

12 終わりにあたって

　農地での生物多様性の減少や、農業環境事業の効果を

示す生態学的な研究の紹介がまったく不十分であること

は心残りであるが、これで一応のまとめとする。イング

ランドやドイツ、フランスなどの個別の農業環境事業を

紹介したが、私自身、納得した理解には到っていない。

私自身に現地の農業や農業がかかえる課題、なかんずく

環境や生物多様性にかんする課題への理解が欠けている

ことが原因である。いまだ、農業環境事業に焦点を当て

た、国別の詳しい紹介は不足しているようである。今後

は、和泉（1989）が行ったような、現地にとどまり、そ

の国の農業環境事業について足を使った修士論文や博士

論文を書く人が現れても良いだろう。また、留学した研

究者が、みずからの生物多様性にかんする研究に加え

て、その国の農業環境事業について調べて報告すること

があっても良い。このような報告が、これまでの紹介記

事とあわせて、日本で役立つ農業環境政策を多くの人で

作っていくのに貢献すると思うからである。

　いま十勝でも農家の所有する小林分が次々と消えて

いっている。畑と道路の境界には除草剤が撒かれること

が以前より多くなった。もし生物多様性の保全という名

目で、林地を持つ農家にたいして、畑に転換しないこと

で失う見込み利益の損失保障、つまり逸失利益の補償を

する制度があれば、こんなに林は消えていかないのでは

ないか、同じ名目で機械刈りによる草刈りへの補助があ

れば、除草剤を撒く頻度も減るのではないかと思う。十

勝にとどまらず、農業地域における生物多様性推進のた

めの事業が、経済的な意味だけにとどまらない豊かな農

5  

HQ1 
野生生物に対して価値の高い貯水池の維持 面積が

￡90 池
100m2 に満たないもの  

HQ2 
野生生物に対して価値の高い貯水池の維持 面積が

￡180 池
100m2 を超えるもの  

 ヨヨシシ原原 ((rreeeeddbbeedd))
HQ3 ヨシ原の維持 ￡60 ha 

HQ4 ヨシ原の復元 ￡60 ha 

HQ5 ヨシ原の創生 ￡380 ha 
 沼沼沢沢地地

HQ6 沼沢地の維持 ￡60 ha 

HQ7 沼沢地の復元 ￡60 ha 

HQ8 沼沢地の創生 ￡380 ha 
 低低地地ににおおけけるる凸凸状状湿湿地地 lloowwllaanndd  rraaiisseedd  bbooggss))

HQ9 低地における凸状湿地の維持 ￡150 ha 

HQ10 低地における凸状湿地の復元 ￡150 ha 
 補補足足オオププシショョンン

HQ11 湿原での刈り払いに関する補足 ￡350 ha 

HQ12 湿地での放牧に関する補足 ￡200 ha 

 追追加加的的補補足足オオププシショョンン

HL16 牧羊に関する補足 ￡5 ha 

HR1 畜牛の放牧に関する補足
最大

ha 
￡35

HR2 消滅の危機にある在来家畜品種の放牧に関する補足
最大

ha 
￡70

HR4 侵略的な植物種の防除に関する補足 ￡60 ha 

HR5 大型シダ (bracken) の管理に関する補足 ￡35 ha 

HR6 小さな畑に関する補足 ￡35 ha 

HR7 困難地に関する補足 ￡50 ha 

HR8 グループでの申請に関する補足 ￡10 ha 
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業地域を作り出すことに貢献できる日が来るに違いな

い。それには人材の育成も必要である。

　本稿は農業政策には全くの専門外であり、生物多様性

や生態系の保全も本来の専門とはいいがたい者が、すで

に刊行されている文献をもとに書いたものである。多く

の思いこみや誤りがあるに違いない。御指摘、ご叱正を

頂ければ幸いである。
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Abstract

Agri-environmental schemes (AESs) are a sort of 

environmental payment that rewards farmers for their 

contribution to enhance environment and landscape values 

on their farm land. AESs implemented in EU are the major 

policy for the conservation of wild animals and plants in 

agricultural landscape. Since the agricultural land in EU 

accounts for 42% of its territorial area, the success of AESs 

is crucial to enhance biodiversity not only in farmed area 

but in whole land of EU. AESs are being operated in 28 

member-countries of EU before withdrawal of UK and two 

non-member countries of EU, Swiss and Norway. The rapid 

intensification of agriculture after World War II deprived 

the farm land of biodiversity and caused contamination of 

underground water due to increased agri-chemical use and 

rearing greater number of livestock. These problems imposed 

the MacSharry reform on the adoption of AESs over the 
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whole land of EU in 1992. AESs consist of two groups of 

options, one aims to extensificaton of farming and transition 

to organic farming, and the other aims to the protection of 

biodiversity on the farmland. The budget allocated to AEMs 

is so huge and important to protect biodiversity on the 

farmland that the efficacy of them has been widely examined. 

Five articles reviewed here analysed AESs and organic 

farming through meta-analyses whether they brought positive 

effects on enhancing biodiversity on the farmland, and all 

concluded AESs and organic farming effectively raise both/

either species richness and/or abundance there. 


